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第 章    計画策定にあたって 

 

 

１ 計画策定の背景と趣旨 

 

松戸市では、平成10年3月に「いきいきと安心して暮らせる社会をめざして」

を基本理念として「市民との相互理解と交流」、「自立した日常生活と社会生活

の実現」、「生活基盤の確立」、「住みよいまちづくりの推進」という基本方針の

もと、「松戸市障害者計画」（平成10年～22年）を策定しました。 

さらに、平成25年3月には、「ふれあい、認め合い、支えあい」を基本理念と

し、「誰もが自分らしく、お互いの存在を認め合い、安心して暮らせるまち」と

いう将来像の実現に向けて、「第2次松戸市障害者計画」（平成25年～令和２年）

を策定し、施策を推進してまいりました。 

 

一方で、平成18年度からの障害者自立支援法の施行に基づき【平成25年度

からは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害

者総合支援法）の施行に基づき】3年ごとを計画期間として「松戸市障害福祉

計画」を策定してまいりました。 

また、平成30年度からは、児童福祉法の一部を改正する法律に基づき、「松

戸市障害児福祉計画」を策定しています。 

両計画の策定目的は、自治体ごとの障害者施策全般の基本的な事項を定める

「障害者計画」の理念のもと、地域の実情に合わせて障害者・障害児の地域生

活を支援するためのサービスの種類ごとの必要量の見込みや、その確保のため

の方策を示すものであり、障害福祉サービスの提供体制などの整備を計画的に

進めているところです。 

 

これまでの「松戸市障害者計画」及び「松戸市障害福祉計画」、「松戸市障害

児福祉計画」の進捗状況等の分析・評価を行ったうえで、引き続き取り組むべ

き課題や新たな課題を整理したうえで、今後も社会情勢の変化や法制度の改正

等に柔軟に対応するために、令和3年度から令和5年度を計画期間として、３つ

の計画を統合するかたちで「『市民参加型』障害者プランまつど」の策定を行う

こととしました。 
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２ 本計画の特徴 

 

本計画は、平成25年３月策定の「第2次松戸市障害者計画」の計画期間終了

に伴い、下記の（１）～（３）の前期計画の特徴を踏襲しながらも、今後の社

会情勢の変化や法制度の改正等に柔軟に対応するため、令和3年度から令和5

年度を計画期間として、「松戸市障害者計画」、「松戸市障害福祉計画」、「松戸市

障害児福祉計画」の３つの計画を統合するかたちで、策定しています。 

 

（１）重点項目の設定 

限られた財源の中で、将来像を実現し、基本目標を達成するため、今期計画

期間中に、特に重点的に取り組む事項として、「権利擁護の推進・医療的ケア児

等の支援体制の整備・障害のある人への就労の支援・相談支援体制の充実・防

犯・防災及び感染症等の対策の推進」の５つを重点施策として設定しました。 

⇒ 「第３章 重点施策」●●ページ～●●ページ 

 

（２）目標の設定 

それぞれの施策ごとに目標を設定しました。 

目標については、個々の施策の進捗状況をより明確にし、計画の進行管理を

実効性のあるものとするため、できる限り数値目標を設定しました。 

⇒ 「第４章 施策の展開」●●ページ～●●ページ 

 

（３）「市民参加型」障害者プランまつど 

計画に描いた将来像を実現するためには、行政が尽力することはもちろんで

すが、多くの市民の皆様の参加と協力が不可欠です。 

そこで、本計画では、「第2次障害者計画」の考え方を踏襲し、障害のある人、

地域・住民、行政それぞれの立場で、主体的に行うことが期待される役割を盛

り込み、市民の皆様と一緒に取り組む計画としました。 
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３ 国・県及び松戸市の施策動向 

 

平成25年３月に策定された「第2次松戸市障害者計画」がスタートしてから、

8年間の国・県および松戸市の施策については、次のとおりです。 

 

年度 国・県 松戸市 

平成 

25 年度 

【国】〇「障害者の権利に関する条約」

（障害者権利条約）批准 

   〇障害者優先調達推進法施行 

〇第２次障害者計画策定 

〇基幹相談支援センター設置 

平成 

26 年度 

 

 

〇法人後見活動を支援するため、

専門職後見人の補助をする市民後

見協力員の養成開始 

〇障害者等の移動支援事業の中

に、通学・通級支援を創設 

平成 

27 年度 

【国】〇第４次障害福祉計画策定 

【県】〇第五次千葉県障害者計画策定 

   〇重度心身障害者（児）医療給付

制度改正 

〇第４期障害福祉計画策定 

〇放課後等デイサービス事業の支

給基準を拡大。 

平成 

28 年度 

【国】〇障害者差別解消法施行 

   〇成年後見制度利用促進法施行 

   〇障害者雇用促進法改正 

   〇発達障害者支援法改正 

   〇ニッポン一億総活躍プラン策定 

〇３障害の種別ごとの相談窓口と 

してハートオン相談室設置 

〇医療的ケア児の支援のための連

携推進会議設置 

〇ジョブコーチによる職場定着支

援開始 

〇就労・雇用セミナーの開始 

平成 

29 年度 

【国】〇ユニバーサルデザイン 2020 

行動計画策定 

   〇成年後見制度利用促進基本計画

策定 

〇第２次障害者計画中間評価の 

実施 

 

 

平成 

30 年度 

【国】〇第４次障害者基本計画策定 

   〇第５期障害福祉計画策定 

   〇障害者文化芸術推進法施行 

   〇障害者総合支援法改正 

   〇児童福祉法改正 

   〇社会福祉法の改正 

【県】〇第六次千葉県障害者計画策定 

〇第５期障害福祉計画・第１期障

害児福祉計画策定 

〇福祉まるごと相談窓口設置 

〇在宅医療介護連携センター設置 

平成 

31 年度 

【国】〇読書バリアフリー法制定 

〇障害者雇用促進法改正 

〇虐待防止ネットワーク設置 

〇障害者地域包括ケアネットワー

ク設置 

〇手話言語条例制定 

令和 

２年度 

 〇虐待防止条例制定 

〇重度心身障害者医療費の対象に

精神障害者１級を追加 
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４ 計画の位置付け 

障害者計画は、本市の障害者施策を総合的かつ計画的に推進するための基本

計画であり、市民、関係機関・団体、事業者、市（行政）が、それぞれに自主

的かつ積極的な活動を行うための指針となる計画で、障害者基本法第11条第

３項に基づく「市町村障害者計画」として位置づけています。 

障害福祉計画及び障害児福祉計画は、国の基本指針に基づき、障害のある方

の地域生活を支援するためのサービス基盤整備等に係る令和５年度末におけ

る成果目標を設定するとともに、各種サービスの必要量を見込み、その提供体

制を確保するための方策について定める計画で、それぞれ障害者総合支援法第

88条に基づく「市町村障害福祉計画」、児童福祉法第33条の20に基づく「市

町村障害児福祉計画」として位置づけています。 

また、策定にあたっては、国及び千葉県の計画との整合を図りつつ、市の最

上位計画となる「松戸市総合計画」をはじめ、福祉の上位計画となる「松戸市

地域福祉計画」を上位計画として位置づけ、「いきいき安心プラン（高齢者保健

福祉計画・介護保険事業計画）」「松戸市子ども総合計画」「健康増進計画 健康

松戸21」など関連するほかの計画との整合を図るものとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 国 】 

障害者基本法 

 

障害者総合支援法 

 

児童福祉法 

【 千葉県 】 

 

 

松戸市総合計画 

 

 

松戸市地域福祉計画 

・子ども総合計画 

・高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

・健康増進計画 

・食育推進計画       等 

整合・連携 

整合 

整合 

障害者計画 

 

障害福祉計画 

 

障害児福祉計画 

整合 

第３次松戸市障害者計画 

第６期松戸市障害福祉計画 
第２期松戸市障害児福祉計画 
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５ 計画の対象 

本計画では、手帳の有無にかかわらず、身体障害、知的障害、精神障害、発

達障害、高次脳機能障害、難病等があるために日常生活又は社会生活を営む上

で何らかの制限を受ける方や不自由な状態にある方を計画の対象とします。 

さらに、計画に描いた将来像を実現するためには、多くの市民の皆様の参加

と協力が不可欠です。本計画では、「第2次障害者計画」の考え方を踏襲し、障

害のある人、地域・住民、行政それぞれの立場で、主体的に行うことが期待さ

れる役割を盛り込み、市民の皆様と一緒に取り組む計画としました。 

 

６ 計画の期間 

障害者計画は、令和３年度から５年度までの３年間を計画期間とします。 

障害福祉計画及び障害児福祉計画は、国の基本指針に基づき、令和３年度か

ら５年度までの３年間を計画期間とします。 
 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

      

 

 

 

 

 

  

第２次松戸市障害者計画（平成 25年～） 

第５期松戸市障害福祉計画 
第１期松戸市障害児福祉計画 

第６期松戸市障害福祉計画 
第２期松戸市障害児福祉計画 

第３次松戸市障害者計画 



 
6 

 

７ 計画の策定体制 

（１）策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

松戸市障害者計画推進協議会 

障害者計画策定部会 

松戸市  

障害福祉課 

パブリックコ

メントによる意

計画素案 

の諮問 

松戸市地域自

立支援協議会 

・相談支援部会 

・就労支援部会 

・こども部会 

障害者計画策定の

ための市民アンケ

ート調査 

障害者計画策定の

ための障害福祉事

業所調査 

障害者関係

団体の意見 

答申 

計画案 

第 3 期松戸市障害者計画 

第 6 期松戸市障害福祉計画 

第 2 期松戸市障害児福祉計画 

計

画

策

定

に

お

け

る

意

見

聴

取 
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（２）計画策定にあたっての取り組み 

① 第３次松戸市障害者計画策定のための市民アンケート調査 

令和元年12月 
 

② 第３次松戸市障害者計画策定のための事業所アンケート調査 

令和２年６月 
 

③ 松戸市障害者計画推進協議会障害者計画策定部会 

令和2年 7月 9日（木） 

令和2年 8月２０日（木） 

令和2年１０月２９日（木） 
 

④ 松戸市医療的ケア児の支援のための連携推進会議 

令和2年  ５月（書面による意見募集） 

令和2年１０月1日（木） 
 

⑤ 医療的ケア児に関するアンケート調査 

医療的ケア児実態調査  令和元年６月～令和2年３月 

医療的ケア児事業所調査 令和元年１２月～令和2年１月 

医療的ケア児ニーズ調査 令和２年６月～７月 
 

⑥ 障害者関係団体からの意見聴取 

令和２年７月２９日 14団体（書面による意見募集） 

※希望した 4 団体はヒアリング実施 

 

⑦ 松戸市地域自立支援協議会 

令和2年８月１７日（月） 
 

⑧ 松戸市障害者計画推進協議会 

令和2年１１月１９日（木） 
 

⑨ パブリックコメント 

令和3年●月●日（●）～令和3年●月●日（●） 

  結果： 意見者数 ●名   意見数 ●件 
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総人口 障害者手帳所持者数 障害者手帳所持者数の割合

 

第 章    松戸市における障害者・児の現状 

 

 

１ 人口、障害者手帳所持者数の推移 

計画策定時である平成23年度から令和元年度期間での障害者手帳所持者数

は、年々増えており、8年間で4,175人増えています。また、平成23年度から

令和元年度の増加割合は、総人口が2.2％増であるのに対し、障害者手帳所持

者数は、25.0％増となっており、令和元年度における総人口に対する障害者手

帳所持者数の割合は、平成23年度から0.8ポイント増の4.2％となっています。 

 

人口、障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口は住民基本台帳（各年度３月末現在）、障害者手帳所持者数は庁内資料（各年度３月末現在） 

  

488,339 492,787 494,733 496,961 498,994

16,669 19,596 19,990 20,227 20,844

3.4

4.0 4.0 4.1 4.2

0.0

2.0

4.0

6.0

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

平成23年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％）(人)

2.2％増 

25.0％増 
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身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

 

２ 障害者・児の現状 

（１）障害者手帳所持者数の推移 

障害者手帳別では、平成23年度においては、身体障害者手帳所持者が最も多

く、次いで療育手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者の順でしたが、直

近では身体障害者手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者、療育手帳所持

者の順になっています。 

また、3障害ともに増加傾向にあり、平成23年度に比べ、身体障害者手帳所

持者は7.8％増と微増であるのに対し、療育手帳所持者は約1.5倍（49.3％増）、

精神障害者保健福祉手帳所持者は約２倍（97.8%増）となっています。 

 

障害者手帳別の所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

  

12,214 13,157 13,165 13,027 13,163

2,333
3,036 3,199 3,312 3,484

2,122

3,403 3,626 3,888 4,197
16,669

19,596 19,990 20,227
20,844

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成23年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)

97.8％増 

49.3％増 

7.8％増 
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（２）身体障害のある人 

① 年齢区分別 

令和元年度における身体障害者手帳所持者の年齢別構成割合は、65歳以上

の割合が68.9%（平成23年度58.9%）と最も多く、平成23年度と比べ、65

歳以上の手帳所持者数が増加しています。 
 

年齢区分別身体障害者手帳所持者 

【平成 23 年度】     【令和元年度】 

            n=12,214                       n=13,163 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

② 等級別 

令和元年度における等級別構成割合は、１級が4,800人で最も多く、次いで

４級が3,085人となっています。 

また、平成23年度と比べ大きな変化はありませんが、4～6級の比較的重度

化する前の段階から取得する割合が1.5ポイント増えています。（平成23年度

31.4％、令和元年度32.9％） 
 

等級別身体障害者手帳所持者 

【平成 23 年度】     【令和元年度】 

            n=12,214                       n=13,163 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

１級

4,800人

36.5%

２級

2,051人

15.6%

３級

1,972人

15.0%

４級

3,085人

23.4%

５級

594人

4.5%

６級

661人

5.0%

18歳未満

313人

2.4%

18歳以上

40歳未満

725人

5.5%

40歳以上

65歳未満

3,055人

23.2%

65歳以上

9,070人

68.9%

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

１級

4,456人

36.5%

２級

2,057人

16.8%

３級

1,869人

15.3%

４級

2,694人

22.1%

５級

560人

4.6%

６級

578人

4.7%

18歳未満 18歳以上40歳未満 40歳以上65歳未満 65歳以上

18歳未満

342人

2.8%

18歳以上

40歳未満

904人

7.4%

40歳以上

65歳未満

3,778人

30.9%

65歳以上

7,190人

58.9%
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③ 障害の種類別 

令和元年度における障害の種類別構成割合は、肢体不自由が6,495人

（49.3％）と最も多く、次いで内部障害が4,762人（36.2％）となっていま

す。平成23年度と比べ、内部障害が4.3ポイント増加しています。 

 

障害の種類別身体障害者手帳所持者 

【平成 23 年度】     【令和元年度】 

n=12,214                       n=13,163 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

  

視覚障害

788人

6.0%

聴覚・平衡

機能障害

934人

7.1%

音声・言語・

そしゃく機能障害

184人

1.4%

肢体不自由

6,495人

49.3%

内部障害

4,762人

36.2%

視覚障害

745人

6.1%
聴覚・平衡

機能障害

837人

6.9%
音声・言語・

そしゃく機能障害

142人

1.2%

肢体不自由

6,591人

54.0%

内部障害

3,899人

31.9%

視覚障害 聴覚・平衡機能障害 音声・言語・そしゃく機能障害

肢体不自由 内部障害 合計

視覚障害 聴覚・平衡機能障害 音声・言語・そしゃく機能障害

肢体不自由 内部障害 合計

視覚障害 聴覚・平衡機能障害 音声・言語・そしゃく機能障害

肢体不自由 内部障害 合計



 
12 

 

（３）知的障害のある人 

① 年齢区分別 

令和元年度における療育手帳所持者の年齢別構成割合は、18歳未満が

42.7％、18歳以上が57.3％となっています。平成23年度と比べ、18歳未満

が10.2ポイント増加しています。また、18歳以上の手帳所持者数が26.8％増

に対し、18歳未満については、約2倍（96.2％増）増加しています。 
 

年齢区分別療育手帳所持者 

【平成 23 年度】     【令和元年度】 

             n=2,333                       n=3,484 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

② 程度別 

令和元年度における程度別構成割合は、重度の手帳所持者数が1,265人

（36.3％）と最も多くなっています。平成23年度と比べ、中度や軽度の割合

が5.4ポイント増えています。（平成23年度58.3％、令和元年度63.7％）。 
 

障害の程度別療育手帳所持者 

【平成 23 年度】     【令和元年度】 

             n=2,333                        n=3,484 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在）  

18歳未満

1,487人

42.7%
18歳以上

1,997人

57.3%

重度 中度 軽度

重度

973人

41.7%

中度

658人

28.2%

軽度

702人

30.1%

18歳未満

758人

32.5%

18歳以上

1,575人

67.5%

18歳未満 18歳以上

重度

1,265人

36.3%

中度

1,070人

30.7%

軽度

1,149人

33.0%
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（４）精神障害のある人 

① 年齢区分別 

年齢区分別精神障害者保健福祉手帳所持者をみると、18歳以上の手帳所持

者数が約2倍（96.4％増）、18歳未満が約3倍（190.3％増）の大幅な増加と

なっています。 

令和元年度における精神障害者保健福祉手帳所持者の年齢別構成割合は、

18歳未満が2.1％、18歳以上が97.9％となっています。平成23年度と比べ大

きな変化はありませんが、18歳未満の割合が0.6ポイント微増しています。 
 

年齢区分別精神障害者保健福祉手帳所持者 

【平成 23 年度】     【令和元年度】 

    n=2,122                       n=4,197 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

  

18歳未満 18歳以上

18歳未満

31人

1.5%

18歳以上

2,091人

98.5%

18歳未満

90人

2.1%

18歳以上

4,107人

97.9%
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② 等級別 

令和元年度における精神障害者保健福祉手帳所持者数の等級別構成割合は、

２級の手帳所持者数が2,543人（60.6％）と最も多くなっています。平成23

年度と比べ、３級が4.3ポイント増加しています。 
 

等級別精神障害者保健福祉手帳所持者 

【平成 23 年度】     【令和元年度】 

   n=2,122                       n=4,197 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

 

③ 自立支援医療受給者の推移 

自立支援医療受給者数は年々増加しており、令和元年度における受給者数は

7,218人であり、平成23年度と比べ、約1.5倍（47.3％増）増加しています。 

また、自立支援医療受給者のうち精神保健福祉手帳を所持する方の割合は

年々増えており、令和元年度では、自立支援医療の受給者の約６割が精神障害

者保健福祉手帳を所持しています。 

 

自立支援医療受給者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在）  

１級

455人

10.8%

２級

2,543人

60.6%

３級

1,199人

28.6%

１級 ２級 ３級 合計

１級

286人

13.5%

２級

1,321人

62.3%

３級

515人

24.3%

4,900

6,210
6,612 6,791

7,218

2,122

3,403 3,626 3,888
4,197

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成23年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（人）
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総人口 障害者手帳所持者数 障害者手帳所持者数の割合

 

３ 障害児の状況 

（１）18歳未満の人口、障害児（18歳未満の障害者手帳所持者）数の推移 

平成23年度から令和元年度期間での障害児数は、年々増えており、8年間で

759人増えています。また、平成23年度から令和元年度の増加割合は、18歳

未満の人口が7.5％減であるのに対し、障害児数は67.1％増となっています。 

 

18 歳未満の人口、障害者手帳所持者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：人口は住民基本台帳（各年度３月末現在）、障害者手帳所持者数は庁内資料（各年度３月末現在） 

 

  

76,424
72,722 72,041 71,252 70,666

1,131 1,607 1,701 1,783 1,890

1.48

2.21
2.36

2.50
2.67

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成23年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（％）(人)
7.5％減 

67.1％増 
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（２）障害児（18歳未満の手帳所持者）の推移 

障害児の推移をみると、令和元年度における身体障害児は313人で、減少傾

向となっています。知的障害児は1,487人、精神障害児は90人で、ともに増加

傾向にあります。 

また、平成23年度に比べ、身体障害児は8.5％減、知的障害児は約2倍増

（96.2％増）、精神障害児は約3倍増（190.3%増）となっています。 

 

障害児の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

 

  

342 328 311 322 313

758

1,196 1,313 1,377 1,487
31

83
77

84
90

1,131

1,607
1,701

1,783
1,890

0

500

1,000

1,500

2,000

平成23年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人)

身体障害児 知的障害児 精神障害児 合計

8.5％減 

96.2％増 

190.3％増 
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（３）18歳未満の身体障害者手帳所持者 

令和元年度における18歳未満の身体障害者手帳所持者の等級別構成割合は、

１級が158人で最も多く、次いで２級が42人となっています。平成23年度と

比べ大きな変化はありません。 

 

18 歳未満の身体障害者手帳所持者 

【平成 23 年度】     【令和元年度】 

    n=342                         n=313 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

  

１級

158人

50.5%

２級

42人

13.4%

３級

35人

11.2%

４級

38人

12.1%

５級

14人

4.5%

６級

26人

8.3%

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

１級

165人

48.2%

２級

63人

18.4%

３級

41人

12.0%

４級

38人

11.1%

５級

14人

4.1%

６級

21人

6.1%
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（４）18歳未満の療育手帳所持者 

令和元年度における18歳未満の療育手帳所持者の程度別構成割合は、軽度

の手帳所持者数が552人（37.1％）と最も多くなっています。平成23年度と

比べ、中度や軽度の割合が5.0ポイント増えています。（平成23年度65.0％、

令和元年度70.0％）。 

 

18 歳未満の療育手帳所持者 

【平成 23 年度】     【令和元年度】 

    n=758                        n=1,487 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

 

（５）18歳未満の精神保健福祉手帳所持者 

令和元年度における18歳未満の精神保健福祉手帳所持者の等級別構成割合

は、２級の手帳所持者数が49人（54.4％）と最も多くなっています。平成23

年度と比べ、１級が6.1ポイント減少しています。 

 

18 歳未満の精神保健福祉手帳所持者 

【平成 23 年度】     【令和元年度】 

    n=31                         n=90 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在）  

１級

9人

10.0%

２級

49人

54.4%

３級

32人

35.6%

１級

5人

16.1%

２級

16人

51.6%

３級

10人

32.3%

重度

446人

30.0%

中度

489人

32.9%

軽度

552人

37.1%

重度 中度 軽度

１級 ２級 ３級

重度

265人

35.0%

中度

233人

30.7%

軽度

260人

34.3%
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４ 人口推計及び障害者手帳所持者数の推計 

（１）障害者・児の推計 

① 人口推計 

平成27年度から令和元年度３月末現在の住民基本台帳の人口を基に、コー

ホート変化率法※で算出しました。総人口は年々増加しており、今後も増加が

見込まれます。 
 

人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各年度３月末現在 

 

 

② 障害者手帳所持者の推計 

障害者手帳所持者の推計の推計については、3障害ともに増加することが見

込まれますが、身体障害者手帳所持者は、療育手帳所持者、精神障害者保健福

祉手帳所持者に比べ、増加の伸びは緩やかとなっています。 
 

障害者手帳所持者の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：各年度３月末現在  

492,787 494,733 496,961 498,994 500,583 501,938 503,079 503,961

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

(人)
推計値 

※コーホート変化率法：同年または同期間の過去における実績人口の動態から「変化率」を求め、それに

基づき将来人口を推計する方法。 

身体障害者手帳所持者 療育手帳所持者 精神障害者保健福祉手帳

推計値 

※過去の人口に対する障害者手帳所持者の出現率を算出し、過去の状況を踏まえた出現率の推計を行っ

た。また、推計した出現率に推計人口を乗じることにより、障害者手帳所持者数の推計を行った。 

13,157 13,165 13,027 13,163 13,365 13,421 13,468 13,503

3,036 3,199 3,312 3,484 3,607 3,744 3,877 4,013
3,403 3,626 3,888 4,197 4,442 4,706 4,969 5,230
19,596 19,990 20,227 20,844 21,414 21,871 22,314 22,746

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

(人)
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（２）障害児の推計 

① 人口推計（18 歳未満） 

平成27年度から令和元年度の住民基本台帳の人口を基に、コーホート変化

率法で算出しました。18歳未満の人口は年々減少しており、今後も減少が見込

まれます。 
 

人口推計（18 歳未満） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各年度３月末現在 

 

 

② 障害者手帳所持者（障害児）の推計 

障害者手帳所持者（障害児）の推計の推計については、療育手帳所持者、精

神障害者保健福祉手帳所持者は増加することが見込まれます。 
 

障害者手帳所持者の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：各年度３月末現在 

  

328 311 322 313 314 312 309 308

1,196 1,313 1,377 1,487 1,567 1,656 1,742 1,833

83
77 84

90 96 101 106 112

1,607 1,701 1,783
1,890 1,977

2,069 2,157 2,253

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

(人)

72,722 72,041 71,252 70,666 70,029 69,499 68,970 68,659

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

(人)

身体障害者手帳所持者 療育手帳所持者 精神障害者保健福祉手帳

推計値 

推計値 

※コーホート変化率法：同年または同期間の過去における実績人口の動態から「変化率」を求め、それに

基づき将来人口を推計する方法。 

※過去の人口に対する 18 歳未満の障害者手帳所持者の出現率を算出し、過去の状況を踏まえた出現率

の推計を行った。また、推計した出現率に 18 歳未満の推計人口を乗じることにより、障害者手帳所

持者数の推計を行った。 
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５ 障害福祉サービス支給決定者の状況 

（１）障害福祉サービス支給決定者数の推移 

障害福祉サービス支給決定者数の推移をみると、年々増加しており、令和元

年度4,318人であり、平成23年度の約2.4倍となっています。 

 

障害福祉サービス支給決定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）児童デイサービスのみの利用者を除く 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

 

（２）18歳未満におけるサービス支給決定者数 

18歳未満のサービス支給決定者数の推移をみると、年々増加しており、令和

元年度、1,304人であり、平成23年度の約3.2倍となっています。 

 

18 歳未満の障害福祉サービス支給決定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）児童デイサービス利用者 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

  

1,818

3,419

3,902
4,244 4,318

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成23年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（人）

（※） 

412

934

1,119
1,235

1,304

0

500

1,000

1,500

平成23年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（人）

（※） 
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６ 障害支援区分認定者の状況 

（１）障害支援区分認定者数の状況 

令和元年度における障害支援区分認定の構成割合は、区分６が258人

（33.0％）と最も多くなっています。平成23年度と比べ、区分１が4.5ポイン

ト減少しています。 
 

障害支援区分認定者 
【平成 23 年度】     【令和元年度】 

    n=566                        n=782 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在） 

（２）障害支援区分認定者における障害の種別等 

令和元年度における障害支援区分認定者の障害の種別等をみると、知的障害

者が331人（42.3％）で最も多くなっています。平成23年度と比べ、精神障

害者が9.8ポイント増加しています。 
 

障害支援区分認定者における障害の種別等 
【平成 23 年度】     【令和元年度】 

    n=566                        n=782 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料（各年度３月末現在）  

区分１

12人

1.5%

区分２

135人

17.3%

区分３

148人

18.9%

区分４

126人

16.1%

区分５

103人

13.2%

区分６

258人

33.0%

区分１ 区分２ 区分３ 区分４ 区分５ 区分６

区分１

34人

6.0%
区分２

86人

15.2%

区分３

96人

17.0%

区分４

90人

15.9%

区分５

90人

15.9%

区分６

170人

30.0%

身体障害 精神障害 知的障害 難病

身障

202人

35.7%

精神

105人

18.6%

知障

259人

45.8%

身障

225人

28.8%

精神

222人

28.4%

知障

331人

42.3%

難病

4人

0.5%
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７ アンケート調査結果 

（１）市民アンケート調査の概要 

① 調査の目的 

この調査は、障害者基本法第11条第３項に規定する障害者計画及び障害者

総合支援法第88条に規定する障害福祉計画の次期計画の策定に係る必要なデ

ータを収集し、より実効性のある計画として施策を進めていくための基礎資料

とすることを目的とします。 

 

② 調査の対象者 

調査の種類 調査対象者 調査方法 

障害者調査 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福

祉手帳を所持している、または、難病等で障害

福祉サービスを受けている18歳以上80歳未

満の障害者1,500人 

郵送による

配付・回収 

障害児調査 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福

祉手帳を所持している、または、難病等で障害

福祉サービスを受けている18歳未満の障害児

500人 

郵送による

配付・回収 

障害者手帳を所持

していない方調査 

80歳未満の障害者手帳を所持していない方

1,000人 

郵送による

配付・回収 

 

③ 実施期間 

令和元年12月９日（月）～12月27日（金） 

 

④ 回収結果 

調査の種類 配付数 回収数 回収率 

障害者調査 1,500件 798件 53.2％ 

障害児調査 500件 281件 56.2％ 

障害者手帳を所持して

いない方調査 
1,000件 496件 49.6％ 

合計 3,000件 1,575件 52.5％ 

 

  



 
24 

 

（２）事業所アンケート調査の概要 

① 調査の目的 

各事業所の運営状況・サービスの提供状況等の意見や要望を把握し、今後の

障害者施策の推進に役立てるため調査を実施するものです。 

 

② 調査の対象者 

調査の種類 調査対象者 調査方法 

事業所調査 
令和２年４月１日までに指定を受けた市内の

障害福祉サービス等事業所 214ヶ所 

郵送による

配付・回収 

法人調査 
令和２年４月１日までに指定を受けた市内の

障害福祉サービス等事業所の法人 167ヶ所 

郵送による

配付・回収 

 

③ 実施期間 

令和２年６月26日から令和２年７月13日 

 

④ 回収結果 

調査の種類 配付数 回収数 回収率 

事業所調査 214件 112件 52.3％ 

法人調査 167件 87件 52.1％ 
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８ 関係団体ヒアリング結果 

（１）目的 

第３次松戸市障害者計画の策定に当たり、計画策定に反映させることを目的

に関係団体の意見や要望などを伺う機会を設けました。 
 

（２）実施日時 

令和２年６月15日（月）～７月15日（水） 

令和２年７月29日（水）＜対面式ヒアリング＞ 
 

（３）実施方法 

郵送により、ヒアリングシートを配布し、回答をいただきました。また、対

面式ヒアリングを希望した団体と対面式ヒアリングを実施しました。 
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（４）実施団体（13団体）  

 

 団体名 団体の目的 

１ 
松戸市肢体不自由児者

父母の会 

身体障害者が、地域社会の中で安心し生きがいのあ

る生活が送れるよう教育と福祉、生活の自立増進を

図る。 

２ 松戸手をつなぐ育成会 障害児者を守り育て、教育と福祉の向上を図る。 

３ 松戸市自閉症協会 自閉症児者の幸せを願い幅広い活動を展開する。 

４ 
特定非営利活動法人松

戸市身体障害者福祉会 

身体障害者の福祉の向上、及び利益の増進に寄与す

る。 

５ 松戸市視覚障害者協会 
視覚障害者の福利厚生と生活文化の向上及び会員相

互の親睦を図る。 

６ 松戸市ろうあ協会 
会員相互の親睦と友愛の精神を高め、福祉活動の推

進を図る。 

７ 
特定非営利活動法人土

曜会 

精神障害者の社会復帰、社会参加するための援助活

動を行うと共に、福祉の向上増進を図る。 

８ 
こころの自助の会「ふ

れんどりぃ」 

精神障がい者本人の自助努力及び相互の支え合いに

より、地域での自立した生活を実現することを目的

として活動を目指す。 

９ 
日本ALS協会千葉県支

部（松戸地区） 

ALS の克服と患者が人間としての尊厳を全うでき

る社会の実現を目指す。 

10 
東葛菜の花「高次脳機

能障害者と家族会」 

高次脳機能障害者に対する理解を深め、自立・社会

復帰を促進する。会員相互の理解と交流を深める。

本人と家族が希望を持って生活できるような環境の

実現をめざす。 

11 松戸朗読奉仕会 
視覚障害者との親睦を図り、できる限りの情報提供

を行い支援する。 

12 松戸点訳会 
点訳本を作成する活動を通じ、視覚障害者の福祉に

寄与する。 

13 
松戸市手話サークルゆ

うかりの会 

手話の学習活動を通じ、聴覚障害者との交流・活動

の支援を図る。 

※グレーで網掛けした障害者団体のヒアリングを実施 
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（５）主な意見 

障害者関係団体からの意見聴収の主な結果は以下の通りです。 

 

① 障害に対する理解等について 

○障害特性の理解を深めてほしい。 

○小中学校への出前講座の拡充 

○正しい障害理解は学童期に育まれると感じるため、講演会等の機会を充実

してほしい。 

○市内には特別支援学校や子ども発達センターがあり、幼少のころから障害

児者と接する機会が限定されている。 

 

② 成年後見制度について 

○成年後見制度について、手続きの流れも含め教えてほしい。 

○親亡き後の不安はあるものの、成年後見の費用が高い。 

 

③ ライフステージに応じた切れ目のない支援について 

○医療と福祉の連携は必須。医療関係者との交流、医療相談が身近になるよ

うな取り組みがあれば福祉側から早期に相談、診療を提案できる。 

○ライフサポートファイル、早期相談マップの周知 

○教育と福祉、事業所と行政の連携をしてほしい。 

○送迎が大変。母親が同行することが多い。 

○スクールバスに看護師がいるとよい。 

○学校卒業後の進路が少ない。 

○特別支援学校高等部を卒業後に利用できる移動支援と日中一時支援を増や

すことが必要 

○義務教育以降（15歳～18歳、高校生など）を対象とした相談場所がない。 

○相談支援員に進路を相談する、探してもらったということは聞かないため、

相談支援と進路指導がかみあえればよい。 
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④ 医療的ケアが必要な障害児等への支援について 

○コロナ禍の影響でガーゼや消毒液等、必要なものが足りなくなった。 

○医療的ケアが必要な人は、事業所に看護師が不足しており、利用ができな

い。 

○医療的ケアが必要な児はいずれ者になっていくため、者への支援の充実必

要 

 

⑤ 就労支援について 

○就労に関する情報が少ない。 

○市役所が持っている就労等の情報を学校と共有してほしい。 

○共生型サービスが出てきたが、まだまだで、高校卒業後に行く場所がない。 

○高校卒業後、就職してからのフォローが必要 

 

⑥ 地域での居場所づくりについて 

○地域に障害のある方やその家族が参加できる環境づくりが必要（サロンな

ど） 

 

⑦ 障害福祉サービスについて 

○ピアサポーターがあるとよい。地域の社会資源として育てていければと思

う。 

○障害の程度を問わず、知識、情報を持つ相談支援員とのつながりが大切 

（セルフプラン率を下げるようにする必要がある） 

○ヘルパーの人員不足、ヘルパーの高齢化からサービスの継続が出来ない事

がある。 

○中途障害者（特に50代～60代、男性）の参加できる活動の場所がない。 

○短期入所が少ない。 

○各事業所同士でのつながりがあるとよい。 

○養育困難な児童、親のレスパイトを含め、家族を切り離していくための施

設ではなく、子どもを専門で受ける短期入所が必要 
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⑧ 相談について 

○地域の相談等は、縦割りでなく制度横断的な体制とネットワークを望みた

い。 

○8050問題や障害児の育児支援、生活困窮など「障害」というくくりの相

談だけでは対応できない課題も多い。 

○分野にこだわらない相談支援体制の強化 

○精神障害者保健福祉手帳取得者が増えているが、相談員等が不足している。 

○独居の障害者への柔軟な支援体制が必要 

○高齢者分野では地域包括支援センターが15か所設置されたが、障害分野の

委託機関は少なく、職員の数も十分とは言えない。 

 

⑨ 災害時の対応等について 

○避難行動要支援者の更新がされていないのではないか。実際に、災害時に

どう活用されるか。 

○避難行動要支援者にメールなどで情報を知らせてほしい。 

○避難所は障害の特性に応じたブースがあるとよい。 

○在宅避難になると思うが、物資が届くかなど不安 

○地域の災害対応について、個人情報の取り扱い、当事者や家族から地域へ

の情報提供が課題 

○災害時に情報をなかなかキャッチできない人へ、どのように情報提供する

かが重要 

○防犯、防災の視点も含め、自治会、町内会、民生委員等については障害者

の情報を把握したほうがよい。 

○要援護者名簿の更新が必要 

○在宅避難者を見つけ出す、支えるため準備が必要 
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９ 第２次松戸市障害者計画及び第５期障害福祉計画・ 
第１期障害児福祉計画の総括 

（１）第２次松戸市障害者計画 

第１節 共生社会の実現に向けた相互理解の促進  

項目 区分 
策定時 

（平成23年度） 
中間値 

（平成28年度） 
令和元年度 

目標値 
（平成32年度） 

１ 市民意識
の醸成 

市民アンケート
「障害のある人
に対する差別・
偏見があると思
う」と回答した
人の割合 
（全体） 

身体 
障害 

42.9% 49.2% 46.2% 0% 

知的 
障害 

56.2% 59.6% 57.1% 0% 

精神 
障害 

61.3% 62.0% 56.9% 0% 

２ 福祉に関
する教育
の充実 

市民アンケート
「障害のある人
に対する差別・
偏見があると思
う」と回答した
20 歳代の人の
割合 

身体 
障害 

57.2% 52.8% 34.1％ 0% 

知的 
障害 

68.6% 64.2% 53.7％ 0% 

精神 
障害 

77.1% 69.8% 56.1％ 0% 

３ 地域ボラ
ンティア
活動等の
推進 

市民アンケート「ボラ
ンティア活動に参加し
たことがある」と回答
した人の割合 

22.7% 23.2% 22.1% 50.0% 

 

○障害のある人に対する差別・偏見については、３障害ともに約半数以上が

「ある」と回答しており、依然として残っていますが、20歳代の方の回答

においては、「ある」の回答率が下がっていることから、学校教育等の分野

において、若い世代の方々への周知・啓発について、現在の取組みは一定

の効果があったと推測されます。 

○地域ボランティア活動への参加について、策定時より低下しており、参加

しない理由として、「時間がない」のほかに、「参加するきっかけがない」

や「情報が得られない」があげられていました。このことより、地域ボラ

ンティアに関する情報や活動の機会を積極的に提供する方法の検討が必要

です。 
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第２節 子育て支援の充実  

項目 区分 
策定時 

（平成23年度） 
中間値 

（平成28年度） 
令和元年度 

目標値 
（平成32年度） 

４ 障害の早
期発見と
早期療育 

乳幼児健診
の受診率 

３～４ヶ月 96.7% 98.4% 97.8% 98.0% 

６～７ヶ月  98.0% 92.2% 98.0% 

9～10ヶ月 86.2% 88.9% 91.8% 90.0% 

１歳６ヶ月 94.5% 96.5% 97.7% 97.0% 

３歳児 89.6% 94.8% 93.7% 95.0% 

５ 障害に応
じた療育 

指標設定なし 

６ 特別支援
教育の充
実 

市民アンケート「障害
のある児童の将来の日
中の過ごし方」につい
て、「わからない」と
回答、または「無回
答」の人の割合 

20.7% 17.7% 26.2% 0% 

 

○乳幼児健康診査等において、令和元年度は新型コロナウイルスの影響もあ

り、目標達成に至らないものもありましたが、おおむね策定時と比較する

と達成できており、障害の早期発見、適切な療育につなげる役割を果たし

ていると推測されます。 

○障害のある児童の将来の日中の過ごし方が「わからない」、「無回答」と回

答した方の割合は中間評価では下がりましたが、元年度では割合が上がり、

目標値とは乖離があります。 

○こども発達センターが地域の中核的な療育支援施設となっており、個々の

特性に応じた療育が充実してきています。また、障害児保育の充実も図ら

れています。今後もこども発達センターの専門性を活かした支援の提供及

び地域との連携を推進していくことが必要です。 
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第３節 社会参加と就労の促進  

項目 区分 
策定時 

（平成23年度） 
中間値 

（平成28年度） 
令和元年度 

目標値 
（平成32年度） 

重点事業２ 

「就労の支援」 

 

７ 障害のあ
る人への
就労の支
援 

松戸市内の法定雇用率
達成企業の割合 

29.5% 38.1% 46.9% 50.0% 

松戸市役所の障害者の
雇用率 

2.1% 2.3% 2.5% 2.6% 

８ スポー 
ツ・文化活
動の支援 

市民アンケート「この
１年間に趣味や学習、
スポーツなどの活動を
した障害のある人」の
割合 

67.0% 64.9% 68.4% 80.0% 

 

○松戸市内の法定雇用率達成企業の割合については、目標達成までには至り

ませんでしたが、着実に進んできています。 

○松戸市役所の令和元年度障害者雇用については、法定雇用率に基づく法定

雇用障害者数を達成することができました。 

○この1年間に文化活動やスポーツをした障害のある人の割合は、策定時、

中間評価時より少し改善しましたが、目標値には至りませんでした。 
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第４節 自立した地域生活の支援  

項目 区分 
策定時 

（平成23年度） 
中間値 

（平成28年度） 
令和元年度 

目標値 
（平成32年度） 

９ 障害の原因
となる傷病
の予防と治
療 

特定健康診査の受診率 26.9% 32.9% 36.2 52.0% 

10 障害福祉サ
ービスの充
実 

市民アンケート「ヘル
パーなどの介助を受け
る上で困難や苦労があ
るのはどういうことで
すか」との問いに対し
「特に問題はない」と
回答した障害のある人
の割合 

24.6% 32.0% 29.6% 50.0% 

11 生活の安定
のための支
援 

指標設定なし 

重点事業１ 

「相談支援体制
の充実」 

 

12 相談支援体
制の充実 

市民アンケート「基幹
相談支援センターを知
っている」と回答した
障害のある人の割合 

0.0% 11.8% 11.4% 50.0% 

市民アンケート「ふれ
あい相談室を知ってい
る」と回答した障害の
ある人の割合 

34.6% 36.0% 16.8% 50.0% 

 

○特定健康診査の受診率は、目標値には達していませんが、向上しており、

今までの取り組みの成果が出ています。 

○ヘルパーなどの介助を受ける上での困難や苦労が特にない方については、

計画策定時よりは微増していますが、中間評価時より下がっており、また

目標値とは乖離があります。 

○障害者手帳交付時に個別対応による各種手当や助成、割引制度の説明を行

っており、またＨＰや広報まつどでの掲載など、適切な周知に努めている

と評価できます。 

○３障害の中では、知的障害者の認知度は少し高い（基幹 29.9％、ふれあ

い相談室 46.3％））ものの、身体、精神障害者では、「知らない」が８割

以上だったことから、十分に周知されていないことがわかりました。 

  



 
34 

 

第５節 安全安心なまちづくりの推進  

項目 区分 
策定時 

（平成23年度） 
中間値 

（平成28年度） 
令和元年度 

目標値 
（平成32年度） 

13 生活しやす
いまちづく
り 

道路のバリアフリー化
地区別完了率 

5.9%※ 11.8% 11.8% 23.5% 

(1/17地区) (2/17地区) (2/17地区) (4/17地区) 

鉄道駅のバリアフリー
化率（ワンルート整備
率） 

68.2%※ 95.2% 100.0% 100.0% 

(15/22駅) (20/21駅) (21/21駅) (21/21駅) 

重点事業３ 
「災害時におけ
る支援体制の整
備」 
 
14 防犯・防災 

対策 

安心安全メールの登録
者数 

12,322人 19,462人 24,641人 24,000人 

※「13 生活しやすいまちづくり」の策定時の結果は平成 24 年度の結果 

 

○鉄道駅のバリアフリー化率は目標を達成することができましたが、道路の

バリアフリー化地区別完了率については、目標値には至りませんでした。

令和元年度より３地区目に着手しているところであり、少しずつではあり

ますが、取組みは進んでいます。 

○安全安心メールの登録者数について、目標値を達成できました。 
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（１）第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 実績 

平成 28 年度末時点の施設入所者 276 人   

令和２年度末入所者数【目標

値】 
261 人 令和元年度末入所者数 268 人 

入所削減見込数【目標値】 
(平成 28 年度末→平成 32 年度末) 

15 人 

（5.4％） 
入所削減数 
(平成 28 年度末→令和元年度末) 

8 人 

（2.9％） 

○市が独自に定めた15人の削減目標達成は難しい状況 

 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 実績 

地域生活移行者数【目標値】 
(平成 28 年度末→平成 32 年度末) 

25 人 

（9％） 

地域生活移行者数 
平成 30 年度 12 人 

令和元年度 6 人 
18 人 

 

② 精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 実績 

平成32年度末までに協議会やその専門部会な

ど保健、医療、福祉関係者による協議の場の設

置 

設置（１か所） 

 

③ 地域生活支援拠点の整備 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 実績 

平成32年度末までに地域生活支援拠点の整備 検討中 

 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 実績 

①福祉施設（※）から一般就労へ

の移行者数【目標値】（平成 32

年度） 
※生活介護、自立訓練、就労移行支

援、就労継続支援 

117 人 

令和元年度福祉施設から一般就

労への移行者数 

（平成 30 年度 117 人） 

108 人 

② 就労移行支援事業の利用者数

（平成 32 年度） 
214 人 

令和元年度末就労移行支援事業

の利用者数 

（平成 30 年度 208 人） 

204 人 

③就労移行支援事業所のうち、就

労移行率が３割以上の事業所

（平成 32 年度） 

50％ 

令和元年度移行支援事業所ごと

の就労移行率 

（平成 30 年度 56％） 

80％ 

④ 就労定着支援による職場定着

率（平成 31 年度及び平成 32 年

度） 

80％ 
令和元年度就労定着支援による

職場定着率 
81.4％ 
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⑤ 児童発達支援センターの設置 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 実績 

児童発達支援センターの設置 設置済み 

 

⑥ 保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 実績 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 こども発達センターにおいて実施済み 

 

⑦ 重症心身障害児を支援する児童発達支援事業及び放課後等デイサービス

事業所の確保 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 実績 

重症心身障害児を支援する児童発達支援事業

及び放課後等デイサービス事業所の確保 
市内各２か所確保済み 

 

⑧ 医療的ケア児支援のための、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関

係機関が連携を図るための協議の場の設置 

第５期障害福祉計画・第１期障害児福祉計画 実績 

医療的ケア児支援のための、保健、医療、障害

福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るた

めの協議の場の設置 

平成２８年より「松戸市医療的ケア児の支

援のための連携推進会議」を設置済み 
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10 これまでの取組みや現状を踏まえた課題の整理 

（１）障害に対する理解や権利擁護について 

○障害のある人への差別・偏見があると思う人の割合は、「ある」の割合が５

割以上と依然高い数値であり、周知啓発の必要があります。 

○地域ボランティア活動へ参加しない理由について、「情報が得られない」が

あがっており、地域ボランティアに関する情報や活動の機会を積極的に提

供する方法の検討が必要です。 

○障害者虐待に気付いた人の通報義務について、知らない人の割合が74.4％

と高く、周知啓発が必要です。 

○人権を損なう経験について「特にない」の割合が、障害者で65.4％、障害

児で65.5％となっており、平成23年度、平成28年度調査と比較すると一

番高い数値となっていますが、差別解消法について「知らなかった」の割

合が障害者・障害児ともに約6割であったことからも、継続した周知活動

が必要です。 

○地域共生社会の認知度について知っている方（「内容まで知っていた」と「言

葉だけは知っていた」を合わせた割合）が42.2％となっており、周知方法

の検討が必要です。 

 

（２）障害の早期発見と早期療育、医療的ケアについて 

○障害があるとわかったきっかけは、「定期健診（乳幼児健康診査）で指摘さ

れた」の割合が24.2％と３番目に高くなっています。また、乳幼児健康診

査においても早期の受診率は向上しており、今後も継続して、早期発見、

早期療育への取組みが必要です 

○障害に応じた特別支援学級の増設等に取り組んできました。今後も障害児

が適切な支援を受けられるような体制の図っていく必要があります。 

○「松戸市医療的ケア児の支援のための連携推進会議」が設置され、実態調

査、ニーズ調査、事業所調査の実施をはじめ、連携方策や対応策について、

引き続き検討していく必要があります。 
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（３）社会参加や就労について 

○現在の日中の過ごし方について、平成23年度、平成28年度と比較すると

家庭内で過ごしている方の割合が減り、障害者のための通所サービスを利

用している方が増えています。サービス提供事業所数が増加したことで、

選択できるようになったためと推測されます。障害を持ちながらも自立し

た生活ができるよう、適切な働く場の提供を図っていく必要があります。 

○文化・スポーツ活動に必要な条件について、「障害者に配慮した施設・設備

の充実」や「障害者が参加しやすい体制づくり」があげられており、今後

も引き続き、障害者の方が参加しやすい場の提供や場の周知を図っていく

必要があります。 

 

（４）相談や情報提供について 

○相談窓口の認知度を見ると、３障害の中では、知的障害者における認知度

が少しある（基幹相談支援センターCoCo 29.9％、ふれあい相談室 

46.3％）ものの、身体、精神障害者では、「知らない」の割合が８割以上

となっており、周知方法の検討が必要です。 

○福祉サービスの情報の入手場所について、身体障害者では、「市の広報紙な

どのお知らせ」、知的障害者では、「市の相談窓口」、精神障害者では「イン

ターネット」の割合が最も高くなっており、障害の状態によって、利用す

る媒体が異なることが伺えます。すべての方が知りたい情報を得られるよ

うに、多様な障害の特性に応じた体制を整えるとともに、意思疎通に困難

を抱える方の支援についても取組んでいく必要があります。 

 

（５）生活環境や災害時の対応について 

○外出の際の課題について、「駅や建物の階段、段差」や「道路の段差、路面

のでこぼこ」の割合が高く、継続してバリアフリー化に向けた取組みの推

進を図る必要があります。 

○災害時の避難所・避難場所を知らない人が27.6％、避難行動要支援者避難

制度または名前を知っていると回答した方が20.4％となっており、安全安

心メールの登録者数は年々増加しているものの、災害時における体制強化

に向けて検討する必要があります。 
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第 章    計画の基本的な考え方 

 

 

 

１ 計画の基本理念 

本計画では、「障害者基本法」の理念にのっとり、相互に個性の差異と多様性

を尊重し、人格を認め合う地域共生社会の実現をめざすため、第２次松戸市障

害者計画の基本理念と将来像を継承し、計画を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふれあい・・・障害のある人とない人との交流の場や機会を設けることによ

って相互理解をめざします。 

認め合い・・・差別や偏見をなくし、障害のある人もない人も、ありのまま

認め合える社会をめざします。 

支えあい・・・人々の横のつながりをつくり、万一のときにも安心な住み続

けたいまちをめざします。 

 

  

基本理念 

「ふれあい・認め合い・支えあい」 

―交流を通して、相互に尊重し、共に生きる― 
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２ 計画の将来像 

障害の有無にかかわらず“住んでよいまち”と実感できるとともに、基本理

念を実現していくため、「誰もが自分らしく、お互いの存在を認め合い、安心し

て暮らせるまち」― 地域共生社会の実現をめざして ―を将来像とし、「地域・

住民」「障害のある人」「行政」が一体となり施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

将来像 

「誰もが自分らしく、お互いの存在を認め合い、 

安心して暮らせるまち」 

―地域共生社会の実現をめざして― 
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３ 計画の基本目標 

基本理念「ふれあい・認め合い・支えあい」―交流を通して、相互に尊重し、

共に生きる―の実現に向け、３つの基本目標を設定し、計画を推進します。 

 

基本目標１ お互いに個性を尊重し、人格を認め合う 

地域共生社会の実現  

障害のある人が自分らしく、いきいきとした地域生活を送れるように、障害

のある人、ない人との交流を通して、相互理解を深めるとともに、地域におけ

る支え合い活動を進めます。 

また、障害を理由に不利益を被ることのないよう、人権の尊重や権利擁護の

取り組みを推進します。 

 

 

基本目標２ 自分らしく生きがいのある生活の実現  

障害のある人が地域で生きがいをもって生活する上で、雇用・就労の機会の

拡充に努めるとともに、生活の糧を自ら得ることができるばかりでなく、人と

のふれあいの場となるスポーツや文化活動をとおした社会参加を促進します。 

また、地域で障害のある人が自立した生活を送れるよう、障害福祉サービス

や相談支援体制の充実を図ります。 

 

 

基本目標３ 安心して暮らせるまちの実現  

障害の原因となる傷病の予防や早期発見、早期療育・早期治療を充実すると

ともに、医療的ケア児等の支援体制を整備し、障害のある人のライフステージ

に応じた切れ目のない支援の充実を図ります。 

また、公共施設等のバリアフリー化の更なる推進や万一の災害時に対応でき

る体制の整備・充実に努め、障害のある人が地域で安心して暮らせるまちをめ

ざします。 
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４ 計画の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

［基本理念］ ［将来像］ 

「
誰
も
が
自
分
ら
し
く
、
お
互
い
の
存
在
を
認
め
合
い
、 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
」 

― 

地
域
共
生
社
会
の
実
現
を
め
ざ
し
て
― 

「
ふ
れ
あ
い
・
認
め
合
い
・
支
え
あ
い
」 

― 

交
流
を
通
し
て
、
相
互
に
尊
重
し
、
共
に
生
き
る 

― 

１ お互いの個性を尊重し、人格を

認め合う地域共生社会の実現 

（第１節） 

 

 

２ 自分らしく生きがいのある 

生活の実現 

（第３節、第４節） 

 

 

３ 安心して暮らせるまちの実現 

（第２節、第５節） 

［基本目標］ 
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［ 施策 ］ ［ 節 ］ 

第１節 
地域共生社会の 
実現に向けた相互
理解の促進 

第２節 
ライフステージに 
応じた切れ目のな
い支援 

第３節 
生きがいをもった 
社会参加の促進 

（１）市民意識の醸成 

（２）地域福祉活動の推進 

（３）権利擁護体制の推進 重点 

（１）障害の早期療育に繋げるための 
早期発見 

 

（２）障害に応じた療育の充実 

（３）特別支援教育等の充実 

（４）医療的ケア児等の支援体制の整備 
重点 

（１）障害のある人への就労の支援 重点 

（２）地域とつながるスポーツ・文化 
活動等の支援 

第４節 
自立した地域生活
の支援 

（２）障害福祉サービスの充実 

（３）生活の安定のための支援 

（４）相談支援体制の充実 重点 

（５）情報アクセシビリティの向上及び 
意思疎通支援の充実 

（１）生活しやすいまちづくり 

（２）防犯・防災及び感染症等の対策の
推進 重点 

成果目標 

①福祉施設の入所者の

地域生活への移行 

②精神障害にも対応し

た地域包括ケアシス

テムの構築 

③地域生活支援拠点等

が有する機能の充実 

④福祉施設から一般就

労への移行等 

⑤障害児支援の提供体

制の整備等 

⑥相談支援体制の充実・

強化等 

⑦障害福祉サービス等

の質を向上させるた

めの取組に係る体制

の構築 

 

サービス見込量等 

・訪問系サービス 

・日中活動系サービス 

・居住系サービス 

・相談支援 

・障害児福祉サービス 

・地域生活支援事業 

・発達障害者等に対する

支援 

・精神障害にも対応した

地域包括ケアシステ

ムの構築 

・相談支援体制の充実・

強化のための取組 

・障害福祉サービスの質

を向上させるための

取組 

［ 障害福祉計画・障害児福祉計画 ］ 

第５節 
安全安心なまち 
づくりの推進 

（１）障害の原因となる傷病の予防と 
治療 
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第 章    施策の体系 

 

 

第１節 地域共生社会＊の実現に向けた相互理解の促進 
 

１ 市民意識の醸成 
 

現状と課題 

○地域共生社会についての認知度（「内容まで知っていた」+「言葉だけは知っ

ていた」）は42％となっています。障害に対する理解を促進するために、障

害のある人との交流やふれあいの機会を通じて、互いの違いや特性への理解

を深めていくことが必要です。（市民アンケート調査【一般】） 

 

 

 

  
内容まで

知っていた

（46人）9.3%

言葉だけは

知っていた

（163人）32.9%

この問いで

初めて知った

（277人）55.8%

無回答

（10人）2.0%

地域共生社会の認知度 n=496 
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○障害のある人への差別・偏見があると思う人の割合は約半数が「ある」と回

答しており、依然高い数値となっていることから、障害のある人に対する理

解を深め、差別・偏見をなくすための周知啓発の必要があります。（市民アン

ケート調査【一般】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○学校教育の中で、生徒が障害について知る機会を継続して作ってほしいとの

意見があったことから、学校への福祉用具貸出しや福祉体験学習の開催を継

続して実施していく必要があります。（委託相談支援事業所意見） 

○小学校との連携を通じて、障害者の理解、差別解消、ボランティア活動等を

学校活動の中で行ってもらいたいとの意見があり、小学校との連携を含めた

早期の障害理解の促進が求められています。（委託相談支援事業所意見） 

  

ある

（283人）57.1%ない

（94人）19.0%

わからない

（109人）22.0%

無回答

（10人）2.0%

ある

（229人）46.2%

ない

（136人）27.4%

わからない

（122人）24.6%

無回答

（9人）1.8%

身体障害者に対する差別・偏見 n=496 知的障害者に対する差別・偏見 n=496 

ある

（282人）56.9%

ない

わからない

（129人）26.0%

無回答

（11人）2.2%

（74人）

14.9％

難病者に対する差別・偏見 n=496 

ある

（225人）45.4%

ない

（105人）21.2%

わからない

（153人）30.8%

無回答

（13人）2.6%

障害児に対する差別・偏見 n=496 
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めざす将来像 

●小さなときから障害のある人とない人の交流の機会を持つことにより、障害

に対する正しい理解が得られるようにします。そして、障害のある人もない

人も地域社会の一員として、共に生きる社会を実現します。 

 

 

目標値 

障害のない人も障害のある人とふれあう機会を持ってもらい、障害の理解に

ついて深めてもらうことを目指します。 

 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

「障害のある人とふれあう機会がない」と回答
した人のうち「交流したいとは思わない・わか
らない」と回答した人の割合 

42.9％ 21％ 

目標値設定の説明 
障害のある人に興味・関心のない人を現状値より半分に減ら
すことを目標値と設定。 

 

具体的な取組み 

（1） 地域活動における交流の促進 

障害者と実際にふれあう中で、市民が障害者に対する理解を深められるよう、

障害者週間＊などの機会を通じてイベントを開催します。また、松戸市社会福

祉協議会等で実施している地域でのふれあい事業の充実を促進し、こうした機

会を積極的にＰＲしていきます。 

 

事業名 内容 担当課 

障害者週間記念事業
の開催 

障害者週間の周知啓発及び市民との交流を図
るイベントを開催します。 

障害福祉課 

健康福祉会館 

松戸市福祉施設 

共同販売推進協議会 

福祉バザー 

障害者就労施設等の自主生産品の販売会を市
役所連絡通路にて毎月（８月・11 月を除く）
開催することやその他イベントに出店し、市
民に障害の理解の周知を図ります。 

障害福祉課 

松戸市福祉施設 

共同販売推進協議会 

ふれあい広場 
地域住民が子どもから大人まで世代を超え、
年齢や障害の有無にかかわらず、楽しみなが

社会福祉協議会 
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ら交流を深めることを目的に、ふれあい広場
を開催します。 

ふれあい・いきいき
サロン 

地域住民が気軽に集える場所をつくること
で、地域の「仲間づくり」「出会いの場づくり」
「健康づくり」を推進します。高齢者や障害
者、子育て家庭を対象にしたサロンを運営し
ます。 

社会福祉協議会 

 

 

（2） 心のバリアフリー＊の醸成 

障害のある人に対する理解を深め、差別・偏見をなくしていくため啓発用冊

子を作成、配布します。そして、あらゆる機会を利用して啓発に努め、市民の

心のバリアフリーを醸成していきます。 

 

事業名 内容 担当課 

各学校における「人
権・福祉教育」の充
実 

・人権に関する研修会を実施します。 

・各学校に「大切な自分 大切なあなた」（学
校人権教育指導資料集４０集）等のリーフ
レットを配布し、あらゆる場面での人権教
育を推進します。 

教育委員会指導課 

福祉教育推進校の実
践例紹介 

福祉教育推進校による取組を紹介します。 教育委員会指導課 

啓発用冊子「心のバ
リアフリー（やさし
さ いっぱい みんな
の まち）」の配布 

心のバリアフリーの醸成を目的に、市民グル
ープと協働で子どもたちにもわかりやすい啓
発冊子を作成し配布しています。松戸市ホー
ムページにも掲載しており、ダウンロードし
て入手することも出来るようにします。 

交通政策課 

 

 

 

（3） 学校教育における福祉教育 

障害のある人を理解するための機会を持つことにより、障害のある人への思

いやりや連帯感を育み、障害に対する偏見や差別の意識がなくなるよう取り組

みます。 

 

事業名 内容 担当課 

福祉教育推進活動事
業 

研究指定校（令和２年度より３年間指定） 

中学校１校 小学校２校 
教育委員会指導課 

福祉に関する教育 
各学校における福祉教育（総合的な学習の時
間等）で車椅子体験・視聴覚における障害者
等の体験を実施します。 

教育委員会指導課 

福祉教育 

学校、団体、企業等に対し、本会で養成した
「福祉教育サポーター」を派遣したり、福祉
体験用具の貸し出しを行い、生徒等の福祉体
験学習の支援をします。また、小中高等学校

社会福祉協議会 
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に対し、福祉教育を推進することを目的に、
助成金を交付します。 

 

 

 

（4） 交流の場の提供 

特別支援学校＊・特別支援学級＊との交流及び共同学習を市内小中学校で引き

続き実施し、障害のある人に対する正しい理解と思いやりの心を育みます。 

 

事業名 内容 担当課 

特別支援学校・学級
との交流及び協働学
習 

地域、高齢者施設等を訪問、交流活動を実施
します。 

教育委員会指導課 

福祉施設、学校での
障害のある人との交
流 

特別支援学校（特別支援学級）との交流活動
を行います。  

教育委員会指導課 

ふれあい広場【再
掲】 

年齢や障害の有無にかかわらず、楽しみなが
ら交流を深めることを目的とし、障害当事者
団体やボランティアの参加・協力のもと、地
区社協が主催します。 

社会福祉協議会 

福祉教育【再掲】 
障害のある人への理解をより深めてもらうよ
う、障害当事者の講話を希望する学校に対し、
当事者を紹介します。 

社会福祉協議会 

 

 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・地域のイベント等に積極的
に参加するようにします。 

・自分のできることで地域に
参加するようにします。 

・障害のある人の現状を地域
に発信するようにします。 

・学校教育における障害のな
い児童との交流の場に参加
するようにします。 

 

・地域のイベント等に障害の
ある人を積極的に勧誘し、
交流します。 

・地域に障害のある人がいる
ことが当たり前という認識
を持つようにします。 

・特別支援学校・学級と地域
の交流の場に積極的に参加
します。 

・親子で障害のある人につい
て話す機会・考える機会を
つくるようにします。 

・公的機関を中心に交流の機
会と場の提供をします。 

・広報等を活用し、地域にお
ける交流イベントを積極的
に周知・ＰＲします。 

・特別支援教育を推進しま
す。 

・特別支援学校・学級との交
流及び共同学習を推進しま
す。 

・地域と特別支援学校・学級
の交流を支援します。 
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２ 地域福祉活動の推進 
 

現状と課題 

○ボランティア活動を活発にするために必要なこととして、「援助が必要な人、

援助をしたい人のための相談体制・情報の充実」と回答した人の割合が最も

高く、２番目は「ボランティア団体の活動内容などの情報提供の充実」とな

っています。地域のボランティア等の活動については、参加したい意欲のあ

る人には、具体的な相談に応じ、きめ細かく活動内容を紹介することや学校

教育の一環として取り組む等、ボランティア活動の促進を図るための仕組み

が求められます。（市民アンケート調査【一般】、委託相談支援事業所意見） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域ボランティア活動へ参加しない理由について、「情報が得られない」があ

がっています。地域ボランティアに関する情報や活動の機会を積極的に提供

する方法の検討が必要です。（市民アンケート調査【一般】） 

 

 

 

 

 

 

  

ボランティア活動を活発にするために必要なこと（複数回答） n=496 

上位５項目 ％

援助が必要な人、援助をしたい人の

ための相談体制・情報の充実

ボランティア団体の活動内容

などの情報提供の充実

ボランティア体験などの

参加機会の提供

町会・自治会などの

地域活動の活性化

活動拠点の提供や活動資金の助成

54.8

38.1

28.0

28.0

20.2

0 20 40 60

ボランティア活動に参加しない理由（複数回答） 

上位５項目 n=454 
％

仕事や家事などが忙しく、

時間がないから

参加するきっかけがないから

いつ、どこで、何をやっているのか、

情報が得られないから

特にこれといった理由はない

障害のある人などとの
コミニュケーションに不安があるから

55.3

43.8

20.7

17.2

12.6

0 20 40 60
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○小学校との連携を通じて、ボランティア活動等を学校活動で行うことを要望

しています。（委託相談支援事業所意見） 

○ボランティア活動を通じ相互の交流を深め、障害特性の理解促進を図りなが

ら、障害のある人が活動の担い手となることへの支援も必要です。 

 

 

めざす将来像 

●身近な地域のボランティア活動を通して、障害のある人とない人が互いに理

解しあい、共に生きていく地域社会を実現します。 

 

 

目標値 

ボランティア活動に参加したことがある人を増やし、地域全体で障害のある

人を支えることができるまちを目指します。 

 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

「ボランティア活動に参加したことがある」と
回答した人の割合 

22.1％ 23％ 

目標値設定の説明 
地域共生社会の実現を目指すうえでは、互助の取組みである
市民のボランティア活動の促進が重要であり、平成 28 年度
の実績値を目標値として設定。 
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具体的な取組み 

（1） ボランティア等の育成と市民参加の促進 

市民の福祉に対する理解と関心を高め、社会福祉協議会と連携し、地域福祉

を支えるボランティアの発掘及び育成を行い、活動の促進を図ります。 

 

事業名 内容 担当課 

ボランティア活動推
進事業 

ボランティア活動の総合相談窓口として、ボ
ランティアをしたい人と支援を求める人を
結ぶためのコーディネートを行い、ボランテ
ィア活動の活性化を図ります。また、ボラン
ティアの情報を発信し、広く市民へボランテ
ィア活動を啓発したり、ボランティア活動者
の育成やボランティア活動保険の受付等を
行い、ボランティア活動者をサポートしま
す。 

社会福祉協議会 

福祉教育【再掲】 
職員と一緒に福祉体験学習を支援するボラ
ンティアを養成し、学校や地域等に派遣しま
す。 

社会福祉協議会 

 

（2） 児童・生徒のボランティア活動支援 

児童・生徒の福祉施設でのボランティア活動を通して、障害に対する正しい

理解を身につけます。 

 

事業名 内容 担当課 

福祉施設等でのボラ
ンティア活動 

福祉施設等での疑似体験活動を行います。 教育委員会指導課 

夏休み子どもボラン
ティア体験教室 

次代を担う子どもたちにボランティア活動を
体験する機会を設け、高齢者や障害者等とふ
れあい、広く福祉に関するボランティア活動
の理解を深めています。 

社会福祉協議会 

 

 

（3） 障害者関係団体への支援 

障害のある人が身近な地域でその人らしい生活ができるよう、障害者関係団

体への支援を充実していきます。 

 

事業名 内容 担当課 

高次脳機能障害者支
援 

「高次脳機能障害者及び家族の集い」を中核
地域生活支援センター「ほっとねっと」と協
同開催し、当事者の輪を広げ、情報交換を行
います。 

障害福祉課 

高次脳機能障害者デ
イケアの参加 

東葛菜の花の会・ボランティアグループ「い
ちごの会」・旭神経内科リハビリテーション病

障害福祉課 
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院の共同で、若い年代を対象としたデイケア
の開催しており、そこに出席し、情報交換を
します。 

助成事業 市内の福祉団体に対し、助成金を交付します。 社会福祉協議会 

共同募金運動 

支援を必要としている人たちが安心して暮ら
すことができるよう、共同募金運動によって
集められた募金を福祉施設・団体等に配分し
ます。 

地域福祉課 

社会福祉協議会 

福祉カー貸出し 
市内に住む車いす利用者の社会参加の促進
と、介護者の負担軽減を目的に、車いす対応
車両の貸出しを実施します。 

社会福祉協議会 

障害者団体・ボラン
ティア団体支援 

健康福祉会館に登録している障害者団体・ボ
ランティア団体に施設や設備を貸出します。 

健康福祉会館 

 

 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・障害者団体の活動内容など
の情報を積極的に発信しま
す。 

・ボランティアとの交流、相
互理解を深めます。 

・ボランティア活動に興味・
関心を持つようにします。 

・地域のボランティア活動に
積極的に参加します。 

・広報等を活用して、ボラン
ティア情報や障害者団体の
情報を発信します。 

・障害者関係団体に対する支
援を充実します。 
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知っており、内容を

理解している

（34人）6.9%

言葉を知っている

が、内容まではわ

からない

今まで知らなかった

（334人）67.3%

無回答

（9人）1.8%

（119人）

24.0％

知っており、内容も

理解している

言葉は知っているが、

内容まではわからない

今まで知らなかった

（174人）61.9%

無回答

（3人）1.1%

（35人）

12.5％

（69人）

24.6％

 

％

特にない

希望する仕事に就けなかった

障害を理由に退職を迫られた

職場での労働条件や給料が、

周囲の人に比べて低い

医療機関か受診や
治療を断られた

65.4

7.5

5.9

4.5

3.0

0 20 40 60 80

知っており、内容も

理解している

言葉は知っているが、

内容まではわからない

今まで知らなかった

（498人）62.4%

無回答

（70人）

8.8%

（169人）21.2%

（61人）

7.6%

【障害児】n=281 

 

３ 権利擁護＊体制の推進 重点 
 

現状と課題 

○障害があることが原因で、「希望する仕事に就けなかった」が８％、「障害を

理由に退職を迫られた」が６％、「家族や施設の人から暴力による虐待を受け

た」が２％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、障害者差別解消法を「知っており、

内容も理解している」のは、障害者で９％、

障害児で1３％、手帳未所持者で７％とな

っています。（市民アンケート調査【者】

【児】【一般】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【一般】n=496 

人権を損なう経験（複数回答） n=798 

上位５項目 

【障害者】n=798 

障害者差別解消法の認知度 
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知っている

（119人）24.0%

知らない

（369人）74.4%

無回答

（8人）1.6%

 

○地域では虐待や差別を受けたと感じられた人がおり、今後、さらに人権・権

利擁護を推進していくためには、地域及び当事者の人権・権利に対する意識

啓発とともに、成年後見制度＊の利用促進に向け、制度の周知や権利擁護を

担う専門的人材の育成確保に取り組んでいくことが必要です。 

○日常生活を営むのに必要なサービスを利用するための情報の入手、理解、判

断、意思表示を本人のみでは適切に行うことが困難な人に対して、能力に合

わせた適切なサービスへ繋ぐ体制づくりが必要です。 

○依然として障害のある人に対する差別・偏見があることから、早期の障害に

対する理解を促進するため、講演会などにより差別解消の理解促進における

機会の場が必要です。 

○障害者虐待に気付いた人の通報義

務について、知らない人が74％と

高く、周知啓発が必要です。（市民

アンケート調査【一般】） 

 

 

 

 

 

 

 

めざす将来像 

●障害のある人に対する差別・偏見をなくします。 

●判断能力が不十分であるため、意思決定が困難であっても、その人らしい生

活が送れるようにします。 

 

 

  

障害者虐待に気付いた人の通報義務 n=496 
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目標値 

障害のある人に対する差別・偏見をなくします。また判断能力が不十分であ

るため、意思決定が困難であっても、その人らしい生活が送れるようにします。 
 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

人権を損なう経験について「特にない」
と回答した人の割合 

障害者 65.4％ 

障害児 65.5％ 

障害者 100％ 

障害児 100％ 

目標値設定の説明 
障害のある人に対する差別・偏見はあってはならないという
考えから、100％を目指します。 

（参考指標） 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

「成年後見を知っている」と回答した人の割合 40.7％ 50％ 

「合理的配慮＊を知っている」と回答した人の割合 15.9％ 24％ 

「障害者虐待防止・差別相談センター＊を知ってい
る」と回答した人の割合 

18.8％ 28％ 

 

 

 

具体的な取組み 

（1） 成年後見制度の普及促進 

成年後見制度に係る啓発用リーフレットを配布するとともに、令和２年度よ

り設置された成年後見支援センターの周知啓発を行い、早期の段階から成年後

見制度の利用ができるよう、市民の理解と普及促進に努めます。   

また、市民後見協力員の養成を行い、地域で支える体制を目指します。 

 

事業名 内容 担当課 

成年後見支援センタ
ー

＊
の設置 

松戸市社会福祉協議会に成年後見支援センタ
ーを委託し、市民の相談窓口や市民等に対す
る成年後見制度普及啓発講演会等の開催、成
年後見制度に関わる関係機関を集め、協議会
を開催し、松戸市の成年後見制度について協
議します。 

高齢者支援課 

障害福祉課 

社会福祉協議会 

成年後見制度相談支
援 

成年後見制度に関する市民からの相談に対応
しています。 

高齢者支援課 

障害福祉課 

成年後見制度利用に
おける費用の助成 

本人・親族申立てにおける費用の助成や成年
後見制度報酬助成を実施し、利用者負担の軽
減を行います。 

高齢者支援課 

障害福祉課 
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事業名 内容 担当課 

市民後見協力員養成
講座 

成年後見制度における法人後見の活動を支援
する市民後見協力員の養成講座及びスキルア
ップ研修を開催します。 

高齢者支援課 

障害福祉課 

 

 

（2） 日常生活自立支援事業＊との連携 

判断能力が不十分な人（認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等）が地域に 

おいて自立した生活が送れるよう、社会福祉協議会の実施している日常生活自立 

支援事業との連携を図り、事業対象者の早期発見や日常生活支援事業から成年後見

制度の移行等がスムーズに行われるなど、支援が必要な人の能力に合わせた適切な

サービスへ繋ぐ体制づくりを構築していきます。 

 

事業名 内容 担当課 

日常生活自立支援事
業 

判断能力が十分でないために、適切なサービ
スの提供を受けられない人に対して、福祉サ
ービスの利用援助や預貯金の払い戻し・預け
入れ、各種支払いの支援をします。 

社会福祉協議会 

 

 

（3） 差別解消の取組みの推進 

差別に係る相談体制の充実の検討や、障害者差別相談センターの周知啓発を

図るとともに、講演会や研修会の開催により、障害者への差別解消に向けての

取組みを推進していきます。 

 

事業名 内容 担当課 

障害者差別相談セン
ター 

障害者差別に関する市民からの相談に対応し
ています。 

障害福祉課 

市民向け障害者差別
解消法講演会 

障害者差別解消法について市民へ広く普及啓
発するため、講演会を開催します。 

障害福祉課 

市職員向け障害者差
別解消法研修 

障害者の権利擁護を図るため、市職員向けの
啓発活動として研修を開催します。 

障害福祉課 

市新人職員向け障害
者差別解消法研修 

障害者の権利擁護を図るため、市新人職員向
けの啓発活動として研修を開催します。 

人事課 

市職員向け文書説明
会 

文書のユニバーサルデザインという視点に立
ち、障害者差別解消法及びＳＰコードについ
て説明を行い、誰もが分かりやすい文書の作
成について全庁へ周知します。 

総務課 

障害者差別解消支援
地域協議会 

障害者差別に関する相談事例等について、地
域の関係機関で情報を共有し、障害者差別を
解消するための取組みを協議します。（障害
者虐待防止ネットワークと一体的に運営して
います。） 

障害福祉課 

 

 



 
57 

 

（4） 虐待防止体制の強化 

虐待に係る相談体制の充実の検討や、障害者虐待防止センターの周知啓発を

図るとともに、市民向け、従業者向けの講演会や研修会を開催し、障害者の虐

待防止に取組みます。 

 

事業名 内容 担当課 

障害者虐待防止セン
ター 

障害者虐待に関する市民からの相談を受け付
けるため、相談窓口を設置しています。 

障害福祉課 

従事者向け障害者虐
待防止法研修会 

障害者虐待の防止を図るため、事業所向けの
啓発活動として研修会を開催します。 

障害福祉課 

市民向け障害者虐待
防止法講演会 

障害者虐待防止法について市民へ広く普及啓
発するため、講演会を開催します。 

障害福祉課 

障害者虐待防止ネッ
トワーク 

障害者虐待の予防と早期発見、早期対応、再
発防止を図るため、会議等を通して市の関係
機関及び民間団体との連携を強化します。（障
害者差別解消支援地域協議会と一体的に運営
しています。） 

障害福祉課 

虐待防止連携推進会
議 

児童虐待、高齢者虐待及び障害者虐待に係る
施策相互の連携が図られた効果的な取組を推
進するため、情報共有、意見交換等を行いま
す。 

子ども家庭相談課 

高齢者支援課 

障害福祉課 

 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・対応を配慮してもらいたい
ときは、合理的配慮を申し
出ます。 

・判断に迷ったときや後見人
が必要なときは、各相談窓
口等に相談するようにしま
す。 

・障害のある人の人権が侵害
されないよう配慮します。 

・障害者の虐待を発見したと
きは速やかに障害者虐待防
止・差別相談センターに通
報します。 

・障害者虐待防止・差別相談
センター、成年後見支援セン
ターの周知啓発を図ります。 
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第２節 ライフステージ＊に応じた切れ目のない支援 
 

１ 障害の早期療育につなげるための早期発見 
 

現状と課題 

○障害があるとわかったきっかけについて、「家族が気づいた」が最も高く、2

番目は「病院で医師から指摘された」、3番目は「定期健診（乳幼児健康診査）

で指摘された」となっています。乳幼児健康診査等において、疾病・障害や

育児困難等、子どもの成長や発達に影響を与える事項の早期発見に努めると

ともに、早期療育につなげていくことが必要です。（市民アンケート調査【児】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざす将来像 

●運動機能、視聴覚などの障害、精神発達等に遅れが見られる子どもの早期の

気づきから早期発見、そして早期療育の支援につなげます。 

 

  

％

家族が気づいた

病院で医師から指摘された

定期健診（乳幼児健康診査）で指摘

された

児童発達支援センターで指摘された

保育園・幼稚園・学校の教師や職員
から指摘された

42.0

37.7

24.2

11.7

9.3

0 20 40 60

障害があるとわかったきっかけ（複数回答） n=281 

上位５項目 
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目標値 

乳幼児健診の未受診者の把握をし、受診勧奨の徹底を行いながら、心身の障害の

早期発見、早期支援に繋げます。 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

乳幼児健診の受診率 
 

乳児（３～４か月） 
乳児（６～７か月） 

 乳児（９～10 か月） 
１歳６か月 

３歳児 

 
 

97.8％ 
92.2％ 
91.8％ 
97.7％ 

 93.7％ 

 
 

98％ 
95％ 
95％ 
97％ 

 95％ 

目標値設定の説明 
未受診者への受診指導を推進しながら、令和元年度の現
状値を上回ることをめざします。 

 

 

具体的な取組み 

（1） 保健指導の継続的な実施 

妊産婦や新生児、乳幼児に対する健康相談、訪問指導、健康や育児に関する

講座・教室等の開催など、親子ともに適切な保健指導が受けられるように整備

します。 

 

事業名 内容 担当課 

ママパパ学級 

初めて母親・父親になる方が妊娠中を健やか
に過ごし、安心して出産し、育児のイメージ
がもてるような講話や実習、地域の仲間づく
りを進めていきます。また、おやこＤＥ広場・
子育て支援センターと連携し、情報提供を充
実させていきます。 

子ども家庭相談課 

市民健康相談室 
保健師が本庁、各支所の市民健康相談室に常
駐し、母子健康手帳の交付、育児相談、健康
相談、健診等各種届出等を行っています。 

子ども家庭相談課 

新生児（産婦）訪問
指導 

生後 28 日未満の赤ちゃんがいる家庭に保健
師・助産師等が訪問し、育児の相談や子育て
支援の情報提供を実施します。 

子ども家庭相談課 

乳児家庭全戸訪問 
生後４か月までの赤ちゃんがいるすべての家
庭に保健師・助産師等が訪問し、育児の相談
や子育て支援の情報提供を実施します。 

子ども家庭相談課 

赤ちゃん教室 
概ね１歳までの赤ちゃんと保護者を対象に、
育児・健康情報の提供や、健康相談や子育て
についての話し合いを実施します。 

子ども家庭相談課 

離乳食教室 
生後４～５か月頃の赤ちゃん（第１子）をも
つ保護者を対象に、栄養士が離乳食の進め方

子ども家庭相談課 
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についての話と離乳食の作り方を実演しま
す。 

 

 

（2） 疾病等の早期発見 

     乳幼児期における健康診査を実施し、支援が必要な児童の早期発見に努めま

す。 

 

事業名 内容 担当課 

乳児健康診査 

乳児期の心身の異常の早期発見により、乳児 
の健康の保持増進を図るために、委託医療機
関において、3～4 か月児、6～7 か月児、9～
10 か月児に対し、健康診査を実施します。 

子ども家庭相談課 

乳児股関節健診 
乳児期の股関節の異常の早期発見、早期治療
を目的とし、委託医療機関において、3～4か
月児に対し、健康診査を実施します。 

子ども家庭相談課 

１歳６か月児健康診
査 

満 1 歳 6 か月に達し、満 2 歳に達しない幼児
に対して問診、身体測定、小児科医による診
察、歯科医師による診察、個別相談を実施し
ます。必要時、後日心理士による個別相談を
実施します。 

子ども家庭相談課 

３歳児健康診査 

満 3 歳 5 か月に達し、満 4 歳に達しない幼児
に対して、身体測定、尿検査、視覚検査、問
診、小児科医による診察、歯科医師による診
察、個別相談を実施します。必要時、後日心
理士による個別相談を実施します。 

子ども家庭相談課 

 

 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・保護者が早期療育に努めま
す。 

・健診を定期的に受けます。 

・健康相談等による保健指導
を受けます。 

・健診を定期的に受けます。 

・健康相談等による保健指導
を受けます。 

・医療機関は、障害の早期発
見に努め、適切な療育につ
なげます。 

・保健指導を充実します。 

・乳幼児健診を充実します。 

  

  



 
61 

 

 

 

 

２ 障害に応じた療育の充実 
 

現状と課題 

○障害のある子どもが地域の障害児通所支援事業所、幼稚園、保育所（園）、

小学校等において、適切な支援を受けられる体制を整備します。 

〇ライフサポートファイルの有効な活用が増えることにより、こども発達セ

ンター、幼稚園、保育所（園）、放課後等デイサービス等との更なる連携の

充実が喫緊の課題です。（地域自立支援協議会意見） 

     

 

めざす将来像 

●個々の特性に応じた療育により、障害児の個性豊かな心身の成長・発達が

遂げられるようにします。 

 

 

 

 

目標値 

障害や発達の不安等を抱える子どもに対して、施設職員のサポートをしながら、

子どもの障害特性や成長に合わせた切れ目のない支援を行います。 

 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

施設巡回相談の件数 ２０１件 ２５０件 

目標値設定の説明 

依頼のある児童施設を拡充・強化し、児童施設が障害児
や発達に心配のある子どもを受け入れ、巡回相談を利用
しながら個々に合わせた支援を継続することを目指しま
す。 
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具体的な取組み 

（1） 子どもの自立に向けた支援 

こども発達センターを中心に民間の障害児通所支援事業所と連携し、支援が

必要な児童が地域で適切な療育が受けられるよう、体制を整備します。 

 

事業名 内容 担当課 

事業所ガイドブック
の作成及び公表 

放課後等デイサービス及び児童発達支援事業
所ガイドブックを作成し、窓口での配布やホ
ームページにおいて公表し、情報提供を行い
ます。 

障害福祉課 

こども発達センター
（相談・診療） 

子どもの育ちについて不安のある場合や心身
の発達に遅れがある場合等に医師や専門スタ
ッフが相談に応じます。 

健康福祉会館 

こども発達センター 

こども発達センター 

（外来療育） 

こども発達センターで診察を受けた子どもを
対象に、それぞれの発達に必要な支援を専門
スタッフが行います。 

健康福祉会館 

こども発達センター 

こども発達センター 

（通園保育） 

障害のある就学前の子どもを対象に、日々の
通園によって、生活面の自立に向けて保育を
基本とした療育を行います。 

健康福祉会館 

こども発達センター 

就学相談業務 

（五香分室） 

子どもの発達課題や就学先等について、専門
的立場から相談に応じます。 

教育研究所 

こども発達センター
の保育所交流 

こども発達センター通園部の子どもが保育所
との集団保育を経験する機会を設け、成長を
支援します。 

保育課 

健康福祉会館 

こども発達センター 

 

 

（2） 施設職員のサポート体制の充実 

  こども発達センターの専門職による施設巡回相談等など保育所（園）等の施

設職員のサポート体制を整備し、支援が必要な子どもの早期発見、早期療育に

つなげる支援体制の充実を図ります。 

 

 

事業名 内容 担当課 

児童施設等巡回相談
（千葉県障害児等療
育支援事業） 

障害児や発達に心配のある子どもが通所する
保育所（園）、幼稚園等の児童施設職員に対し、
当該児童の支援に関する相談・助言を行いま
す。 

健康福祉会館 

こども発達センター 

臨床発達心理士の巡
回相談 

配慮を要する子どもの受入体制強化のため、
臨床発達心理士が保育所を巡回し、保育所職
員に対して相談・助言を行います。 

保育課 

支援者向け早期相談
マップの作成及び周
知啓発 

ライフステージに応じた相談先の一覧「支援
者向け早期相談マップ」を保育所・幼稚園等
の支援者等に配布し、支援が必要な子どもが
早期に療育に繋がるよう相談先を周知しま
す。 

こども部会 

障害福祉課 
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（3） ライフステージに沿った切れ目のない支援の充実 

ライフステージが変化しても切れ目ない支援が受けられるよう、療育の支援

体制を推進します。 

 

事業名 内容 担当課 

ライフサポートファ
イルの配布 

支援を必要とする子どもの成育歴、医療機
関、サービス利用状況等を 1 冊にまとめて記
録・保管できる「ライフサポートファイル」
を配布及びホームページにて公表していま
す。ライフステージが変化した際に、スムー
ズな情報の引継ぎや、一貫した支援を受ける
ことに繋がります。 

障害福祉課 

健康福祉会館 

教育研究所（五香
分室） 

 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・療育の情報を積極的に得る
ようにします。 

・療育の場を積極的に利用す
るようにします。 

・療育に携わる者は、障害の
対応方法を学び、適切な支
援を行います。 

・市民は療育に対する理解を
深めるようにします。 

・療育体制の整備を図りま
す。 

・こども発達センターの充実
を図ります。 
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３ 特別支援教育等の充実 
 

現状と課題 

○小学校に入学するとき、どの学校・学級に通いたいかについて、「小学校の通

常学級」が最も高く、次いで「盲・ろう学校・特別支援学校（小学部）」、「小

学校の特別支援学級」の順となっています。また、中学校（中学部）に通っ

ている人が、中学校を卒業後に希望している日中の過ごし方は、「高等学校」

が最も高く、次いで「盲・ろう学校・特別支援学校（高等部）」となっていま

す。さらに、高等学校（高等部）に通っている人が、高等学校（高等部）を

卒業後に希望している日中の過ごし方は、「通所入所などの社会福祉施設」が

最も高く、次いで「会社などに勤める」、「短期大学・大学」の順となってい

ます。全体にみて、上級学校への進学を希望する人が多い傾向がみてとれま

す。（市民アンケート調査【児】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

将来の学校・学級（未就学者） n=42 

上位３項目 

将来の日中の過ごし方（小中学部） n=146 

上位３項目 

％

通所入所などの社会福祉施設

会社などに勤める

短期大学・大学

18.7

17.6

11.0

0 10 20 30 40 50

将来の日中の過ごし方（高等部） n=91 

上位３項目 

％

小学校の通常学級

盲・ろう学校・

特別支援学校（小学部）

小学校の特別支援学級

38.1

28.6

21.4

0 10 20 30 40 50

％

高等学校

盲・ろう学校・

特別支援学校（高等部）

わからない

37.0

36.3

11.6

0 10 20 30 40 50
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○障害の状況や教育ニーズに応じた適切な指導を提供できるようにするため、

通常の学級、通級＊による指導、特別支援学級、特別支援学校という多様な学

びの場のそれぞれの充実を図っていくことが必要です。 

○児童一人ひとりの能力や個性に応じた適切な教育を受けられるよう学校施

設の設備改修などを含む教育環境の整備が求められます。 

○児童が希望を持って生涯を過ごすことができるよう、就学前から卒業後にわ

たる切れ目ない教育指導や、進路選択における継続的な支援を行える専門的

な相談支援体制を整えることの検討が必要です。 

○年齢に応じた適切な相談と支援を本人（家族）に寄り添って相談できるよう

多職種間の連携が必要です。 

 

めざす将来像 

●個々の教育的ニーズに合わせた支援体制を整備していきます。 

 

 

目標値 

個々の教育的ニーズに合わせた支援体制の整備をするため、特別支援学級の全校設

置を目指します。 

 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

知的障害特別支援学級、自閉症・
情緒障害特別支援学級の設置数 

87.7％ 
（小学校 44/45） 
（中学校 13/20） 

100％ 
（小学校 45/45） 

（中学校 20/20） 

目標値設定の説明 
特別な教育的ニーズをもつ子ども・生徒が、住所区の学校
へ通える体制を整備します。 
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具体的な取組み 

（1） 教育内容の充実 

教育内容の充実を図るため、適切な指導と支援が行えるよう指導者等の人材

育成に努めるとともに、個別の指導計画の活用・交流及び共同学習の実施に努

めます。 

 

事業名 内容 担当課 

指導者の人材育成 

個別の指導計画の活
用・交流及び共同学
習の実施 

夏季休業中に各種研修会を実施します。また、
巡回指導員が新設特別支援学級を中心に指導
助言を行います。個別の指導計画を活用し、
組織的、継続的な指導・支援を行っています。
相互の学びと理解を醸成するために、交流及
び共同学習の推進を行っています。 

教育研究所 

 

 

（2） 教育環境の整備 

障害のある子どもが、いきいきと学習できるようにするために、本人及び保

護者の意向等を尊重しながら、一人ひとりの能力や個性に応じた適切な教育環

境が受けられるよう環境の整備に努めます。 

 

 

 

事業名 内容 担当課 

特別支援教育就学奨
励費 

特別支援学級へ就学する児童生徒の保護者等
の経済的負担を軽減するため、必要な経費に
ついて補助します。特別支援学級に在籍して
いて、奨励費支給の申請があった児童生徒へ
学用品費、給食費、交通費等を支給します。 

学務課 

小学校施設整備事業 

中学校施設整備事業 

障害のある児童・生徒の入学や進級に伴い、
トイレの改修や手すりの設置などの施設整備
を行います。 

教育施設課 

特別支援学級の補助
教員・補助員の配置 

特別支援学級１学級に１人の補助教員または
補助員の配置をします。 

教育研究所 

 

 

（3） 就学相談・指導の充実 

個々に寄り添い、教育的なニーズの把握に努め、多くの情報を保護者に提供

し、子どもにとってより良い進路が選択できるよう就学相談・指導の充実を図

ります。 
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事業名 内容 担当課 

就学相談・教育支援
委員会の実施 

児童生徒にとって適切な学習の場が選択でき
るよう就学相談を進め、年間１０回の教育支
援委員会を実施しています。 

教育研究所 

 

（4） 卒業後の相談の充実・進路の確保 

子ども及び保護者の希望を尊重し、個に応じた進路指導相談の機会の充実を

図り、より良い進路選択ができるよう適切な卒業後の進路確保に努めます。 

 

事業名 内容 担当課 

各学校の実情・個に
応じた進路指導の充
実化 

・各学校において進路に関するガイダンスを
実施します。 

・保護者等を含めた進路指導相談（教育相談）
を実施します。 

教育委員会指導課 

 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・自分に合った適切な教育が
受けられる学校を選択する
ようにします。 

・自らの意思で進路を決定す
るようにします。 

・特別支援学校・学級を理解
し、地域の一員として共に
活動します。 

・教育内容を充実します。 

・教育環境を整備します。 

・就学相談・指導を充実しま
す。 

・卒業後の進路を確保しま
す。 

・進路選択をする上で必要に
なる情報を提供します。 
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４ 医療的ケア＊児等の支援体制の整備 重点 
 

現状と課題 

〇本市には、松戸市立総合医療センターにおいて充実した小児周産期医療＊が

行われているとともに、小児在宅医療も盛んに行われており、令和元年度医

療的ケア児実態調査によると、少なくとも73名の医療的ケア児が自宅や病

院で生活しています。 

〇「主たる介護者」が医療

的ケアを含む介護から

丸１日離れることがで

きた直近の日について、

「離れられた日はない」

が48％と最も高くなっ

ています。（令和２年度

医療的ケア児の支援ニ

ーズ調査（以下「ニーズ

調査」） 

 

 

〇医療的ケア児等に対応できる障害福祉サービス事業所は平成29年4月時点

で11事業所でしたが、令和2年4月時点で21事業所と年々拡充しています。

しかしながら、「不足していると感じるサービス」として「短期入所」が最も

高く、2番目に「レスパイト＊入院」、3番目に「放課後等デイサービス」とな

っています。家族のレスパイト（一時休息）に資するサービスについて不足

感が強くなっており、家族負担の軽減が必要となっています。（ニーズ調査） 

 

 

 

 

 

 

  

「主たる介護者」が医療的ケアを含む介護から丸１日（24 時間） 

離れることができ直近の日について n=49 
％

１週間以内

１ケ月以内

２ケ月以内

半年以内

１年以内

１年以上前

離れられた日はない

6.0

4.0

0.0

10.0

16.0

16.0

48.0

0 10 20 30 40 50

％

短期入所

レスパイト入院

放課後等デイサービス

移動支援

生活介護

27.1

22.9

11.4

10.0

7.1

0 20 40 60

不足していると感じるサービス n=49 
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〇地域の支援者や仲間について、「相談相手や医療的ケアが必要な子どもを持

つ家族同士等の仲間がいる」が43%となっている一方、「医療的ケアが必要

な子どもを持つ家族同士等のつながりがない」が20%となっています。（ニ

ーズ調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざす将来像 

   ●医療的ケア児等に対する支援体制を構築し、医療的ケア児等が地域で安心して

生活できるようにします。 

 

 

目標値 

医療的ケアを実施している事業所を増やし、医療的ケア児等が身近な場所で

ケアを受けながら、在宅で生活できることを目指します。 

 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

「医療的ケアを実施している」と回答した
事業所の割合 

10.3％ 

（21／204） 

11.8％ 

（24／204） 

目標値設定の説明 
令和元年度に喀痰吸引等研修を修了し補助金申請のあった事業所数が
3 事業所のため、同水準での増加を目指します。 

 

  

％

相談相手や医療的ケアが必要な子
どもを持つ家族同士等の仲間がいる

医療的ケアが必要な子どもを持つ家
族同士のつながりがない

何かあったときの相談相手が身近な
地域にいない

その他

42.9

20.0

8.6

4.3

0 20 40 60

地域の支援者や仲間について n=49 
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具体的な取組み 

（1） 普及啓発と連携・交流の推進 

  保健・医療・障害福祉・保育・教育など様々な分野の関係機関が協議する場

を持ち、現状把握や課題分析、対応策の実施、検証に取り組みます。 

医療的ケア児等に関する地域住民への普及啓発や、家族・きょうだい同士の

交流を推進していきます。  

 

事業名 内容 担当課 

医療的ケア児の支援
のための連携推進会
議 

医療的ケア児の支援に向けて保健・医療・福
祉等の関係機関が協議します。関係機関が行
っている支援や連携のための取組の共有、現
状把握や課題分析、対応策の推進と検証を行
います。 

障害福祉課 

ライフサポートファ
イルの配布【再掲】 

支援を必要とする子どもの成育歴、医療機関、
サービス利用状況等を 1 冊にまとめて記録・
保管できる「ライフサポートファイル」を配
布及びホームページにて公表しています。ラ
イフステージが変化した際に、スムーズな情
報の引継ぎや、一貫した支援を受けることに
繋がります。 

こども部会 

障害福祉課 

教育研究所（五香
分室） 

医療的ケア児等や家
族、当事者同士の交
流・支援者のネット
ワークづくり 

医療的ケア児等やその家族が地域で生活する
上で必要な知識や社会資源についての理解を
深め、より安心して暮らしていけるよう、当
事者同士の交流・支援者のネットワークづく
りを支援します。 

障害福祉課 

地域子育て支援拠点 

（おやこ DE 広場・
子育て支援センタ
ー）での交流 

地域子育て支援拠点（おやこ DE 広場・子育て
支援センター）にて医療的ケアを必要とする
子どもとその保護者が安心して交流できる場
を提供します。 

子育て支援課 

 

（2） 医療的ケア児等を支援する保育・教育・サービスの充実 

  医療的ケア児等に対応できる人材を育成することで、家族の代わりにケアを

依頼できる事業所を増やし、医療的ケア児等とその家族が安心して地域で生活

できるよう基盤整備を推進していきます。また、保育、教育、福祉等において

切れ目のない支援を推進していきます。 

 

 

事業名 内容 担当課 

医療的ケア児喀痰吸
引等研修費補助金 

たんの吸引等を行うことのできる障害福祉サ
ービス事業所の職員を養成することを目的と
して、障害福祉サービス事業所に勤務する職
員が、第一号または第二号の喀痰吸引等研修

障害福祉課 
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を修了した場合、事業者に対し１０万円を上
限に受講料の一部または全部を補助します。 

医療的ケア児の支援
のための医師による
巡回指導 

障害福祉サービス事業所等において医療的ケ
ア児等に対する支援を適切に行える看護師等
を養成することを目的として、知見のある在
宅医等の医師が、医療的ケア児を支援する障
害福祉サービス事業所や保育所（園）を巡回
し、そこに勤務する看護師等に対し助言や指
導に当たります。 

障害福祉課 

医療的ケア児支援ス
キルアップ研修 

病院から在宅への移行が円滑に行われ、医療
的ケア児等が地域で安心して暮らしていける
ことを目的として、家族からの相談を受ける
とともに、相談内容に応じて適切なサービス
のマネジメントや助言を行えるよう研修を実
施します。 

障害福祉課 

保育所における医療
的ケア児の受入 

日常生活を営むために医療を要する状態にあ
る児童が保育所等の利用を希望する場合に受
け入れることができる保育所等の体制を整備
し、医療的ケア児及び保護者の地域生活支援
の向上を図ります。 

保育課 

こども発達センター
（通園保育）【再
掲】 

医療的ケアを必要とする障害を持った子ども
の単独通園の実施により、生活面の自立に向
けて保育を基本とした療育を行います。 

健康福祉会館 

こども発達センター 

 

 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・療育の情報を積極的に得る
ようにします。 

・療育の場を積極的に利用す
るようにします。 

・医療的ケア児等の支援に携
わる者は、障害の対応方法
を学び、適切な支援を行い
ます。 

・市民は医療的ケア児等に対
する理解を深めるようにし
ます。 

・医療的ケア児等に対応でき
る支援者の人材育成を図り
ます。 

・医療的ケア児等が利用でき
る社会資源の発信をしま
す。 

・医療的ケア児が必要な支援
を受けることができるよ
う、各関係者が連携し、課
題解決に向けて協議を行い
ます。 
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第３節 生きがいをもった社会参加の促進 
 

１ 障害のある人への就労の支援 重点 
 

現状と課題 

○障害者の雇用促進の充実に向け、職場の障害への理解や職場環境の改善促進

に取り組んでいく必要があります。 

○働きやすくなる条件として、「体調に合わせて出勤日数や労働時間を調整で

きる」が最も高く、次いで「雇い主が病気や障害について理解したうえで雇

ってくれる」、「病気や障害のことを理解してくれる相談場所がある」の順に

なっています。（市民アンケート調査【者】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

働きやすくなる条件（複数回答） n=798 

上位５項目 
％

体調に合わせて出勤日数や

労働時間を調整できる

雇い主が病気や障害について

理解したうえで雇ってくれる

病気や障害のことを理解してくれる

相談場所がある

特に気を配る必要はない

同じ病気・障害のある人が
勤めている

34.6

34.5

12.9

11.0

10.0

0 20 40 60
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○現在の日中の過ごし方について、平成23年度、平成28年度と比較すると家

庭内で過ごしている人の割合が減り、通所サービスを利用している人が増え

ています。これはサービス提供事業所数が増加したことで、選択が広がった

ためと推測されます。障害があっても自立した生活ができるよう、適切な働

く場の情報提供及び障害者就労施設等への支援が必要です。（市民アンケー

ト調査【者】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和元年度の市内障害者就労施設等における平均賃金・工賃月額は、延べ人

数15,292人に対し、24,586円であり、年々増額していますが、自立して

生活するためには、低い状況です。 

 

めざす将来像 

●障害に関わらず、希望通りの就労の場があり、経済的な自立や一人ひとりが

もつ能力を発揮し、地域社会に貢献します。 

  ●障害のある人が障害に応じた活動の場があり、地域で生きがいをもって生活

します。 

 

 

 

  

令和元年度調査 平成28年度調査 平成23年度調査

系列1

日中の過ごし方（過年度比較） 

上位５項目 

％

家庭内で過ごしている

障害者のための通所サービスを利用している
（地域活動支援センターや作業所を含む）

正職員以外として、勤務（通勤）している

正職員として、勤務（通勤）している

自営業をしている

47.0

12.4

12.0

8.3

2.8

53.7

10.9

11.9

8.3

4.0

53.4

11.4

8.8

6.3

4.5

0 20 40 60



 
74 

 

 

 

目標値 

松戸市内法定雇用率＊達成企業の割合は、厳しい雇用情勢ではありますが、

すべての企業において達成することを目指します。また、福祉施設から一般就

労を目指す人を支援します。 
 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

松戸市内の法定雇用率達成企業割合 46.9% 100％ 

目標値設定の説明 法律上定められた雇用率なので、100％を目指します。 

 

（参考指標） 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

3 年間の福祉施設から一般就労した人数 
（内訳 正規雇用者数 非正規雇用者数） 

 
307 人 

（61 人 246 人） 
(Ｈ29、Ｈ30、Ｒ1

の各総数) 

390 人 
（100 人 290 人） 
（３年間の総数） 

 

 

具体的な取組み 

（1） 就労支援・雇用の促進及び安定 

多様化する事業主及び障害のある人の就労に対するニーズに対応できるよ

う、松戸公共職業安定所＊、障害者就業・生活支援センター＊、就労移行支援事

業所等の障害福祉サービス事業所等と連携し、障害のある人の就労相談や職場

定着支援などの支援体制の強化を図ります。 

また、企業に対する障害者雇用に関する広報等による啓発活動や、各種奨励

金、補助金の交付により企業の障害者雇用を促進します。 

 

事業名 内容 担当課 

障害者就業支援事業 
障害者の就労相談、企業等への同行支援のほ
か、企業訪問による職場開拓を実施します。 

障害福祉課 

職場適応援助者
（ジョブコーチ）
派遣事業 

事業主または既に働いている障害者から相
談を受け、職場定着支援を行います。 

障害福祉課 
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事業名 内容 担当課 

就業支援者(障害者
就労施設職員等)の
スキルアップ研修
会の開催 

就業支援者側のスキルアップを目的に就労
定着支援研修会を開催します。 

障害福祉課 

雇用促進事業 
企業に対しての障害者雇用に関する広報を
実施します。 

商工振興課 

雇用促進奨励金 
障害者１人につき奨励金交付期間内におけ
る各月の賃金の 30/100に相当する額（但し、
各月 20,000円を限度とする）を支給します。 

商工振興課 

職安雇用促進協力
会 

職安に対し、側面から協力し県内外への労
働力を確保し、地域と企業の発展に寄与し
ます。 

⑴雇用促進事業（合同面接会支援、学校就職
担当者との情報交換会） 

⑵会員増強運動 

⑶雇用促進関係の資料作成配布 

商工振興課 

障害者職場実習奨
励金 

障害のある人を職場実習に受け入れた事業
主に奨励金を交付します。 

5 日以上の職場実習につき、20,000 円 

商工振興課 

求人・就職雇用促
進業務 

庁内就労支援担当者会議の開催をします。 商工振興課 

求人・求職対策支
援業務 

「しごと相談窓口サイト」（障害者ページ）
の運用をします。 

商工振興課 

松戸市役所の障害
者の雇用率 

松戸市役所は、地方自治体の法定雇用率を
超える雇用率の達成をめざします。 

人事課 

 

 

（2） 障害者就労施設等への発注拡大・工賃向上 

障害者優先調達推進法＊に基づき、障害者就労施設等が提供する物品、サー

ビスの発注拡大を進めます。また、障害者就労施設等で働く障害者等の工賃向

上を推進します。 

 

事業名 内容 担当課 

庁内への障害者優先
調達推進法の周知・
啓発 

障害者優先調達法に基づき、障害者就労施設
等の取り扱い物品や可能な役務内容を庁内に
情報提供します。 

また、庁内の取組みについて、毎年実績を公
表します。 

障害福祉課 

福祉バザー【再掲】 

障害者就労施設等の自主生産品の販売会を市
役所連絡通路にて毎月（８月・11 月を除く）
開催することやその他イベントに出店し、市
民に障害の理解の周知を図ります。 

障害福祉課 

松戸市福祉施設 

共同販売推進協議会 
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具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・就労機会を活用し、積極的
に社会参加をするようにし
ます。 

・事業者は、障害のある人を
積極的に雇用します。 

・障害者就労施設等から物
品、サービスの購入をする
ようにします。 

・企業に対して積極的な雇用
を促します。 

・奨励金の交付などにより企
業の障害者雇用を促進しま
す。 

・障害者就労施設等への優先
発注に努め、官公需を拡大
します。 
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２ 地域とつながるスポーツ・文化活動等の支援 
 

現状と課題 

○障害者が知らない場所、知らない人との交流に消極的になってしまうため、

もっと集まりやすい方法が必要です。（委託相談支援事業所意見） 

○文化・スポーツ活動に必要な条件については、「障害者に配慮した施設・設備

の充実」と回答した人の割合が最も高く、「障害者が参加しやすい体制づく

り」が次に高くなっており、障害に応じた配慮を求める傾向がうかがえます。

（市民アンケート調査【者】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域での高齢者のサロンや地区社協*の活動の中に障害のある人やその家族

が参加できる環境づくりが必要です。（障害者関係団体意見） 

 

めざす将来像 

●身近な地域で障害の有無にかかわらず、地域住民とともに継続的にスポーツ

や文化活動に親しめます。 

●障害に配慮した文化活動やスポーツ活動等の活動の場が地域に整備されて

います。 

●地域で、その人らしく生き生きと活動できる場、または他者と交流する場が

あります。  

文化・スポーツ活動に必要な条件（複数回答） n=798 

上位５項目 
％

障害者に配慮した施設・設備の充実

障害者が参加しやすい体制づくり

外出のための移動手段や

介助の確保

わからない

特にない

16.8

16.2

13.9

19.9

14.7

0 10 20 30 40
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目標値 

障害のある人が、スポーツや文化活動等への社会参加を積極的にすることを

目指します。 
 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

障害者福祉センターふれあい教室の利用者数 延べ 4,725 人 延べ 5,500 人 

目標値設定の説明 過去数年約 5,000 人で推移しており、1.１倍を目標値とします。 

 

 

具体的な取組み 

（1） スポーツ・レクリエーションの促進 

地域におけるスポーツイベント等に障害のある人の参加を促し、障害のある

人とない人のふれあいの場を拡充します。また、各種スポーツ大会に参加する

障害のある人を支援します。 

 

事業名 内容 担当課 

ふれあい教室（スポ
ーツ・レクリエーシ
ョン）の開催及び千
葉県障害者スポーツ
大会への参加 

カローリングやコーラス等の講座の開催や障
害者スポーツ大会への参加を募り、スポーツ
や文化活動への参加を通して社会参加を促進
します。 

健康福祉会館 

スポーツ振興（カヌ
ー体験研修会） 

一般市民と障害のある人のふれあいを促進す
るため、松戸市カヌー協会が年に１回実施し
ている体験研修会を後援します。 

スポーツ課 

ハートフル交流会 
障害のある人と地域住民がふれあいと交流を
深め、地域での障害者理解や関係づくりにつ
なげます。 

社会福祉協議会 
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（2） 文化・芸術等の活動の支援 

松戸市障害者福祉センター＊を中心に、各種ふれあい教室を開催し、障害の

ある人の文化・芸術等の活動を支援します。 

 

事業名 内容 担当課 

ふれあい教室（創作
活動）の開催及び点
字図書・録音図書の
貸出 

陶芸や水彩画等の講座の開催や点字図書・録
音図書を貸し出すことにより、文化・芸術活
動にふれあう機会を提供し社会参加を促進し
ます。 

健康福祉会館 

 

 

（3） 居場所づくりの支援 

障害のある人が、社会とつながり、活動ができるよう、障害のある人の居場

所づくりを支援します。 

 

事業名 内容 担当課 

地域活動支援センタ
ー

＊
等への運営支援 

障害福祉サービス以外の日中活動の場所と
して、地域活動支援センター＊への運営補助
を行います。 

障害福祉課 

多様な居場所の創出 

家庭や職場、学校とは違う「第３の居場所」
を地域に多様に創出することで、孤立を防止
し、新たなつながりを作り「どんな人にも出
番と居場所のある街💛まつど」を目指しま
す。 

地域共生課 

 

   

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・地域の行事に積極的に参加
するようにします。 

・スポーツや文化活動の情報
を積極的に得るようにしま
す。 

・地域の行事に障害のある人
の参加を促します。 

・障害のある人が参加しやす
いイベントの工夫をしま
す。 

・障害のある人が計画したイ
ベントに参加します。 

・スポーツや文化活動の機会
を拡充します。 

・広報等を活用し、スポーツ
や文化活動の情報を周知・
ＰＲします。 

・スポーツや文化活動をする
障害のある人を支援しま
す。 
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第４節 自立した地域生活の支援 
 

１ 障害の原因となる傷病の予防と治療 
 

現状と課題 

○障害がわかった時期については、身体障害者では「40歳以上65歳未満」、知

的障害者では「7歳未満」、精神障害者では「19歳以上40歳未満」が最も高

くなっています。（市民アンケート調査【者】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体 身体障害者 知的障害者 精神障害者 重複障害者 その他 無回答

回答対象者 798 354 67 94 67 115 101
25 9 7 2 6 0 1

(3.1%) (2.5%) (10.4%) (2.1%) (9.0%) (0%) (1.0%)
77 26 38 0 7 2 4

(9.6%) (7.3%) (56.7%) (0%) (10.4%) (1.7%) (4.0%)
38 8 6 13 3 7 1

(4.8%) (2.3%) (9.0%) (13.8%) (4.5%) (6.1%) (1.0%)
108 29 3 37 13 21 5

(13.5%) (8.2%) (4.5%) (39.4%) (19.4%) (18.3%) (5.0%)
201 154 1 13 11 20 2

(25.2%) (43.5%) (1.5%) (13.8%) (16.4%) (17.4%) (2.0%)
60 43 0 1 5 7 4

(7.5%) (12.1%) (0%) (1.1%) (7.5%) (6.1%) (4.0%)
12 10 0 0 2 0 0

(1.5%) (2.8%) (0%) (0%) (3.0%) (0%) (0%)
96 25 9 15 10 34 3

(12.0%) (7.1%) (13.4%) (16.0%) (14.9%) (29.6%) (3.0%)
181 50 3 13 10 24 81

(22.7%) (14.1%) (4.5%) (13.8%) (14.9%) (20.9%) (80.2%)

出生前または出生後

7歳未満

7歳以上19歳未満

19歳以上40歳未満

40歳以上65歳未満

65歳以上75歳未満

75歳以上

わからない

無回答

障害が分かった時期 n=798 
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○障害や病気の種類については、「肢体不自由（上肢、下肢、体幹、運動機能障

害）」が最も高く、次いで「精神障害」、「内部障害（心臓、呼吸器、じん臓、

肝臓、ぼうこう、直腸、小腸、免疫など）」の順になっています。障害や病気

の早期発見、早期治療を行うとともに、障害の原因となる傷病の予防が重要

です。（市民アンケート調査【者】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○医療機関の利用状況については、80％近くの人が通院中です。健康管理や医

療の課題については、「特に困ったことがない」がどの障害種別でも一番高く

なっています。その割合は３障害の中で精神障害者が最も低く、そのうちの

７0％が困難を感じています。引き続き、医療費等の助成や健康維持・増進

への推進が必要です。（市民アンケート調査【者】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障害や病気の種類（複数回答） n=798 

上位５項目 
％

肢体不自由（上肢、下肢、

体幹、運動機能障害)

精神障害

内部障害（心臓、呼吸器、じん臓、肝

臓、ぼうこう、直腸、小腸、免疫など）

知的障害

難病

22.7

20.3

19.4

10.2

8.5

0 10 20 30 40

医療機関の利用状況 n=798 

9.5% (76人)

78.2% (624人)

3.4% (27人)

2.3% (18人)

6.6% (53人)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

医療機関にはかかっていない

通院中

在宅医療利用中

入院中

無回答
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めざす将来像 

●障害の原因となる傷病の予防と早期発見、早期治療を行い、重度化を防止し

ます。 

 

 

目標値 

障害の発症予防や重度化防止の対策として、早期発見に努めます。 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

特定健康診査の受診率 
36.2％※（速
報値であり、
11 月に確定） 

60％ 

目標値設定の説明 
松戸市国民健康保険 保健事業実施計画（第２期データヘルス
計画）で設定されている目標値をもって、本計画の目標値と
します。 

 

  

全体 身体障害者 知的障害者 精神障害者 重複障害者 その他 無回答

回答対象者 798 354 67 94 67 115 101
66 17 5 12 7 16 9

(8.3%) (4.8%) (7.5%) (12.8%) (10.4%) (13.9%) (8.9%)
96 38 6 15 5 20 12

(12.0%) (10.7%) (9.0%) (16.0%) (7.5%) (17.4%) (11.9%)
38 14 2 10 5 5 2

(4.8%) (4.0%) (3.0%) (10.6%) (7.5%) (4.3%) (2.0%)
31 18 0 4 5 2 2

(3.9%) (5.1%) (0%) (4.3%) (7.5%) (1.7%) (2.0%)
40 8 2 10 7 5 8

(5.0%) (2.3%) (3.0%) (10.6%) (10.4%) (4.3%) (7.9%)
33 18 1 4 2 4 4

(4.1%) (5.1%) (1.5%) (4.3%) (3.0%) (3.5%) (4.0%)
12 6 1 1 2 1 1

(1.5%) (1.7%) (1.5%) (1.1%) (3.0%) (0.9%) (1.0%)
7 2 1 2 1 0 1

(0.9%) (0.6%) (1.5%) (2.1%) (1.5%) (0%) (1.0%)
19 3 2 4 3 2 5

(2.4%) (0.8%) (3.0%) (4.3%) (4.5%) (1.7%) (5.0%)
57 8 16 15 9 4 5

(7.1%) (2.3%) (23.9%) (16.0%) (13.4%) (3.5%) (5.0%)
53 10 14 12 9 5 3

(6.6%) (2.8%) (20.9%) (12.8%) (13.4%) (4.3%) (3.0%)
124 42 9 27 9 25 12

(15.5%) (11.9%) (13.4%) (28.7%) (13.4%) (21.7%) (11.9%)
60 19 6 12 6 8 9

(7.5%) (5.4%) (9.0%) (12.8%) (9.0%) (7.0%) (8.9%)
384 202 31 29 22 57 43

(48.1%) (57.1%) (46.3%) (30.9%) (32.8%) (49.6%) (42.6%)
84 40 3 8 8 9 16

(10.5%) (11.3%) (4.5%) (8.5%) (11.9%) (7.8%) (15.8%)

往診を頼める医師がいない

近所に診てくれる医師がいない

専門的な治療を行っている医療機関が
近くにない

いつでも入院できる身近な病院がない

リハビリテーションを行っている機関が
近くにない

通院するときに付き添いをしてくれる人
がいない

往診を頼める歯科医師がいない

歯科診療を受けられない

定期的に健康診断を受けられない

症状が正確に伝わらず必要な治療が受
けられない

受診手続きや案内など障害者への配慮
が不十分

医療費の負担が大きい

その他

特に困ったことはない

無回答

健康管理や医療の課題（複数回答） 
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具体的な取組み 

（1） 健康の維持・増進 

生活習慣病に起因する加齢期における障害の発生を防ぐため、健康教育の実

施をはじめ、食生活講座、特定健康診査、女性の健康診査、各種がん検診等を

実施します。 

健康診査の結果により、生活習慣の見直しと改善が必要な人には、積極的に

保健指導を行うとともに、必要な治療へとつなげます。 

 

事業名 内容 担当課 

がん検診 
各種がん検診を早期発見、早期治療すること
により健康の保持増進を図ります。 

健康推進課 

女性の健康診査 
女性の生活習慣病を予防し、健康増進を図り
ます。 

健康推進課 

骨粗しょう症検診 
健康状態の把握と介護予防を含めた生活改善
の支援を行います。 

健康推進課 

生活保護健康診査 
循環器疾患等の危険因子を早期発見し、栄養・
運動等の生活指導及び適切な治療に結びつけ
ることにより生活習慣病予防を予防します。 

健康推進課 

生活習慣病予防業務 
保健師、栄養士、歯科衛生士が生活習慣病予
防、食生活、口腔保健等健康づくりに関する
様々なテーマで講話や実技を行います。 

健康推進課 

成人保健指導 
市民健康相談室、保健福祉センター等におい
て、健康相談・保健指導を行います。 

健康推進課 

家庭訪問 
健康な生活の維持・増進のため、保健師が家
庭訪問や健康相談等の支援を行います。 

健康推進課 

食生活講座 

生活習慣病予防のために、自分及び家族の食
生活の現状を知り、食生活改善の手がかりと
するための講座を複数コース開催します。（講
話と調理実習、調理実演と試食、運動体験の
いずれか） 

健康推進課 

高齢者の食生活講座 

健康と食生活について学び、今後も健やかな
生活を送るためのてがかりとするための講座
を開催します。（講話と調理実習もしくは調理
実演と試食） 

健康推進課 

健康づくり啓発 

健康づくりのために、食に関心を持ち、望ま
しい食習慣を学ぶ講座として「親子クッキン
グ教室」を開催します。（小学 3年生以上の子
どもと保護者対象、講話と調理実習） 

健康推進課 

特定健康診査 
循環器系疾患等の危険因子を早期発見し、栄
養・運動等の生活指導及び適切な治療に結び
付けることにより生活習慣病を予防します。 

国民健康保険課 
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（2） 医療費等の負担軽減 

傷病を早期治療するため、国、県、市による各種医療費助成制度により、医

療費等の負担軽減を図ります。 
 

事業名 内容 担当課 

重度心身障害者医療
費助成 

重度障害のある人に対する医療費自己負担の
助成をします。 

障害福祉課 

自立支援医療費の助
成 

自立支援医療（精神通院医療、更生医療、育
成医療）の医療費自己負担の助成をします。 

障害福祉課 

未熟児養育医療費助
成 

身体の発達が未熟なままで生まれ、入院を必
要とする子どもに対して、その治療に必要な
医療費を公費で一部助成します。 

子ども家庭相談課 

 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・異変を感じたら、病院に相
談します。 

・早期発見、早期治療に努め
ます。 

・継続的に治療します。 

・１年間に１回は健康診断を
受けます。 

・各種健康教育を受けます。 

・早期発見、早期治療に努め
ます。 

 

・健康の維持増進事業を実施
します。 

・健康教育を広く市民に周知
します。 

・健康診査の結果により、改
善が必要な人には保健指導
と治療につなげます。 

・医療費等の負担軽減を図り
ます。 
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２ 障害福祉サービスの充実 
 

現状と課題 

○障害の特性に応じた、その人らしい生活ができるよう、適切な障害福祉サー

ビスの供給体制を整備することが重要です。そのためには、地域で不足して

いるサービスの新規参入の促進や共生型サービスの整備、障害福祉に関わる

従事者のスキルアップを推進していく必要があります。 

〇年々、障害福祉サービス利用者は増加しています。それに伴う自立支援給付

費及び障害児通所給付費も増額しています。適切なサービス運用がなされる

よう、障害福祉サービスの質の適正化を図る必要があります。 

○優先的に実施してほしい障害者施策として、障害者、児ともに「保護者など

がいなくなった後の生活支援の充実」と回答した人の割合が最も高いことか

ら、「親亡き後」を見据えた、障害者の生活を地域全体で支える地域生活支援

拠点等の整備が求められています。（市民アンケート調査【者】【児】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざす将来像 

●障害のある人やその家族が地域で安心して生活することができるよう、利用

者のニーズに応じた様々な障害福祉サービスの提供を充実させます。 

 

  

障害者施策の優先施策（複数回答） n=798 

上位５項目 
％

保護者などがいなくなった後

の生活支援の充実

手当などの経済的支援の充実

障害者が住みやすい住宅の確保や

居住環境の改善・整備

就労の援助や雇用の促進

障害者の利用に配慮した道路や
交通機関の整備

35.2

31.8

18.0

17.2

16.8

0 10 20 30 40
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目標値 

障害福祉サービスの利用増加が見込まれることから、研修等の実施回数を増

やし、地域の人材育成・ネットワーク構築を目指します。 
 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

基幹相談支援センターによる地域
の人材育成・ネットワーク構築の
研修等の実施回数 

 
7 回 
（コロナの影響で 2 回中止） 

延べ参加者 313 人 

9 回 
延べ参加者 393 人 

目標値設定
の説明 

人材育成の研修（市全域 53 人×3 回）、ネットワーク構築の研修
（圏域ごと 58 人×3 回＋20 人×3 回）と仮定して算出。 

 

具体的な取組み 

（1） 障害福祉サービスの供給体制の整備 

障害のある人が障害に応じた様々な障害福祉サービスを受けられるよう、事

業者に適切な情報を提供します。 

 

事業名 内容 担当課 

事業所ガイドブック
や事業所一覧の作成
及び公表 

事業所ガイドブックや事業所一覧を作成し、
窓口での配布やホームページにおいて公表し
ます。 

障害福祉課 

共生型サービスの周
知・啓発 

実施事業所を増やすため、介護保険の指定を
受けている事業所等に共生型サービスの周
知・啓発を図ります。 

障害福祉課 

介護保険課 

地域自立支援協議会
の開催 

地域自立支援協議会を開催し、テーマごとに
部会を設置し、課題解決のための体制整備を
図ります。 

障害福祉課 

グループホーム等運
営費補助金 

要綱に定めた条件に基づき、グループホーム
等に係る運営費を補助します。 

障害福祉課 
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（2） 障害福祉に関する人材の育成 

障害福祉サービスの利用者に対して、必要なサービスを提供できるよう、千

葉県等が開催する研修に障害福祉に関わる市職員も含め、障害福祉に関わる従

事者に対するスキルアップのための研修等を実施することで人材の育成に努

めます。 

 

事業名 内容 担当課 

相談支援専門員スキ
ルアップ研修 

相談支援専門員のスキルアップ向上を目的
に、研修会を開催します。 

障害福祉課 

相談支援事業所連絡
会（サポサポ） 

相談支援部会が運営し、相談支援事業所等の
情報共有、意見交換、勉強の場を開催します。 

相談支援部会 

障害福祉課 

外部研修への派遣 
松戸市職員の障害福祉に対する資質向上のた
め、外部研修へ派遣します。 

人事課 

千葉県等が主催する
研修の参加 

松戸市職員の障害福祉に対する資質向上を目
指し、国、都道府県、市町村（委託事業も含
む）が主催する研修に参加します。 

障害福祉課 

相談員研修 
身体障害者相談員や知的障害者相談員への研
修を開催します。 

障害福祉課 

 

 

（3） 障害福祉サービス等の質の向上のための体制の構築 

障害福祉サービスのニーズの多様化や多くの事業者の参入に伴い、自立支援

審査支払等システム等を活用し、サービスの質の適正化の体制を構築します。 

 

事業名 内容 担当課 

相談支援事業所向け
実地指導及び集団指
導（相談支援事業者
連絡協議会） 

相談支援事業所の実地指導及び集団指導を実
施し、請求にあたっての注意すべき点の情報
提供等を行い、適正化を図ります。 

障害福祉課 

 

（4） 地域生活支援拠点の整備 

障害者等の高齢化・重度化や親亡き後を見据え、地域生活に対する安心感を

担保し、自立した生活を希望する障害者等に対する支援を進めるために、地域

生活への移行、親元からの自立等に係る相談、一人暮らし、グループホームへ

の入居等の体験の機会及び場の提供、短期入所の緊急時の受入対応体制の確保

等の地域生活の拠点の整備を検討します。 

また、地域の社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備を推進します。 

 

事業名 内容 担当課 

地域生活拠点の整備 
障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」に備
えるとともに、地域移行を進めるため、重度

障害福祉課 
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障害にも対応できる専門性を有する職員の育
成を図ります。 

地域生活において障害者やその家族の緊急事
態の対応を図るため、緊急時に迅速・確実な
相談支援を実施し、短期入所を活用します。 

体験の機会の提供を通じて、施設や親元から
グループホーム、一人暮らし等への生活の場
の移行をしやすくする支援を提供します。 

 

 

（5） 利用者負担の軽減 

障害福祉サービスの利用者がサービスを利用しやすいよう、利用者負担の軽

減に努めます。 

 

事業名 内容 担当課 

利用者負担額の軽減 

・国において、低所得（市民税非課税）者の
福祉サービス・補装具の利用者負担を無料
にします。 

・3～5歳までの児童通所支援サービスの利用
者負担額が無償化されます。 

・市において、低所得（市民税非課税）者の
地域生活支援事業の利用者負担を無料にし
ます。 

障害福祉課 

 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・快適な日常生活を送り、ま
た、介護者の負担を軽減す
るため、障害福祉サービス
を利用します。 

・事業者は、障害福祉に必要
な人材の確保と研修に努め
ます。 

・ボランティアを通して、障
害福祉サービスの充実に協
力します。 

・障害福祉サービスの供給体
制を整備します。 

・障害福祉サービスに係る人
材の確保と育成を図りま
す。 

・利用者負担を軽減します。 

・障害福祉サービスの情報提
供を充実します。 
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３ 生活の安定のための支援 
 

現状と課題 

○障害者の主な収入について、「年金（障害年金以外）」が最も高く、２番目は

「障害年金」、３番目は「給料・賃金」となっています。また、自由意見では、

生活している中で困ることとして、「税金・年金・経済的問題に関すること」

が２番目に高くなっています。この結果から、経済的な問題を抱える人が多

いと考えられます。（市民アンケート調査【者】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

収入源（複数回答） n=798 

上位５項目 ％

年金（障害年金以外）

障害年金

給料・賃金

生活保護

家族からの援助

35.3

29.1

28.6

11.8

11.2

0 10 20 30 40
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○障害者施策の優先施策については、「保護者がいなくなった後の生活支援の

充実」が最も高く、２番目は「手当などの経済的支援の充実」となっていま

す。（市民アンケート調査【者】） 

 また、「保護者がいなくなった後の生活支援の充実」が最も高く、２番目は

「就労の援助や雇用の促進」、３番目は「手当などの経済的支援の充実」とな

っています。（市民アンケート調査【児】） 

 この結果から、現状の手当の周知や、追加的な経済的支援を望む声が多い

ことがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○各種助成事業等について、助成内容等の見直しを求める声がありますが、ま

ずは現状で活用できる助成・割引制度について、わかりやすい情報提供に努

めていく必要があります。（障害者関係団体意見） 

  

障害者施策の優先施策（複数回答） n=281 

上位５項目【障害児】 

障害者施策の優先施策（複数回答） n=798 

上位５項目【障害者】 
％

保護者などがいなくなった後

の生活支援の充実

手当などの経済的支援の充実

障害者が住みやすい住宅の確保や

居住環境の改善・整備

就労の援助や雇用の促進

障害者の利用に配慮した道路や
交通機関の整備

35.2

31.8

18.0

17.2

16.8

0 20 40 60 80

％

保護者などがいなくなった後
の生活支援の充実

就労の援助や雇用の促進

手当などの経済的支援の充実

ホームヘルプ・ショートステイなど
在宅福祉サービス

グループホームなどの整備

69.0

45.6

41.6

21.4

17.4

0 20 40 60 80
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めざす将来像 

●障害のある人が地域で安心して生活できるよう経済的基盤の安定を図りま

す。 

 

 

目標値 

設定なし 

 

 

具体的な取組み 

（1） 年金・各種手当制度の周知 

国が実施する各種の障害のある人を対象とする年金や手当、市の独自事業と

して実施している手当等を障害福祉のしおり、パンフレット、市ホームページ

及び広報まつどにより周知を図ります。 

 

事業名 内容 担当課 

心身障害児福祉手当 
知的障害並びに身体に障害のある２０歳未
満の児童について福祉手当を支給します。 

障害福祉課 

特別障害者手当 
心身に重度の障害を有するために、日常生活
において常時介護を要する者に手当を支給
します。 

障害福祉課 

障害児福祉手当 
国の定める重度の障害を有する２０歳未満
の児童に、手当を支給します。 

障害福祉課 

ねたきり身体障害者
福祉手当 

ねたきり身体障害者等又はその介護者の障
害ゆえに生ずる負担を軽減するため、ねたき
り身体障害者等福祉手当を支給します。 

障害福祉課 

特別児童扶養手当 
国の定める障害を有する２０歳未満の児童
を監護している父母又は養育者に対して手
当を支給します。 

障害福祉課 

心身障害者扶養年金 
千葉県心身障害者扶養年金制度に加入した
者のうち、掛け金の減額を受けた市内に住所
を有するものに助成金を交付します。 

障害福祉課 

難病者援護金の支給 市指定難病療養者に援護金を支給します。 障害福祉課 

国民年金受託事業 
国が実施している障害基礎年金制度につい
て、情報提供を行います。 

国民年金課 
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（2） 助成・割引制度の活用支援 

障害の程度に応じた各種助成制度や障害者手帳を所持することにより利用

できる各種割引・免除制度について、活用できるようわかりやすい情報提供に

努めます。 

 

事業名 内容 担当課 

福祉タクシー券事業 
障害者が通院等のためタクシーを利用する
場合、その料金の一部を助成します。 

障害福祉課 

自動車燃料助成事業 
日常生活を営むうえで自動車の運行を必要
とする心身障害者または、その扶養義務者に
対して燃料の一部を助成します。 

障害福祉課 

障害者施設等通所交
通費助成事業 

障害者施設等に通所する人に対し、交通費の
全部または一部を助成します。 

障害福祉課 

訪問理容出張費助成 
外出が困難な障害者に対して、訪問理容を受
けた際に要した出張費の一部を助成します。 

障害福祉課 

手帳による減免・割
引制度の案内 

手帳を取得することにより、活用できる減
免・割引制度について説明し、申請の受付や
窓口を案内します。 

障害福祉課 

観覧料の免除 

身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健
福祉手帳の交付を受けている人及びその介
護人（手帳の交付を受けている人１人につき
１人）は、観覧を無料にします。 

その旨、当館ホームページや行事案内、展覧
会チラシ、ポスター等への掲載により情報提
供します。 

博物館 

入館料の免除 
身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保
健福祉手帳の交付を受けている人及びその
介護者 1 名の入館料を免除します。 

戸定歴史館 

 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・利用可能な制度を利用しま
す。 

・各種相談窓口を十分活用し
ます。 

・企業等による各種割引制度
を周知、充実します。 

・年金、各種手当制度を周知
します。 

・助成、割引制度を活用でき
るよう、わかりやすい情報
提供に努めます。 
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４ 相談支援体制の充実 重点 
 

現状と課題 

○基幹相談支援センターCoCoの認知度（「知っており、利用している」＋「知

っているが、利用したことはない」）は11％、ふれあい相談室 17％、福祉

まるごと相談窓口＊の認知度は11％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基幹相談支援センターCoCo の認知度 n=798 

ふれあい相談室の認知度 n=798 

 

上位５項目 

福祉まるごと相談窓口の認知度 n=798 
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 ３障害の中では、知的障害者の認知度は少し高くなっています（基幹 30％、

ふれあい相談室 約半数）が、身体、精神障害者では、「知らない」が８割以

上です。これら市内相談機関の役割の明確化・連携についての周知が不十分

なことが課題であるため、周知方法の検討が必要です。（市民アンケート調査

【者】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇委託の市内相談支援事業所5か所それぞれの役割について検討するとともに、

基幹相談支援センターの設置数の増加についても検討していきます。 

〇相談件数の増加に対応するため、委託相談支援事業所の業務量に見合った人

材確保の在り方について検討していきます。 

  

ふれあい相談室の認知度 

全体 身体障害者 知的障害者 精神障害者 重複障害者 その他 無回答

回答対象者 798 354 67 94 67 115 101
17 3 6 3 3 0 2

(2.1%) (0.8%) (9.0%) (3.2%) (4.5%) (0%) (2.0%)
117 44 25 11 14 11 12

(14.7%) (12.4%) (37.3%) (11.7%) (20.9%) (9.6%) (11.9%)
631 295 34 78 45 99 80

(79.1%) (83.3%) (50.7%) (83.0%) (67.2%) (86.1%) (79.2%)
33 12 2 2 5 5 7

(4.1%) (3.4%) (3.0%) (2.1%) (7.5%) (4.3%) (6.9%)

知っており、利用している（利用したこと
がある）

知っているが、利用したことはない

今まで知らなかった

無回答

全体 身体障害者 知的障害者 精神障害者 重複障害者 その他 無回答

回答対象者 798 354 67 94 67 115 101
34 2 1 7 14 6 4

(4.3%) (0.6%) (1.5%) (7.4%) (20.9%) (5.2%) (4.0%)
57 15 19 6 5 5 7

(7.1%) (4.2%) (28.4%) (6.4%) (7.5%) (4.3%) (6.9%)
670 323 45 80 41 99 82

(84.0%) (91.2%) (67.2%) (85.1%) (61.2%) (86.1%) (81.2%)
37 14 2 1 7 5 8

(4.6%) (4.0%) (3.0%) (1.1%) (10.4%) (4.3%) (7.9%)

知っており、利用している（利用したこと
がある）

知っているが、利用したことはない

今まで知らなかった

無回答

基幹相談支援センターCoCo の認知度 

全体 身体障害者 知的障害者 精神障害者 重複障害者 その他 無回答

回答対象者 798 354 67 94 67 115 101
8 2 1 1 2 1 1

(1.0%) (0.6%) (1.5%) (1.1%) (3.0%) (0.9%) (1.0%)
77 42 5 3 9 10 8

(9.6%) (11.9%) (7.5%) (3.2%) (13.4%) (8.7%) (7.9%)
669 294 56 86 50 98 85

(83.8%) (83.1%) (83.6%) (91.5%) (74.6%) (85.2%) (84.2%)
44 16 5 4 6 6 7

(5.5%) (4.5%) (7.5%) (4.3%) (9.0%) (5.2%) (6.9%)

知っており、利用している（利用したこと
がある）

知っているが、利用したことはない

今まで知らなかった

無回答

福祉まるごと相談窓口の認知度 
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〇個々の障害のある人のニーズや実態に応じて適切な支援が行えるよう、相談

機関の周知・場の充実や、身近なワンストップ窓口から支援につなげる連携

体制を強化し、地域への相談窓口の浸透と相談体制の充実を図ることが必要

です。また、障害のある人の福祉サービスについては、保健・医療と連携し

た総合的な支援が求められています。要介護状態になっても、住み慣れた地

域で暮らし続けられるよう、在宅医療や介護分野との連携の強化が必要です。 

○8050 問題＊、障害児の育児支援や生活困窮など「障害」というくくりだけ

では対応できない課題もあるため、分野にこだわらない横断的な体制とネッ

トワーク構築が必要です。 

 

 

めざす将来像 

●地域の中ですべての人が、個人として尊重され、自立した生活が送れるよう、

相談体制を充実させます。 

 

 

目標値 

身近で気軽に相談できる相談場所としての基幹相談支援センターの周知を

図り、地域の誰もが安心して生活できることを目指します。 
 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

「基幹相談支援センターを知っている」と回答
した人の割合 

11.4% 25％ 

目標値設定の説明 4 人に 1 人が知っていることを目指します。 
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具体的な取組み 

（1） 身近な相談支援体制の充実・強化等 

市内では、地域における相談支援の中核的な役割を担う「基幹相談支援セン

ターCoCo」、総合的な相談窓口の「ふれあい相談室」、障害種別ごとに専門性

を持つ相談窓口の「ハートオン相談室」を設置しています。それぞれの役割を

検討するとともに基幹相談支援センターを増設し、総合的・専門的な相談への

対応や、地域の相談支援事業者の人材育成の充実を図ります。 

 

 

事業名 内容 担当課 

居住サポート事業 
転居や自宅からグループホーム・ケアホーム
入居の相談、退院可能な障害者への住居確保･
生活支援を行います。 

障害福祉課 

地域自立支援協議会
の開催【再掲】 

地域自立支援協議会を開催し、テーマごとに
部会を設置し、課題解決のための体制整備を
図ります。 

障害福祉課 

基幹相談支援センタ
ー支援事業・障害者
相談支援事業 

障害者等から虐待・差別を含む障害分野の相
談に応じ、必要な情報の提供及び助言その他
の障害福祉サービスの利用支援や必要な支援
を行います。 

障害福祉課 

 

（2） 包括的な相談支援体制の整備 

世帯の複合的なニーズや個人のライフステージの変化、ひきこもり支援など

制度の狭間で困っている人からの相談に柔軟に対応できるよう、基幹相談支援

センターを「重層的支援体制整備事業」における包括的相談支援事業の1機関

に位置づけ、高齢者・母子・医療分野等関係機関と包括的な相談支援体制を構

築していきます。 

 

 

事業名 内容 担当課 

重層的支援体制整備
事業 

地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対
応する「断らない包括的な支援体制」を整備
するため、相談支援、参加支援、地域づくり
事業を一体的に実施します。 

地域共生課 

在宅医療・介護連携
支援センター 

世帯全体の複合的・複雑化した医療的なニー
ズを捉え、多様な機関と連携し、必要な支援
をコーディネートする相談支援体制の充実化
を図ります。 

高齢者支援課 

福祉まるごと相談窓
口 

高齢者分野のほか、障害、子ども分野等の複
合化・多問題化したケースについて、課題を
整理し、紐解き、適切な相談機関へつなぐ役
割を担います。 

高齢者支援課 
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福祉相談機関連絡 

会 

福祉の各分野の相談支援を担う機関の連携を
図り、包括的な支援システムを推進するため、
福祉相談機関連絡会を主催します。 

高齢者支援課 

 

 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・困っていることや知りたい
ことがある人は、相談窓口
で相談するようにします。 

・事業者は、相談支援に必要
な人材の確保と研修に努め
ます。 

・相談支援体制を充実すると
ともに、相談員の資質の向
上を図ります。 

・支援機関の連携を強化しま
す。 
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５ 情報アクセシビリティ*の向上及び意思疎通支援の充実 

現状と課題 

○福祉サービスの情報の入手場所について、身体障害者では、「市の広報紙など

のお知らせ」、知的障害者では、「市の相談窓口」、精神障害者では「インター

ネット」が最も高くなっており、障害の状態によって、利用する媒体が異な

ることがうかがえます。（市民アンケート調査【者】） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

福祉サービスに関する情報入手場所（複数回答） 

全体 身体障害者 知的障害者 精神障害者 重複障害者 その他 無回答

回答対象者 798 354 67 94 67 115 101
57 26 1 1 7 12 10

(7.1%) (7.3%) (1.5%) (1.1%) (10.4%) (10.4%) (9.9%)
112 47 19 5 9 16 16

(14.0%) (13.3%) (28.4%) (5.3%) (13.4%) (13.9%) (15.8%)
35 8 10 2 5 2 8

(4.4%) (2.3%) (14.9%) (2.1%) (7.5%) (1.7%) (7.9%)
24 12 2 0 3 2 5

(3.0%) (3.4%) (3.0%) (0%) (4.5%) (1.7%) (5.0%)
19 9 0 2 1 4 3

(2.4%) (2.5%) (0%) (2.1%) (1.5%) (3.5%) (3.0%)
4 0 1 0 2 1 0

(0.5%) (0%) (1.5%) (0%) (3.0%) (0.9%) (0%)
204 94 22 29 16 24 19

(25.6%) (26.6%) (32.8%) (30.9%) (23.9%) (20.9%) (18.8%)
14 2 0 3 3 2 4

(1.8%) (0.6%) (0%) (3.2%) (4.5%) (1.7%) (4.0%)
7 1 1 2 0 1 2

(0.9%) (0.3%) (1.5%) (2.1%) (0%) (0.9%) (2.0%)
8 0 1 1 0 2 4

(1.0%) (0%) (1.5%) (1.1%) (0%) (1.7%) (4.0%)
18 5 3 2 1 6 1

(2.3%) (1.4%) (4.5%) (2.1%) (1.5%) (5.2%) (1.0%)
14 2 6 2 0 2 2

(1.8%) (0.6%) (9.0%) (2.1%) (0%) (1.7%) (2.0%)
72 23 19 6 8 3 13

(9.0%) (6.5%) (28.4%) (6.4%) (11.9%) (2.6%) (12.9%)
167 64 7 28 14 33 21

(20.9%) (18.1%) (10.4%) (29.8%) (20.9%) (28.7%) (20.8%)
5 2 0 0 1 2 0

(0.6%) (0.6%) (0%) (0%) (1.5%) (1.7%) (0%)
186 96 13 15 9 34 19

(23.3%) (27.1%) (19.4%) (16.0%) (13.4%) (29.6%) (18.8%)
9 3 2 2 0 2 0

(1.1%) (0.8%) (3.0%) (2.1%) (0%) (1.7%) (0%)
155 87 13 13 10 18 14

(19.4%) (24.6%) (19.4%) (13.8%) (14.9%) (15.7%) (13.9%)
177 71 13 30 9 38 16

(22.2%) (20.1%) (19.4%) (31.9%) (13.4%) (33.0%) (15.8%)
28 14 1 3 2 3 5

(3.5%) (4.0%) (1.5%) (3.2%) (3.0%) (2.6%) (5.0%)
80 31 2 16 6 13 12

(10.0%) (8.8%) (3.0%) (17.0%) (9.0%) (11.3%) (11.9%)
87 41 6 5 14 11 10

(10.9%) (11.6%) (9.0%) (5.3%) (20.9%) (9.6%) (9.9%)

保育所・幼稚園・学校

近所の人

友人・知人

家族会や障害者団体

身体障害者相談員・知的障害者相談員

民生委員・児童委員

テレビや新聞

市の相談窓口（市役所・障害者福祉セ

ンターなど）

基幹相談支援センターＣｏＣｏ

ふれあい相談室

社会福祉協議会の相談窓口

県の相談窓口（保健所、ほっとねっと、

東葛飾障害者相談センターなど）

指定特定相談支援事業所

通所施設・入所施設

病院などの医療機関

歯科医院

市の広報紙などのお知らせ

講演会やイベント

インターネット

その他

情報を得るところがない

無回答
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○それぞれの障害に応じ情報収集先が異なることに配慮し、情報発信において

もこれら関係機関との連携が必要と考えられます。障害のある人やその家族

などが、住み慣れた地域で安心して暮らし、生活を豊かで快適なものとする

ためには、障害のある人が、福祉サービスや生活に関する情報を、必要なと

きに手軽に入手することができるよう情報提供に努める必要があります。 

○すべての人が知りたい情報を得られるように、多様な障害の特性に応じた体

制を整える必要があります。また、意思疎通に困難を抱える人の支援につい

ても取り組んでいく必要があります。 

○手話が言語であるとの認識に基づき、手話の普及及び手話への理解の促進を

図るための施策を総合的に推進することにより、障害のある人もない人も共

に暮らし、尊重し合うことができる共生社会の実現を目指すことを目的とし、

令和元年１２月に松戸市手話言語条例を制定しました。 

 この条例に基づき、手話を必要とする人が手話を使用しやすい環境整備に努

めます。 

 

 

めざす将来像 

●障害のある人が必要な情報に円滑にアクセスでき、また、円滑に意思表示や

コミュニケーションを行えるようにします。 
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目標値 

音声言語とは異なるコミュニケーション手段を身近に感じ、障害の有無にか

かわらず、興味、関心を持ってもらうことを目指します。 

 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

「手話をコミュニケーションの手段として積
極的に学んで使いたい」と回答した人の割合 

3.4％ 10％ 

目標値設定の説明 
障害のない人の１割の人が積極的に手話をコミュニケーショ
ンの手段として利用することを目指します。 

（参考指標） 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

ウェブアクセシビリティ*の品質基準である日
本工業規格 AA（ダブルエー）等級*準拠を継続 

AA（ダブルエ
ー）等級 

AA（ダブルエ
ー）等級 

ウェブアクセシビリティについて、総務省作成のみんなの公共サイト運用ガイドラ

インの中で、公的機関においては日本工業規格 AA 等級＊に準拠することが求めら

れています。 

〈適合レベル AAの項目例〉 

・動画に音声解説を提供する。 

・テキストは、機能やデザインを損なうことなく200％まで拡大できるようにする。 

 

 

具体的な取組み 

（1） 情報提供の充実 

障害のある人が必要な情報に円滑にアクセスできるよう環境整備を行いま

す。 

 

事業名 内容 担当課 

声の広報まつど 

松戸市公式ホームページ上で広報まつどの音
声版「声の広報」を公開します。市内在住で
障害者手帳（視覚）を持つ人を対象に、無料
で広報まつど等を音声化したＣＤを郵送しま
す。 

広報広聴課 

健康福祉会館 

ホームページのアク
セシビリティの向上 

・弱視の人、色の識別や文字を読むことが苦
手な人のための支援を行うソフトウェア
「ZoomSight」により情報の得やすいホームペ
ージを作成します。 

広報広聴課 
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事業名 内容 担当課 

・総務省が策定した「みんなの公共サイト運
用モデル」と日本工業規格の AA（ダブルエー）
等級に対応します。 

障害者サービスの充
実 

各種障害者サービスを充実させ、情報の入手
に困難を感じる人が必要な情報を入手できる
ような図書館運営を行います。 

図書館 

 

 

（2） コミュニケーション支援の充実 

個々の障害の特性に応じ、手話及びその他コミュニケーション支援の充実を

図ります。 

 

事業名 内容 担当課 

手話奉仕員養成研修
事業 

手話奉仕員養成を目的に受講者が身体障害者
福祉の概要や手話奉仕員の役割・責務につい
て理解と認識を深めるとともに、手話奉仕員
としての手話技術を習得する研修を実施す
る。 

障害福祉課 

聞こえのサポーター
養成事業 

受講者が筆談の技術を学ぶことで、様々な要
因による聞こえにくさからコミュニケーショ
ンに不自由を感じている人たちと対話できる
ことにより、地域に溶け込んだ聴覚障害者支
援を図ります。 

障害福祉課 

手話通訳者・要約筆
記者派遣 

聴覚・言語機能・音声機能その他の障害のた
め、意思疎通を図ることに支障がある障害者
等に、手話通訳者・要約筆記奉仕員の派遣を
行います。 

障害福祉課 

磁気ループ*の貸出 

聴覚に障害がある人、および聞こえに不便を
感じている人が、磁気ループを使用すること
により、集会・会議・講演会等に安心して参
加いただけるよう貸し出しを行います。 

障害福祉課 

NET119 緊急通報シ
ステム* 

聴覚や言語に障害があり、音声による 119 番
通報が困難な人が、携帯電話やスマートフォ
ンの画面操作だけで 119 番通報ができるシス
テムを提供します。 

消防局警防課 

障害福祉課 

 

  



 
102 

 

 

（3） 手話言語条例の普及啓発 

松戸市手話言語条例の基本理念にのっとり、手話を必要とする人が手話を使

用しやすい環境を整備するとともに、手話の普及等に関する施策を推進してい

きます。 

 

事業名 内容 担当課 

手話言語条例普及啓
発のためのチラシ・
ポスター配布 

手話言語条例の普及啓発のためにポスター及
びチラシを作成し、関連施設へ配布します。 

障害福祉課 

松戸市職員向け手話
体験研修会 

松戸市職員への手話言語条例の普及啓発を含
めた、手話の研修会を開催します。 

障害福祉課 

手話言語条例制定
PR 動画 

松戸駅東口デッキ、テラスモール松戸のデジ
タルサイネージ*及び松戸市公式 YouTube で、
制定 PR 動画を公開します。 

障害福祉課 

放課後 KIDS ルーム
での手話交流会 

市内の小学校に設置されている放課後 KIDS
ルームの場を借りて、手話交流会を開催しま
す。 

障害福祉課 

 

 

具体的な行動 

障害のある人 地域・住民 行政 

・自分に合った適切な手段に
より、必要な情報収集を行
います。 

・市が行う手話通訳者・要約
筆記者派遣等を活用しま
す。 

・手話言語条例の基本理念へ
の理解を深め、市が推進す
る手話の普及等に関する施
策に協力するよう努めま
す。 

・障害のある人が必要な情報
に円滑にアクセスできるよ
う環境整備を図ります。 

・円滑に意思表示やコミュニ
ケーションが行えるよう
に、コミュニケーション支
援に携わる人材育成や派遣
等の体制を整備します。 

・広報等を活用し、手話言語
条例の情報を周知・PR をし
ます。 

・障害特性に配慮した、広報
誌やウェブサイトのアクセ
シビリティの向上に努めま
す。 
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第５節 安全安心なまちづくりの推進 
 

１ 生活しやすいまちづくり 
 

現状と課題 

○外出の際の課題として、「駅や建物の階段、段差」と回答した人の割合が最も

高く、２番目は「道路の段差、路面のでこぼこ」となっており、既存施設の

バリアフリー＊化や、生活道路や歩道の整備が求められており、すべての人

が暮らしやすい生活環境を整備していくことが必要です。（市民アンケート

調査【者】、障害者関係団体意見） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域生活を希望する人が地域で暮らせるよう、経済的理由や長期入所・入院

等の理由から住まいの確保が困難である人に対して、見守りや支援をしなが

ら、地域生活へ移行を進めるための居住の場が必要です。 

 

めざす将来像 

●障害のある人もない人もすべての人が生活しやすい環境を整備していきま

す。 

 

  

外出の際の課題（複数回答） n=798 

上位５項目 
％

駅や建物の階段、段差

道路の段差、路面のでこぼこ

歩道が少ない・狭い

障害や症状が理解されにくい

特に不便や困ることはない

26.8

23.8

17.9

12.2

25.3

0 10 20 30 40
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目標値 

松戸市交通バリアフリー道路特定事業計画（新八柱・八柱地区）に基づき、

道路のバリアフリー化を進めます。 
 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

道路のバリアフリー化地区別完了率 
11.8％ 

(2/17 地区) 
17.6％ 

(3/17 地区) 

目標値設定の説明 
令和元年度より、3 地区目(新八柱・八柱地区)に着手し
ているところであり、順次整備を進めています。 

 

 

具体的な取組み 

（1） バリアフリー化の推進 

障害のある人にもない人にも利用しやすいバリアフリーの視点に立って整

備を推進します。（バリアフリー・コンフリクト＊） 

 

事業名 内容 担当課 

バリアフリー化推進
業務 

市民センターのバリアフリー化を推進しま
す。 

市民自治課 

「松戸市人にやさし
い公共施設整備設計
指針」の啓発 

啓発活動として、各公共施設管理者に対して
説明会を実施します。 

都市計画課 

公共サインの改善 
公共サイン設置に係るルール化を検討しま
す。 

都市計画課 

公園バリアフリー対
策修繕 

市内公園について、利用者が移動を円滑にで
きることを目的とし、出入口や園路の改修を
行い段差の解消等を図ります。 

公園緑地課 

高齢者、障害者に配
慮した歩道の整備 

都市計画道路事業等に伴い高齢者、障害者に
配慮した歩道の整備を行います。 

道路建設課 

鉄道駅バリアフリー
化事業に対する補助
金の交付 

駅の円滑な利用を促進し、障害のある人にも
配慮したまちづくりを推進するため、鉄道事
業者が行う移動等円滑化設備等の設置に対し
補助金を交付します。 

交通政策課 

放置自転車の撤去 
松戸市自転車の放置防止に関する条例に基づ
き、放置自転車の撤去を行います。 

交通政策課 

放置自転車防止の啓
発 

駅前放置自転車クリーンキャンペーン（10 月
～11 月)を実施し、ポスターの掲示等による
啓発活動を行います。 

交通政策課 
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（2） 住まいの確保と居住の支援 

市営住宅における優遇措置やグループホーム等に入居する際の家賃の一部

補助など、経済的な負担の軽減を図ります。また、一緒に居住の場を探すなど

確保のための支援を行います。 

 

 

 

事業名 内容 担当課 

市営住宅管理事業 

市営住宅申込時、身体障害者手帳、精神障
害者保険福祉手帳、療育手帳の交付を受け
た一定以上の等級の方に対し、優遇措置を
設けます。 

また既存入居者に対し、下肢の衰え等によ
る住み替え要望があった場合、住み替え先
を斡旋します。 

住宅政策課 

住宅リフォーム相談
会 

住宅リフォーム相談会を開催し、バリアフ
リー化も含めた市民からのリフォーム相談
に対応します。 

住宅政策課 

居住サポート事業 

【再掲】 

転居や自宅からグループホーム・ケアホーム
入居の相談、退院可能な障害者への住居確保･
生活支援を行います。 

障害福祉課 

入居者家賃扶助費事
業 

グループホーム等に入居している障害者に
対して、家賃の一部を助成します。 

障害福祉課 

 

具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・バリアフリーが必要な場所
を調べ、その解消に可能な
範囲で協力します。 

・バリアフリー化された設備
等を十分活用するようにし
ます。 

・事業者は、公共交通機関に
よるバリアフリー化を推進
します。 

・障害者の住まいの確保に協
力します。 

・ユニバーサルデザインの意
識をもちます。 

・誰もが利用しやすい都市の
環境づくりをします。 

・公共施設のバリアフリー化
を推進します。 

・公共交通機関のバリアフリ
ー化に対し補助をします。 

・住まいのバリアフリー化に
関する事業を推進します。 
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２ 防犯・防災及び感染症等の対策の推進 重点 
 

現状と課題 

○災害時の避難所・避難場所を知らない人が28％、災害時介助者のいない人が

昼間で33％、夜間で19％となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、避難行動要支援者避難支援制度＊を知っている人は20％となっており、

災害時における体制強化に向けて検討する必要があります。（市民アンケー

ト調査【者】） 

 

 

 

 

 

  

災害時の避難所・避難場所の認知度 n=798 

災害時介助者の有無（昼間） n=798 災害時介助者の有無（夜間） n=798 

避難行動要支援者避難制度の認知度 n=798 
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○災害発生時における避難行動に支援が必要な人に対して、地域の人々が協力

して助け合う共助の推進に取り組むことで、障害者の援護体制の強化を図っ

ていくことが必要です。 

○災害時における情報伝達の確実性に向けて体制を整備する必要があります。

（障害者関係団体意見） 

○災害時だけでなく、日頃から地域における防犯等に対する情報について、障

害の特性に応じた情報を受け取れるような体制が必要です。 

○新型コロナウイルスの感染拡大を受け、障害福祉サービスの提供が一時スト

ップするなど未曽有の事態が発生しました。今後も起こりうることが懸念さ

れることから、通常の直接支援が困難な場合のサービス提供について、また

地域の連携について体制を整備する必要があります。 

 

 

めざす将来像 

●誰もが安全で安心して暮らせるよう、地域の防犯の体制や地域住民との連携

がとれるようにします。 
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目標値 

避難行動要支援者名簿＊を活用し、地域で行う防災訓練等を通して、地域の避難支援

体制の整備を図れるよう、避難行動要支援者名簿の周知・啓発に努めます。 

 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

避難行動要支援者名簿貸出件数 １０３件 １００件 

目標値設定の説明 

事業が開始された平成 24 年度以降、制度の周知や地域で

の名簿の活用について啓発を行い、貸出件数の増加に努め

てきました。 

しかしながら、地域で独自に要支援者名簿を作っていた

り、支援者不足により名簿借用に至らなかったりするケ

ースもあることから、地域での事情・状況の把握に努め

つつ、現状の維持を目指します。 

（参考指標） 

目標 
現状値 目標値 

令和元年度 令和５年度 

安全安心メールの登録者数 24,641 人 35,000 人 

 

具体的な取組み 

（1） 災害時要援護者支援体制の整備 

災害が発生したとき又はそのおそれがあるときに、高齢者、障害のある人な

ど、避難にあたり支援が必要な人に対して、避難支援体制の整備を図ります。 

 

事業名 内容 担当課 

避難行動要支援者避
難支援業務 

避難行動要支援者名簿への登録や名簿の貸出
を行います。 

地域福祉課 

避難支援体制の整備 

避難所運営ゲーム HUG と呼ばれる避難所の開
設を模擬体験できる訓練を実施し、避難所に
おける要配慮者への対応について施設担当者
と情報共有を行っていきます。 

危機管理課 

ストマ用具の保管 
災害時に備え、オストメイトのためのストマ
用装具等の保管 

障害福祉課 

 

（2） 災害時における情報伝達の確実性の向上 

災害発生時には、災害情報の伝達手段として、広報車・メール配信等を活用

し、災害情報を提供します。また、聴覚障害・言語障害のある人など、情報保
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障に配慮の必要な人に情報を伝達する体制を整備し、その確実性を高めていき

ます。 

 

事業名 内容 担当課 

災害情報の提供 
「松戸市安全安心情報のメール」（火災等災害
情報）を配信します。 

消防局警防課 

 

    

（3） 防犯対策の推進 

     身近な犯罪情報や不審者情報などを迅速に提供することにより、地域の防犯力

を高めます。 

事業名 内容 担当課 

松戸市安全安心メー
ル 

災害情報のほか、身近な犯罪情報や不審者情
報などを、メールで配信します。 

市民安全課 

 

 

（4） 感染症等に対する備えの検討 

      障害福祉サービス事業所等が、災害発生時や感染症等の流行時にもサービス

提供が継続できるように、感染症等の感染拡大防止策の周知啓発に努め、感染

症等の発生時に備えた対応について検討します。 

事業名 内容 担当課 

防災や感染症等対策
に関する障害福祉サ
ービス事業所との連
携 

障害福祉サービス事業所と連携し、防災や感
染症等の対策について実態を把握し、協議し
ていきます。 

障害福祉課 

障害福祉サービス等
の継続 

災害発生時や感染症の拡大時にもサービスを
継続できるように、体制を整備します。 

障害福祉課 

災害や感染により支
援者が不在となった
場合の対応 

災害発生時や感染等により支援者が不在とな
った場合に在宅障害児者を支援する体制につ
いて県等、関係機関と連携を図るなど体制を
整備します。 

障害福祉課 

感染症に関する情報
の提供 

感染症に関する情報を広報、ホームページ等
で周知します。 

健康福祉政策課 
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具体的な行動 

障害のある人・家族 地域・住民 行政 

・普段から災害時に助けを必
要としていることを地域に
発信するようにします。 

・普段から積極的に周囲の人
との関わりを持つようにし
ます。 

・普段から感染症等に対して
予防の徹底をするようにし
ます。 

・災害時に地域ぐるみで要援
護者の避難を支援します。 

・地域ぐるみで犯罪防止活動
を推進します。 

・地域ぐるみで感染症等予防
活動を推進します。 

・災害時要援護者の避難支援
体制を整備します。 

・災害発生時における情報伝
達体制を整備し、その確実
性を高めていきます。 

・災害発生時における感染症
等予防体制を整備します。 
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第 章    第６期松戸市障害福祉計画／ 

第２期松戸市障害児福祉計画 
 

１ 障害福祉計画・障害児福祉計画の方向性 

国の基本方針に基づき、第６期松戸市障害福祉計画／第２期松戸市障害児福

祉計画の方向性を以下のとおりとします。 

 

（１）障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援  

障害のある人やその家族、介護者等を対象とした相談支援体制の充実を図る

とともに、必要なサービスが受けられるよう、適切な支給決定を行います。 

 

（２）市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない 

一元的な障害福祉サービスの実施等  

障害のある人に提供される障害福祉サービス量を今後とも適切に見込むと

ともに、必要な支援を行います。 

 

（３）入所等から地域生活移行への移行、地域生活の継続の支援、 

就労支援等の課題に対応したサービス提供体制の整備  

自立支援協議会のネットワークを活用し、関係機関と連携を図りながら個別

の課題に取り組み、新たな社会資源開発につなげます。 

 

（４）地域共生社会の実現に向けた取組  

高齢者、障害のある人等に対する福祉サービスが相互、または一体的に利用

しやすくなる仕組みづくり等により、誰もが住み慣れた地域で自分らしく生活

することができる社会を実現します。  
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（５）障害児の健やかな育成のための発達支援  

障害児の健やかな成長を支援するため、地域の保健、医療、障害福祉、保育、

教育、就労支援等の関係機関と連携を図り、乳幼児期から学校卒業まで途切れ

のない一貫した支援体制の充実を図ります。 

 

（６）障害福祉人材の確保  

障害のある人の重度化・高齢化が進む中、安定的な障害福祉サービスや障害

福祉に関する事業を実施していくために、提供体制の確保とそれに併せてそれ

を担う人材を確保するために専門性を高めるための研修の実施や、他職種間の

連携等の体制づくりを進めます。 

 

（７）障害者の社会参加を支える取組  

ノーマライゼーションの理念の下、障害の種別や程度に関わらず、障害のあ

る人が多様なスポーツ、読書等の文化活動を楽しむことができる環境整備を進

めます。 
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２ 国が定める重点施策と成果目標 

第5期障害福祉計画における成果目標の達成度合いを評価したうえで、第6

期障害福祉計画・第2期障害児福祉計画に係る国の基本指針を踏まえ、計画期

間（令和3年度から令和5年度）における成果目標を設定します。 

 

（１）福祉施設入所者の地域生活への移行 

項目 目標数値 国の基本方針 

施
設
入
所
者
数 

令和元年度末時点

の施設入所者施設

入所者（基準値） 

268 人  

令和 5年度末入所

者数（目標値） 
260 人  

入所削減見込数 
8 人 

（3.0％） 

令和元年度末時点の施設入

所者から 1.6％以上削減す

る 

地
域
生
活 

移
行
者
数 

（目標値） 
17 人 

（6.3％） 

令和元年度末時点の施設入

所者の 6％以上が地域生活

へ移行することを目指す 

 

令和５年度入所者数の目標値は、令和2年度末の施設入所者数を264人と仮

定し、前期計画で達成できなかった3人と国の基本方針に定められた1.6％の

削減人数を合わせた8人とします。 

本計画では、障害のある人等の状態やニーズに合わせた地域生活への移行が

できるように、居住の場としてのグループホーム及び一般住宅等について、障

害があっても慣れ親しんだ地域で生活することができるような体制を整備し

ていきます。 
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（２）精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

令和５年度末の目標（新規）   人（千葉県による設定） 

【国の基本方針】 

当該市町村が属する都道府県が、当該市町村の区域における令和５年度

末の長期入院患者の地域生活への移行に伴う地域の精神保健医療福祉体制

の基盤整備量（利用者数）を定める。 

 

前期計画においては、令和２年度末までに保健、医療、福祉関係者による協

議の場を設置するという成果目標を定めていました。 

この協議の場として、令和元年度に「松戸市障害者地域包括ケアネットワー

ク」を設置するに至りました。 

今後も、退院する精神障害者が円滑に地域生活へ移行できるように、この協

議の場を核に、重層的な支援体制の構築に努めます。 

 

活動指標 

項目 指標 

保健、医療及び福祉関係者による協議の

場の開催回数 
年 2回 

保健、医療及び福祉関係者による協議の

場への関係者の参加者数（各回ごと） 

保健 1 人 

医療（精神科） 1 人 

医療（精神科以外） 4 人 

福祉 12 人 

介護 1 人 

当事者及び家族等 1 人 

保健、医療及び福祉関係者による協議の

場における目標設定及び評価の実施回数 
年 1回 

精神障害者の地域移行支援の利用者数

（人/月） 

Ｒ３年 Ｒ４年 Ｒ５年 

2 4 6 

精神障害者の地域定着支援の利用者数

（人/月） 
2 4 4 

精神障害者の共同生活援助の利用者数

（人/月） 
136 142 148 

精神障害者の自立生活援助の利用者数

（人/月） 
4 6 8 
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（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

令和５年度末の目標 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

【国の基本方針】 

令和５年度末までの間に、地域生活支援拠点等を確保しつつ、その機能の

充実のため、年１回以上運用状況を検証、検討する。 

 

地域生活支援拠点とは、障害のある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見

据え、地域の実情に応じた居住支援のための機能を整備し、障害のある人の生

活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築するものであり、「多機能拠点

整備型」「面的整備型」の2つの類型があります。 

国が示す地域生活支援拠点の基本機能は、 

① 親元からの自立等に係る相談 

② 一人暮らし、グループホームへの入居等の体験の機会及び場の提供 

③ 緊急時の受け入れ・対応のための短期入所の利便性、対応力の向上 

④ 専門的人材の確保、養成、連携 

⑤ コーディネーターの配置等による地域の体制づくり 等です。 

 

障害者関係団体からの意見によると、「短期入所等の施設は生活を支える場

でありながら利用できる施設が足りていない。緊急の対応や生活体験を重ねる

など重要な役割であるにもかかわらず、必要な時に利用できないと家族は実感

している。」という回答がありました。 

地域の実情に応じて、国が示す5つの機能の整備を目指し検討を重ねてきま

したが、令和2年度末までに地域生活拠点を1か所整備するという前期計画の

目標の達成には至りませんでした。 

引き続き、令和3年度の設置を目指して検討を進めていきます。 

設置後は、年1回以上運用状況を検証及び検討していきます。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標数値 国の基本方針 

一
般
就
労
へ
の
移
行
者
数 

（１）福祉施

設（※）から

一 般 就 労 

への移行者

数 

令和元年度末時点

の移行者数 

（基準値） 

108 人 福祉施設の利用者のう

ち、一般就労に移行する

人が、令和元年度の一般

就労への移行実績の

1.27 倍以上を目指す 

令和５年度末時点

の移行者数 

（目標値） 

138 人 

（２）就労移

行支援事業

からの一般

就労への移

行者数 

令和元年度時点の

移行者数 

（基準値） 

86 人 

就労移行支援事業の利

用者から一般就労に移

行する人が、令和元年度

の一般就労への移行実

績の 1.30 倍以上を目指

す 

令和５年度末時点

の移行者数 

（目標値） 

112 人 

（３）就労継

続支援事業

からの一般

就労への移

行者数 

令和元年度時点の

移行者数 

（基準値） 

Ａ型 17 人 

Ｂ型  3 人 

就労継続支援Ａ型及び

就労継続支援Ｂ型事業

の利用者から一般就労

に移行する人が、令和元

年度の一般就労への移

行実績の 1.26 倍以上、

1.23 倍以上を目指す 

令和５年度末時点

の移行者数 

（目標値） 

Ａ型 22 人 

Ｂ型  4 人 

定
着
支
援
事
業 

（４）一般就

労へ移行し

た者のうち

就労定着支

援事業を利

用した者の

割合 

令和元年度末 

（現状値） 
46％ 

就労移行支援事業等を

通じて一般就労へ移行

する者のうち、７割が就

労定着支援事業を利用

する 

令和５年度末 

（目標値） 
70％ 

（５）就労定

着支援事業

所の就労定

着率８割以

上の事業所

の割合 

令和元年度末 

（現状値） 
55.6％ 就労定着支援による職

場定着率が８割以上の

事業所を全体の７割以

上とする 
令和５年度末 

（目標値） 
70％ 
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①福祉施設から一般就労への移行者数 

前期計画の目標値である117人を平成30年度は達成しましたが、令和元年

度は、新型コロナウイルスの感染拡大が与えた経済的影響から、２月、３月の

就職者が伸びず、令和元年度の福祉施設利用者からの一般就労への移行者数は

108人でした。（平成30年2,3月の就職者数 17人、令和元年度2,3月就職者数

5人）。 

今期計画の目標値は、国の基本方針に基づき、令和元年度の一般就労への移

行実績108人の1.27倍である138人と設定します。 

また、今期計画より新設された就労移行支援から一般就労への移行者数の目

標値は、令和元年度実績86人の1.30倍である112人、同様に就労継続支援A

型から一般就労への移行者数は、令和元年度実績17人の1.26倍である22人、

就労継続支援Ｂ型から一般就労への移行者数は、令和元年度実績3人の1.23倍

である4人と設定します。 

引き続き、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所の移行率かつ定着率の

向上を目指すとともに、地域の支援体制のあり方などを関係機関と意見交換し、

就労系障害福祉サービスの質の向上を目指します。 

 

 

②就労定着支援における利用者及び事業所ごとの就労定着率 

平成30年度に就労移行支援事業所を利用し、一般就労へ移行した人は80人、

そのうち平成30年度または令和元年度に就労定着支援を利用した人は37人、

46％の利用率であり、国の基本方針である70％の利用率を下回っています。 

６ヶ月以上定着できるよう就労移行支援事業所の利用者と企業のマッチン

グ力を向上させることや就労定着支援事業所間及び障害者就業・生活支援セン

ターなど地域における関係機関と連携を図り、必要としている人に支援が行え

るよう、体制を整えることが必要です。 



 
118 

（５）障害児支援の提供体制の整備等 

①児童発達支援センターの設置 

令和５年度末の目標 児童発達支援センターを設置する。 

【国の基本方針】 

児童発達支援センターを各市町村に少なくとも 1か所以上設置することを

基本とする。 

 

平成24年の児童福祉法の改正で、身近な地域での支援体制の強化のため、通

所支援及び相談支援の拠点として、少なくとも１か所の児童発達支援センター

を設置する整備目標が示されました。 

本市では、こども発達センターにおいて福祉型及び医療型児童発達支援セン

ターを開設しています。今後も地域における支援機関として、保育所等訪問支

援や相談支援事業所による相談支援など専門性を活かした支援を行っていき

ます。 

また、地域の保育所・幼稚園等の施設職員を対象とした施設巡回相談を通じ

て、早期相談・早期療育へ繋がる体制構築を目指します。 

 

 

②保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 

令和５年度末の目標 保育所等訪問支援を利用できる体制を構築する。 

【国の基本方針】 

すべての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築する

ことを基本とする。 

 

本市においては、こども発達センターが保育所等訪問支援を提供しており、

すでに体制は構築されています。 

保育所等訪問支援は、保育所等に訪問支援員が訪問し、障害のある子どもが

集団生活に適応できるよう児童及び保育所等の職員に対し専門的な支援を行

っています。 

また、支援を進めるうえでは訪問支援を受ける側の理解と協力も必要かつ重

要であることから、これまで以上に訪問先との連携強化を行います。 
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③重症心身障害児を支援する児童発達支援事業及び放課後等デイサービス 

事業所の確保 

令和５年度末の目標 
重症心身障害児を支援する児童発達支援事業及び

放課後等デイサービス事業所を確保する。 

【国の基本方針】 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサー

ビス事業所を各市町村に少なくとも 1か所以上確保することを基本とする。 

 

本市においては、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所と放課

後等デイサービス事業所が、それぞれ2か所ずつ確保されています。 

今後も需要に応じ、事業所の整備を図っていきます。 

 

 

④重症心身障害児・医療的ケア児への支援 

令和５年度末の目標 

関係機関等が連携を図るための協議の場を設け

る。医療的ケア児等に関するコーディネーターを

配置する。 

【国の基本方針】 

保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協

議の場を設けるととともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターの

配置を基本とする。 

 

平成28年、児童福祉法の改正が行われ、医療的ケア児が心身の状況に応じた

適切な支援を受けられるよう、保健・医療・福祉等の各関連分野の支援機関と

の連絡調整を行うための体制の整備に関し、必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならないこととされました。 

本市においては、平成28年11月、この協議の場として「松戸市医療的ケア

児の支援のための連携推進会議」を設置しました。実態調査やニーズ調査、事

業所調査をふまえて、平成29年10月に「医療的ケア児の支援に関する地域の

課題及び対応策」を取りまとめました。令和元年度以降は2回目の実態調査等

を実施し、実情に合わせて課題把握及び対応策の検討を重ねています。 

医療的ケア児等コーディネーターの研修修了者は市内に2名います。事業所

への周知を図ることにより、配置の拡大を図るとともに、修了者に対して、コ

ーディネーターとして活躍してもらうための仕組みづくりを検討します。 
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⑤発達障害者等支援関係 

保護者等が子どもの発達障害の特性を理解し、必要な知識や方法を身につけ、

適切な対応ができるよう、発達障害者等及びその家族等に対する支援体制の充

実を図ります。 

 

活動指標 

項目 指標 

ペアレントトレーニングやペアレントプロ

グラム等の支援プログラム等の受講者数  

Ｒ３年 Ｒ４年 Ｒ５年 

  10 人  10 人  10 人 

 

ペアレントメンター及びピアサポート活動については、市内の実態や他市等の

活用状況等を調査し、ニーズを把握しながら、本市の実情に合わせた検討を進め

ていきます。 

 

（６）相談支援体制の充実・強化 

令和５年度末の目標 
相談支援体制の充実・強化等に向けた取組の

実施体制を確保する。 

【国の基本方針】 

相談支援体制の充実・強化等に向けた取組の実施体制を確保する。 

 

複合的な課題を抱える世帯や、ひきこもり支援など制度の狭間で困っている

人からの相談が増えてきており、今後もますます増加していくことが予想され

ます。そこで、ひきこもり支援も含めて分野横断的な相談支援体制の構築を目

指します。 

相談件数の増加に対応できるよう、基幹相談支援センターの設置数について

も検討を行います。 

障害者関係団体の意見によると、「ワンストップサービスを希望」という回答

がありました。包括的相談支援体制を強化することによって、世帯の複合的な

ニーズや個人のライフステージの変化に柔軟に対応できる、“断らない相談支

援体制”を実現します。 
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（７）障害福祉サービス等の質の向上を図るための 

取組に係る体制の構築 

令和５年度末の目標 
サービスの質の向上を図るための取組に係る

体制を構築する。 

【国の基本方針】 

サービスの質の向上を図るための取組に係る体制を構築する。 

 

障害者の重度化・高齢化により、複雑化する相談に対応できるよう、都道府

県や市町村が実施する（委託事業を含む）専門性を高めるための研修や勉強会

に積極的に参加し、市職員の人材育成等を通じて支援体制の整備を図ります。 

また、障害者自立支援審査支払等システム等による審査結果を分析し、請求

の適正化及び支援の質の向上に活用できるよう体制を整えます。 

 

活動指標 

項目 指標 

千葉県が実施する障害福祉サービス等に

係る研修その他の研修への松戸市職員の

参加人数の見込み 

Ｒ３年 Ｒ４年 Ｒ５年 

40 人 40 人 40 人 

障害者自立支援審査支払等システム等に

よる審査結果を分析してその結果を活用

し、事業所や関係自治体等と共有する体

制の有無及びその実施回数の見込み 

実施 実施 実施 
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３ 障害福祉サービスの利用実績と課題、見込量及びその確保
のための方策 

【実施している障害福祉サービス及び地域生活支援事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
【介護給付：訪問系】 

○居宅介護(ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ) 

○重度訪問介護 

○同行援護 

○行動援護 

○重度障害者等包括支援 

【介護給付：日中活動系】 

○生活介護 

○療養介護 

○短期入所 

【介護給付：施設系】 

○共同生活援助 

(グループホーム) 

○施設入所支援 

○自立生活援助 

【訓練等給付：日中活動系】 

○自立訓練 

 （機能訓練、生活訓練） 

○宿泊型自立訓練 

○就労移行支援 

○就労継続支援（A 型：雇用型

B 型：非雇用型） 

○就労定着支援 

【相談支援給付】 

○計画相談支援 
○地域移行支援 
○地域定着支援 

【自立支援医療】 

○更生医療 

○育成医療 

○精神通院公費 

【補装具】 

障
害
者
・児 

  

 

 

地域生活支援事業 

【必須事業】 
○理解促進・研修啓発事業 

○自発的活動支援事業 

○相談支援事業 

○成年後見制度利用支援事業 

○成年後見制度法人後見支援事業 

○意思疎通支援事業 

○日常生活用具給付事業 

○手話奉仕員養成研修事業 

○移動支援事業 

○地域活動支援センター事業 

【任意事業】 

○福祉ホーム事業 

○訪問入浴サービス事業 

○更生訓練費給付事業 

○知的障害者職親委託事業 

○日中一時支援事業 

○生活サポート事業 

○自動車運転免許取得費・改造費助成 

事業 

【障害児入所支援】※ 

○福祉型障害児入所施設 

○医療型障害児入所施設 

 ※実施主体は都道府県等 

【障害児通所支援】 

○児童発達支援 

○医療型児童発達支援 

○居宅訪問型児童発達支援 

○放課後等デイサービス 

○保育所等訪問支援 

障害福祉 

サービス 
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障害福祉サービス別利用状況 
（令和元年 10 月期の実績（実人数/つき）） 

 

 

  
居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等包括支援

生活介護

自立訓練（機能訓練）

自立訓練（生活訓練）

宿泊型自立訓練

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型）

就労継続支援（Ｂ型）

就労定着支援

療養介護

短期入所（福祉型）

短期入所（医療型）

自立生活援助

共同生活援助

施設入所支援

児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

計画相談（障害者）

計画相談（障害児）

地域移行支援

地域定着支援

移動支援（社会参加支援）

移動支援（通学等支援）

福祉ホーム

訪問入浴サービス

日中一時支援

671

19

88

3

0

901

0

14

3

215

221

401

69

27

192

7

2

369

265

329

13

753

10

0

324

107

3

0

309

34

1

50

227

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000

（件）
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障害福祉サービス別利用状況（障害児） 
（令和元年 10 月期の実績（実人数/月）） 

 

 

 

  

居宅介護

短期入所

移動支援（社会参加支援）

移動支援（通学等支援）

訪問入浴サービス

日中一時支援

児童発達支援

医療型児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

計画相談（障害児）

65

14

26

32

1

59

329

13

753

10

0

107

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1,000

（人）
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（１）訪問系サービス 

サービス名 サービスの概要 

居宅介護 居宅において入浴、排泄、食事や家事の援助・介助を行います。 

重度訪問介護 
居宅において重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、入
浴・排泄・食事の介助・外出時における移動支援などを総合的に行い
ます。 

同行援護 
移動支援（外出時の介護を含む）及び外出先における必要な視覚的
情報の支援（代筆・代読を含む）を行います。 

行動援護 
知的障害又は精神障害により、自己判断能力が制限されている人が
行動するときに、危険を回避するために必要な援護、外出時におけ
る移動中の介護等を行います。 

重度障害者等包括
支援 

常時看護を必要とし、その介護の必要性が非常に高い人に、居宅介
護等複数のサービスを包括的に行います。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

居宅介護 
時間/月 11,305 12,076 13,376 14,190 15,054 15,971 16,943 

人/月 649 666 671 682 694 705 717 

重度訪問介護 
時間/月 6,802 7,273 5,479 5,714 5,950 6,186 6,504 

人/月 18 20 19 20 21 22 23 

同行援護 
時間/月 1,651 1,776 1,709 1,735 1,761 1,788 1,815 

人/月 88 93 88 89 90 90 91 

行動援護 
時間/月 2 3 16 17 20 21 24 

人/月 1 1 3 3 3 4 4 

重度障害者等包括
支援 

時間/月 0 0 0 0 0 0 0 

人/月 0 0 0 0 0 0 0 
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現状と課題 

○障害のある人等の増加に伴い、訪問系サービスは利用者数、利用量ともに増

加傾向にあります。ただし、重度訪問介護については、利用者数の増減はほ

ぼないですが、１ケ月あたりの利用時間の減少がみられました。 

○早朝、子どもの保育園の送迎をしてくれるヘルパーがおらず、なかなかサー

ビス利用ができない。また、夕方の日中活動終了後に入浴サービスに入れる

ヘルパーがおらず、活動を早く切り上げて入浴させている。などの声が上が

っています。 

○行動援護は、サービスを提供する事業所が少なく、障害特性の理解等サービ

スの質の向上も求められています。 

○千葉県内には指定を受けた重度障害者等包括支援の事業所がありません。 

○障害の特性や障害の程度等、また、多様化しているニーズに対応していく能

力がヘルパーに求められています。 

 

見込量確保のための方策 

○夜間や早朝など多様なニーズに対応できるよう、介護保険事業所も含めて、

新規参入を促し、支援体制の整備を図ります。 

〇千葉県等が開催している専門性を高めるための研修等の情報について、積極

的に事業所へ周知します。 

○自立を促すサービス提供が実施できるよう、相談支援事業所が作成するサー

ビス等利用計画に基づき、相談支援事業所等と連携し、個々の状況に応じた

サービス提供及びサービスの質の向上を目指します。 

○障害のある人等が適切なサービスを受けることができるよう、引き続き障害

福祉サービスの周知や、利用実態に即したサービスの体制整備を行います。 
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（２）日中活動系サービス 

サービス名 サービスの概要 

生活介護 
常に介護等の支援が必要な人に、昼間、施設等で食事・入浴・排泄等
の介護や日常生活上の支援、軽作業等の生産活動や創作的活動の機
会の提供を行います。 

自立訓練 
（機能訓練） 

地域生活を営む上で、身体機能や生活能力の維持向上等のため、理
学療法・作業療法によるリハビリテーション、日常生活上の相談支
援や就労支援事業所等の関係サービス機関との連絡調整等支援等、
一定期間、事業所への通所、利用者の自宅訪問等を組み合わせて必
要な訓練を行います。 

自立訓練 
（生活訓練） 

地域生活を営む上で、生活能力の維持向上等のため、コミュニケー
ションや家事等の訓練、日常生活上の相談支援や就労支援事業所等
の関係サービス機関との連絡調整等支援等、一定期間、事業所への
通所、利用者の自宅訪問等を組み合わせて必要な訓練を行います。 

宿泊型自立訓練 
居室その他の設備を提供するとともに、家事等の日常生活能力を向
上させるための支援、生活等に関する相談及び助言その他の必要な
支援を行います。 

就労移行支援 

一般就労を希望し、就労するための知識及び能力の向上や企業等と
のマッチング（実習や職場探し等）を図ることにより、企業等への雇
用又は在宅就労が見込まれる 65 歳未満の人を、サービス期間（標準
的な利用期間 24 ケ月）を限定して必要な訓練や指導を行うサービス
です。 

就労継続支援 
（Ａ型） 

就労機会の提供を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上を図
ることにより、雇用契約に基づく就労が可能と見込まれる障害のあ
る人に、事業所内において、雇用契約に基づく就労の機会の提供を
行います。 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

就労の機会等を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上や維持
が期待される障害のある人に、雇用契約を締結しない就労や生活活
動の機会の提供、工賃の支払い目標を設定して額のｱｯﾌﾟを図る等を
行います。 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障害者で、就労に
伴う環境変化により生活面での課題が生じている者に対し、相談を
通じて生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機関等との連
絡調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を行います。 

療養介護 

病院等において医学的管理の下、常時介護を必要とする人に、食事
や入浴、排泄等の介護や相談支援、レクリエーション活動等の社会
参加活動支援、声かけ・聞き取り等のコミュニケーション支援等の
必要な介護や訓練を行います。 

短期入所 
（福祉型） 

居宅において障害のある人の介護を行う家族等の疾病や社会参加そ
の他の理由により、障害者支援施設等への短期間の入所を必要とす
る障害のある人に、障害者支援施設等において、入浴、排泄又は食事
等の介護や日常生活上の支援の提供を行います。 

短期入所 
（医療型） 

居宅において障害のある人の介護を行う家族等の疾病や社会参加そ
の他の理由により、病院等への短期間の入所を必要とする障害のあ
る人に、病院、診療所、介護老人保健施設において、入浴、排泄又は
食事等の介護や日常生活上の支援の提供を行います。 
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サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

生活介護 
人日/月 17,038 19,217 19,573 20,323 21,101 21,909 22,748 

人/月 860 901 901 922 944 966 989 

自立訓練 
（機能訓練） 

人日/月 105 89 0 20 40 40 40 

人/月 4 4 0 1 2 2 2 

自立訓練 
（生活訓練） 

人日/月 352 375 229 251 275 301 330 

人/月 20 24 14 14 16 18 20 

宿泊型自立訓練 人/月 10 10 3 2 2 2 2 

就労移行支援 
人日/月 2,889 3,445 3,858 4,458 5,152 5,954 6,880 

人/月 168 205 215 243 275 311 352 

就労継続支援 
（Ａ型） 

人日/月 3,137 4,068 4,178 4,482 5,407 6,144 6,976 

人/月 171 206 221 237 286 325 369 

就労継続支援 
（Ｂ型） 

人日/月 5,779 6,518 7,465 8,484 9,643 10,960 12,456 

人/月 324 344 401 446 496 552 614 

就労定着支援 人/月   37 69 80 90 101 112 

療養介護 人/月 30 28 27 28 28 29 29 

短期入所 
（福祉型） 

人日/月 1,365 1,421 1,117 1,152 1,188 1,226 1,264 

人/月 216 229 192 203 215 228 241 

短期入所 
（医療型） 

人日/月 11 16 27 36 47 62 81 

人/月 3 4 7 10 13 18 25 

 

 

現状と課題 

○松戸特別支援学校の卒業生は、令和3年度7人（※）、令和4年度5人（※）、

令和5年度10人（※）の見込みですが、令和元年12月に実施した「障害児

の支援に関わる事業所調査」において、医療的ケアを必要としている人を受

け入れていると回答した生活介護事業所は16ケ所中、2ケ所であり、受け入

れ可能な事業所を増やすことが急務です。（※ 市内在住の人数） 
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○市内には指定を受けた機能訓練事業所はなく、遠方の事業所を利用している

ため、利用者数が少ないです。また、生活訓練も市内に指定を受けた事業所

は1ヶ所であり、市外の事業所も利用していますが、令和元年度において利

用者数が減少しました。これは、他のサービス事業所が増加し、選択肢が増

えたことによるものと考えられます。 

○就労継続支援Ｂ型事業所の受入の余裕について、回答したすべての事業所が

「ある」と回答しており、ニーズに対し、供給が上回っている状況です。（事

業所調査）。一方で、医療的ケア者や重症心身障害者等（以下「重度障害者」

という。）に対応した就労継続支援Ｂ型事業所は市内にはありません。 

○短期入所は、市内に11ケ所、児童の受け入れ可能な事業所は4ケ所ですが、

医療的ケア児・者の受け入れ可能な事業所は市内にはありません。障害者関

係団体や委託相談支援事業所からの意見によると、重度障害者の受け入れや

緊急時の利用が可能な短期入所が不足しているという回答が最も多かった

です。 

 

見込量確保のための方策 

○自立訓練は、身近な場所でサービス利用ができるよう、新規事業所の参入を

促すなど、サービス提供体制の整備を行います。 

○特別支援学校の卒業生の受け入れ先の確保を図りつつ、重度障害者の受け入

れ可能な生活介護の新規開設に向け、働きかけます。 

○就労移行支援、就労継続支援については、事業所数は充足していると考えら

れることから、今後の新規開設については、重度障害者の受け入れ可能な体

制を整えている、または発達障害、高次脳機能障害等に特化した事業所の整

備を促します。 

○就労移行支援の一般就労への移行者数、かつ職場の定着率を今後も伸ばせる

よう、松戸就労ネットワーク＊（市内就労移行支援事業所連絡会）の活動の支

援及び行政も交えた情報交換の場を設けます。 

○就労定着支援は、3年経過までの間に、利用者及び企業に対し、ナチュラル

サポート（職場内で自発的に自然に支援が行われる環境）に切り替えること

ができるよう、就労定着支援事業所間での意見交換や支援の質の向上に向け、

研修会等を実施します。 

○就労継続支援から一般就労への移行がしやすくなるよう、地域の支援体制の

整備を図ります。 

○障害者優先調達推進法に基づき、市から障害者就労施設等での生産品や役務

の提供の発注が拡大するよう庁内へのさらなる周知の強化を図ります。 
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○共生型サービスは、高齢者になっても利用し続けることができることや需要

に比してサービス供給の少ない傾向にある障害福祉サービス（短期入所など）

の供給量の確保につながることが期待できます。 

令和2年8月現在において、共生型サービスの指定を受けている事業所は、生

活介護で1ヶ所、短期入所1ヶ所であり、2ヶ所とも介護保険事業所から参入

しています。 

利用したい人が身近な場で利用することができるよう、介護保険事業所の共

生型サービスの参入も含めて、障害福祉サービスの供給体制の整備を図りま

す。 
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（３）居住系サービス 

サービス名 サービスの概要 

自立生活援助 
一人暮らしへの移行を希望する障害者に対し、定期的な巡回訪問や
随時の対応により、理解力・生活力等を補う観点から支援を行いま
す。 

共同生活援助 
障害者に対し、共同生活を行う住居で、主に夜間に相談や食事提供
等の支援、入浴、排泄又は食事の介護等を行います。 

施設入所支援 
施設入所者に対し、夜間に入浴、食事、排泄等の介護や日常生活上の
相談支援等を障害者支援施設で行います。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

自立生活援助 人分/月   0 2 2 4 6 8 

共同生活援助 人分/月 268 320 369 426 491 566 652 

施設入所支援 人分/月 271 268 265 265 263 261 260 

 

現状と課題 

〇市内には指定を受けた自立生活援助の事業所がなく、利用者数も少ない状況

です。 

○共同生活援助（グループホーム）は、新規開設等により、事業所数が増加し

ましたが、一方で、強度行動障害や触法障害者等の手厚い支援が必要な人に

対応した事業所がありません。（委託相談支援事業所、自立支援協議会意見） 

○共同生活援助（グループホーム）は、地域住民の理解を得ることが課題とな

る場合があります。 

○施設入所支援から共同生活援助（グループホーム）等への地域移行は、施設

入所支援の入所者数の減少から、進んできていることが読み取れますが、共

同生活援助（グループホーム）から一人暮らしに移行している人数を把握で

きていません。 

 

見込量確保のための方策 

○自立生活援助は、平成30年度からの新たなサービスであるため、引き続き利

用者と事業者の双方に周知しつつ、体制の整備に取組みます。 

○施設入所者や共同生活援助（グループホーム）等を利用していた障害者が、

安心して地域で生活することができるよう、自立生活援助を利用し、賃貸住

宅等における一人暮らしへの移行を進めていきます。 
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○強度行動障害や触法障害者等の支援が必要な障害者に対応した共同生活援

助（グループホーム）の開設を促します。また、そのような共同生活援助（グ

ループホーム）の開設について、地域住民の理解を得ることが課題となる場

合は、理解を求めていきます。 

○施設入所者または長期入院していた人が円滑に自立した生活に移行できる

よう、地域生活支援拠点など関係機関と連携し、地域移行支援や地域定着支

援、共同生活援助（グループホーム）を体験利用し、共同生活援助（グルー

プホーム）または一人暮らしへの移行を進めていきます。 

○共同生活援助（グループホーム）の利用者の負担軽減のため、家賃助成を行

います。 

〇平成30年度から新設された日中サービス支援型共同生活援助は、重度化・高

齢化した障害者が地域生活を希望する場合に必要となることから、体制の整

備を行います。日中支援をホームで受けつつも、地域の中での生活スタイル

を確保できるよう、継続的な評価を行います。 

○施設入所支援は、適切な利用ができるよう支援していきます。 
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（４）障害児通所支援 

サービス名 サービスの概要 

児童発達支援 
日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活
への適応訓練等を行います。 

医療型児童発達 
支援 

上肢、下肢又は体幹の機能障害がある児童に生活能力向上のために
必要な訓練や社会との交流促進等を行います。 

放課後等デイ 
サービス 

放課後又は休日において、生活能力向上のために必要な訓練、社会
との交流の促進等を行います。 

保育所等訪問支援 
障害の専門職員が保育所、幼稚園、小学校等の他、児童が集団生活を
営む施設として市町村が認めた施設を訪問し、障害のある児童が集
団生活に溶け込めるように支援を行います。 

居宅訪問型児童 
発達支援 

重症心身障害児などの重度の障害児等であって、児童発達支援等の
障害児通所支援を受けるために外出することが困難な障害児の居宅
を訪問し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与
等の支援を行います。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第２期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

児童発達支援 
人日/月 5,672 4,085 3,598 4,146 4,777 5,505 6,343 

人/月 265 307 329 353 378 405 434 

医療型児童発達 
支援 

人日/月 143 151 132 135 138 141 144 

人/月 15 15 13 13 14 14 15 

放課後等デイ 
サービス 

人日/月 8,290 10,823 11,007 11,194 11,384 11,578 11,775 

人/月 620 708 753 801 852 906 963 

保育所等訪問支援 
箇所 7 6 22 16 18 20 22 

人/月 5 4 10 11 11 11 12 

居宅訪問型児童 
発達支援 

人日/月   0 0 0 4  4  4  

人/月   0 0 0 2  2  2  

 

現状と課題 

○児童発達支援は、以前は市直営のこども発達センター以外に民間事業所の参

入が相次いでいましたが、近年の事業所増加率は緩やかになっています（平

成28年度9ケ所増、平成29年度7ケ所増、令和元年度4ケ所増）。 

○医療型児童発達支援は、年度による実績値の変動が少なくなっています。 
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○放課後等デイサービスは、毎年平均5.7事業所増加し（直近3年間の平均）、

事業所数は一層充実しています。それに伴い、実績は高い増加率で推移し、

概ね見込量どおりとなっています。 

○放課後等デイサービスは、市内の事業所数が急増しているため、サービスの

質の担保が必要となります。 

〇市内全域における児童発達支援の受け入れ可能人数は68人、放課後等デイ

サービスは63人となっており、他サービスと比較すると定員に余裕があり

ます。（事業所調査） 

○痰の吸引等が必要な医療的ケア児が通所できる市内事業所は増加していま

すが、（児童発達支援2→7か所、放課後等デイサービス2→11か所、平成28

年度との比較）一層の整備が必要です。 

 

見込量確保のための方策 

○児童発達支援及び医療型児童発達支援は、未就学の児童を対象としていると

いう点で療育支援の入口になることから、必要な児童がサービスを利用でき

るよう、関係機関との連携を深めます。 

○児童発達支援及び放課後等デイサービスは、医療的ケアをはじめとした利用

者個々のニーズに応じて利用場所を選択できるよう、体制の整備に取り組み

ます。 

○保育所等訪問支援は、平成30年度から乳児院・児童養護施設の障害児にも対

象が拡大され、保育所等の訪問先の側の理解と協力が必要かつ重要であるこ

とから、これまで以上に訪問先との連携を強化していきます。 

○市内には指定を受けた居宅訪問型児童発達支援事業所がありません。平成

30年度からの新たなサービスであるため、引き続き利用者と事業者の双方

に周知しつつ、体制の整備に取り組みます。 
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（５）相談支援事業（個別給付支援事業） 

サービス名 サービスの概要 

計画相談 
障害のある人等や家族、介護を行う人等からの相談に応じて、必要
な情報提供や助言、権利擁護のための必要な援助等を行います。 

地域移行支援 
入所施設や精神科病院に入所・入院している障害のある人等に対し、
住居の確保や地域生活への移行に関する相談等を行います。 

地域定着支援 
居宅で単身等で生活している障害のある人に対し、常時連絡体制を
確保し相談･緊急時支援を行います。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

計画相談         

 

障害者 
人/年 1,627 1,762 1,717 1,764 1,812 1,861 1,912 

人/月 261 294 324 361 402 448 499 

障害児 
人/年 437 491 513 556 602 652 707 

人/月 114 105 107 109 111 113 115 

地域移行支援 人/年 12 9 3 2 2 4 6 

地域定着支援 人/年 4 2 0 2 2 4 4 

 

現状と課題 

○相談支援専門員は、事業所内で他の業務と兼務している形態が多く、相談支

援専門員としての本来の業務体制が確保されていない状況となっています。 

○相談支援専門員が作成するサービス等利用計画の作成率は障害者約7割、障

害児約4割となっており、微増傾向です。 

○地域移行支援、地域定着支援の利用者数は減少傾向です。 

○サービス利用者に対する相談支援専門員の数が不足している状況です。相談

支援専門員は83人（常勤換算時40人）であり、1人あたり32.4件（常勤換

算時67.3件）を担当しています。セルフプラン利用児者1,625人を各相談

支援専門員に振り分けた場合、1人あたりさらに19.6件（常勤換算時40.6

件）担当することとなります（令和2年4月時点）。 
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○平成29年1月と比較すると、相談支援専門員は12人（常勤換算時7人）増加

している一方、サービス利用者も912人増加しているため、相談支援専門員

が作成するサービス等利用計画の作成率は微増に留まっています。相談支援

専門員の数は恒常的に不足しています。 

○障害の特性や障害の程度等、様々な状況の人のサービス等利用計画作成のた

め、相談支援専門員のスキルアップが必要です。 

○障害児相談支援の制度については、一層の周知が必要となります。 

○セルフプランから、より適切なサービス利用のため、サービス等利用計画に

移行できるよう体制の整備が必要となります。 

○入所施設からの退所や、精神科病院からの退院による地域生活への移行を進

めるため、地域移行支援、地域定着支援のサービス提供体制の整備が必要と

なります。 

 

見込量確保のための方策 

○様々な相談に対応することができるよう、相談支援事業者、障害福祉サービ

ス事業者、関係機関等との相談支援体制の強化を行います。 

○相談支援専門員のスキルアップのため、研修を行います。 

〇令和元年度から設置された相談支援事業所連絡会「サポサポ」では事例検討

や研修を行い、スキルアップや顔の見える関係づくりを図っています。この

取組みを継続し、地域全体の相談支援の底上げを行います。 

○障害児相談支援については、専門家による適切なサービスの組み合わせの提

案を受けられる、１つの計画をもとに関係者が情報を共有することにより一

体的な支援を受けられるといった利点を知らない保護者も多いため、制度の

周知を行います。 

○障害児相談支援事業者は、需要増が見込まれるため、障害者の相談支援専門

員に参入を促すなど、質の確保を保ちながら増加を図ります。 

〇平成30年度から体制加算が創設され、高い専門性を持ち、適切な対応ができ

る体制が整備されている相談支援事業所に対して加算がつくようになりま

した。体制加算の取得は増えており、今後も周知を図りながら質の向上を目

指します。 

○地域移行支援、地域定着支援のサービスは、ニーズを把握しながら供給体制

を整備します。  
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２ 地域生活支援事業（必須事業）の利用実績と課題、見込量
及びその確保のための方策 

（１）理解促進・研修啓発事業 

サービス名 サービスの概要 

理解促進・研修 
啓発 

障害のある人等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的
障壁」を除去するため、障害のある人等の理解を深めるための研修・
啓発を行い、共生社会の実現を図ります。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

理解促進・研修 
啓発 

実施の
有無 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

見込量確保のための方策 

○障害者週間（12月3日～12月9日）にあわせて開催するふれあいフェスティ

バル等、地域住民の障害に関する理解促進に向けたイベントを開催します。 

○ハート・プラスマークやヘルプマークを必要な方に配布するとともに、それ

らを含めた障害者に関するマークについて、啓発ポスターの掲示、各種イベ

ントでの周知を通じて、広報活動を行います。 
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（２）自発的活動支援事業 

サービス名 サービスの概要 

自発的活動支援 
障害のある人等が日常生活及び社会生活を営むことができるよう、
障害のある人、その家族及び地域住民等による地域における自発的
な取組みを支援します。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

自発的活動支援 
実施の 
有無 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

見込量確保のための方策 

○障害のある人やその家族、地域住民等により構成された団体が、地域におい

て自発的に取組む障害に関する啓発活動等に対し、支援を行います。 
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（３）相談支援事業 

サービス名 サービスの概要 

障害者相談支援 

障害のある人等や家族、介護を行う人等からの相談に応じて、必要
な情報提供や助言、権利擁護のための必要な援助等を行います。 
＜基幹相談支援センター＞ 
総合的な相談に対応するとともに、人材育成等地域における相談の
中核的な役割を担います。 

相談支援機能強化 
専門的職員を配置する、地域の相談支援体制の強化を図る等により、
基幹相談支援センター等の相談支援機能の強化を行います。 

住宅入居等支援 
地域での生活を希望する退院（退所）可能な障害のある人等に賃貸
住宅等の入居に必要な諸手続きに係る支援を行います。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

障害者相談支援         

 
基幹相談支援セ
ンターの設置 

か所 1    1  1  1  3  3  3  

設置の 
有無 

有 有 有 有 有 有 有 

相談支援機能強化 
実施の 
有無 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

住宅入居等支援 
実施の 
有無 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

現状と課題 

○障害者相談支援事業のうち、健康福祉会館3階の「ふれあい相談室」は、ほ

ほえみ（身体・知的）、おおぞら（精神）に相談窓口が分かれていたものを、

平成27年度に3障害の相談窓口を一本化した「ふれあい相談室」としました。 

○障害者相談支援事業の一環として、平成28年から、精神（サポートネット松

戸）、知的（相談支援センターエール）、身体（相談支援事業所みらい）の障

害特性別相談機関「ハートオン相談室」を設置しました。 

○基幹相談支援センターは、相談機関の中核として総合的、専門的な支援を行

うほか、地域の相談機関の支援を行う役割があります。 

○基幹相談支援センターは、「障害者虐待防止・障害者差別相談センター」を併

設し、通報や相談を受付けるほか、市とともに障害者虐待や、障害者差別へ

の対応を行う役割があります。 
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○住宅入居等支援（居住サポート）は、地域移行支援とは別に、家族と同居し

ている人や、転居を必要とする人などの支援を行っています。 

○基幹相談支援センターは、地域の相談機関を支援し、育成する役割を担うこ

とが必要となります。 

○基幹相談支援センターをはじめ、市が委託する相談支援事業所は6か所あり

ますが、それぞれの役割が明確でありません。 

○各相談機関への相談件数は年々増加しており、相談の増加への対応が課題で

す。 

〇委託相談支援事業所からの意見によると、「地域の相談等は、根拠法による縦

割りでなく制度横断的な体制とネットワークを望みたい。8050＊や障害児

の育児相談、生活困窮など「障害」というくくりの相談だけでは対応できな

い課題も多い」という意見がありました。 

〇障害のある方の抱える課題は複雑化・多様化しています。本市では平成30年

に「福祉まるごと相談窓口」を設置し、まずはワンストップで相談を受け付

けた上で専門職が一緒に考え、支援につなげています。高齢者分野、母子分

野と横断的に連携を図ることで重篤な事案として顕在化する前に、早期に適

切な支援に繋がり、予防的な役割も果たすことが求められます。 

 

＜松戸市の相談支援体制＞ 

 
基幹相談

支援 

センター 

ふれあい 

相談室 

ハートオン相談室 サポート

センター

沼南 
（所在地は柏市） 

精神 知的 身体 

サポート 

ネット松戸 
エール みらい 

開設時間 

午前 8時 

30 分 

｜ 

午後 7時 

00 分 

午前 9時 

00 分 

｜ 

午後 5時 

00 分 

午前 9時 

30 分 

｜ 

午後 5時 

30 分 

午前 9時 

00 分 

｜ 

午後 5時 

00 分 

午前 9時 

00 分 

｜ 

午後 5時 

00 分 

午前 9時 

00 分 

｜ 

午後 5時 

00 分 

相談対応 

手段・方針 

訪問・同行等 

（主にアウトリーチ） 
電話・来所等 

訪問・同行 

・ＳＮＳ等 

（主にアウ

トリーチ） 

相談員 

体制※ 
5 名 5 名 1 名 1 名 1 名 0.3 名 

支援

方法

件数

※ 

平成

30 年度 
10,316 件 7,503 件 4,249 件 2,121 件 756 件 220 件 

令和

元 年度 
7,426 件 8,476 件 5,928 件 2,060 件 681 件 210 件 

 ※計画相談を除く。 
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見込量確保のための方策 

○障害者虐待防止・障害者差別相談センターは、虐待に関する通報の受理、相

談、支援を行う機関として充実を図ります。 

〇複合・複雑化した支援ニーズに対応するため、基幹相談支援センターを「重

層的な支援体制」における障害分野の中核機関に位置づけ、ひきこもり支援

を拡充するとともに、他分野の相談機関との連携強化を目指します。 

〇委託の相談支援事業所6か所それぞれの役割について検討します。 

総合的・専門的な相談支援を実施し、かつ、地域の相談機関を支援し、育成

する役割を担う基幹相談支援センターの設置数の増加についても検討します。 

 

活動指標 

項目 指標 

総合的・専門

的な相談支

援の実施 

障害の種別や各種のニー

ズに対応できる総合的・

専門的な相談支援の実施

の見込みを設定する 

基幹相談支援センター 

支援方法件数  

3 年 

8,000 件 

4 年 

8,250 件 

5 年 

8,500 件 

地域の相談

支援体制の

強化 

地域の相談支援事業者に

対する訪問等による専門

的な指導・助言件数の見

込みを設定する 

基幹相談支援センター 

年 48 件 

地域の相談支援事業者の

人材育成の支援件数の見

込みを設定する 

基幹相談支援センター 

相談支援事業者を対象とした研修 

年 3回 

地域の相談機関との連携

強化の取組の実施回数の

見込みを設定する 

基幹相談支援センター 

相談機関との連携強化の取組 

年 2回 
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（４）成年後見制度利用支援事業 

サービス名 サービスの概要 

成年後見制度利用 
支援 

成年後見制度の利用が必要な知的障害のある人、精神障害のある人
のうち、親族による後見等の申立てが困難な場合、市長による申立
ての支援を行います。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

成年後見制度市長
申し立て費用助成 

人/年 6 3 3 2 5 5 5 

 

現状と課題 

○本人や親族による後見等の申立てが困難な場合、市長による申立てを行って

います。 

○成年後見人等への報酬の支払いが困難な状況にある人に代わり、市が報酬助

成を行っています。 

○成年後見制度利用促進法が施行され、本市においても令和２年度より社会福

祉協議会に中核機関を委託し、松戸市成年後見支援センターを設置しました。 

 

見込量確保のための方策 

○市長による後見の申立てを適宜行っていきます。 

○成年後見人等に対する報酬助成を継続して行います。 

○成年後見制度利用促進協議会を開催し、利用者がメリットを実感できる制

度・運用の改善、権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり、不正防止の

徹底と利用しやすさとの調和を目指した施策の展開を目指していきます。 
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（５）成年後見制度法人後見支援事業 

サービス名 サービスの概要 

成年後見制度法人
後見支援 

市民後見協力員の養成、成年後見制度相談受付等の業務を委託しま
す。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

成年後見制度法人
後見支援 

実施の 
有無 

実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施 

 

現状と課題 

○ＮＰＯ法人と連携し、成年後見制度に関する相談・啓発や、市民後見協力員

の養成、活動支援等を行っています。 

○市民後見協力員が、専門職後見人等の身上監護業務を補助する役割を担って

います（令和2年4月現在 登録人数40人）。 

 

見込量確保のための方策 

○ＮＰＯ法人への委託による成年後見制度に関する事業を継続します。また、

中核機関である松戸市成年後見支援センターと連携し、相談、広報の充実・

強化を図ってまいります。 
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（６）意思疎通支援事業 

サービス名 サービスの概要 

手話通訳者・要約
筆記奉仕員派遣 

聴覚、言語、音声機能その他の障害のため、意思疎通を図ることに支
障がある人に、手話通訳・要約筆記等の方法により、障害のある人と
その他の人の意思疎通を仲介する手話通訳者等を派遣し、日常生活
や社会参加を支援します。 

手話通訳者設置 
市役所内に手話通訳者を設置し、聴覚等に障害のある人のコミュニ
ケーションを支援します。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

手話通訳者・要約筆
記奉仕員派遣 

件/年 859 1,049 1,037 1,050 1,100 1,150 1,200 

手話通訳者設置 人/年 2 2 2 2 2 2 2 

 

現 状 

○手話通訳者及び要約筆記奉仕員は、市に登録し、聴覚障害者からの要請・市

の関係する講演会及びイベント等への協力依頼により、派遣を行っています。 

○手話通訳者は、市役所内に2人を設置し、聴覚障害者等のコミュニケーショ

ン支援を行っています。 

 

見込量確保のための方策 

○手話通訳者及び要約筆記奉仕員の派遣事業は、継続して実施します。 

○手話通訳者は、市役所内に継続して設置します。 
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（７）日常生活用具給付等事業 

サービス名 サービスの概要 

介護・訓練支援用
具 

訓練用ベッド、特殊マット、体位変換器、移動用リフト等の障害のあ
る人等の身体介護を支援するための用具です。 

自立生活支援用具 
入浴補助用具、聴覚障害者用屋内信号装置、電磁調理器、移動・移乗
支援用具等で、障害のある人等の入浴、食事、移動等の自立生活を支
援するための用具です。 

在宅療養等支援用
具 

透析液加温器、ネブライザー、電気式たん吸引器、盲人用体温計等の
在宅療養等を支援するための用具です。 

情報・意思疎通支
援用具 

点字器、人工喉頭、通信・情報受信装置、ポータブルレコーダー、拡
大読書器、活字文書読み上げ装置等の、情報収集、情報伝達や意思疎
通等を支援するための用具です。 

排泄管理支援用具 
ストーマ用装具、紙おむつ等の障害のある人等の排泄管理を支援す
るための衛生用品です。 

居宅生活動作補助
用具 

居宅生活の環境整備を図るため、住宅の床の段差解消や手すりの設
置等をするための改修費用です。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

介護・訓練支援用具 件/年 18 14 20 21 22 23 25 

自立生活支援用具 件/年 62 96 94 116 143 175 216 

在宅療養等支援用具 件/年 81 81 69 64 59 54 50 

情報・意思疎通支援
用具 

件/年 92 88 91 91 90 90 89 

排泄管理支援用具 件/年 5,558 5,534 5,656 5,706 5,756 5,806 5,857 

居宅生活動作補助用
具 

件/年 2 5 4 6 8 11 16 

 

現状と課題 

○日常生活用具給付等事業は、障害のある人等に日常生活用具を給付すること

により、日常生活の便宜を図り、自立の促進を図ることを目的として行って

います。 

○身体障害者手帳の交付時等に、日常生活用具の説明をしています。 

○日常生活用具の機能の向上、また新たな品目の開発などを受けて、利用者の

ニーズが多様化していますが、これに適切に対応する必要があります。 
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見込量確保のための方策 

○進化する日常生活用具の情報及び利用者からの要望を踏まえ、日常生活用具

の品目、対象者、耐用年数等の見直しを行うなど、給付の範囲の適正化を図

ります。 

 

 

 

（８）手話奉仕員養成研修事業 

サービス名 サービスの概要 

手話奉仕員養成 
市に登録し、聴覚障害者からの要請、市の関係する講演会及びイベ
ント等への通訳者派遣に繋がる手話奉仕員を養成します。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

手話奉仕員養成 
年間 
実人数 

23 22 22 22 22 22 22 

 

現状と課題 

○手話通訳・要約筆記の担い手の育成を進めることが必要となります。 

○手話奉仕員養成は、奉仕員の人材育成及びスキルアップのため、事業を継続

します。 

○要約筆記者養成は、筆記者の人材育成に関し、県の動向を踏まえ、情報提供

を行うことが必要となります。 

 

見込量確保のための方策 

○手話奉仕員養成研修は、人材の確保及び技術の向上を目指し、前期研修及び

後期研修を2年間にわたり実施します。 
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（９）移動支援事業 

サービス名 サービスの概要 

移動支援 
（社会参加支援） 

屋外での移動が困難な障害のある人に、社会生活上不可欠な外出や
余暇活動等の社会参加における外出等のための移動を個別に支援し
ます。 

移動支援 
（通学等支援） 

保護者の疾病、障害等により通学時等の介助者がいない児童であっ
て、他の送迎手段や付添いの支援が得られず中長期的に通学等がで
きない児童に、通学等のための移動を個別に支援します。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

移動支援 
（社会参加支援） 

時間/月 3,077 3,279 2,707 2,538 2,884 3,074 3,275 

人/月 324 342 309 302 326 344 363 

移動支援 
（通学等支援） 

時間/月 181 307 348 410 483 570 672 

人/月 28 36 34 37 40 43 46 

 

現状と課題 

○通学等支援の利用者数、利用量は、増加傾向にあります。特に、通学等支援

は、朝の時間帯にサービス需要が集中するため、ヘルパーの人材確保が課題

となっています。 

○多様なニーズに対する柔軟なサービス供給体制の整備、事業所及び人材の確

保が必要です。 

 

見込量確保のための方策 

○サービスの利用内容及び支給量の実態を把握し、利用の適正化を行います。 

○サービス利用のニーズを把握しながら、供給体制の整備を行います。 
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（10）地域活動支援センター事業 

サービス名 サービスの概要 

地域活動支援セン
ターⅠ型 

基礎的事業のほか、精神保健福祉士等を配置し、医療・福祉及び地域
の社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボランティア育成、
障害に対する理解促進のための普及啓発等の事業を実施します。 

地域活動支援セン
ターⅡ型 

基礎的事業のほか、地域において雇用・就労が困難な在宅の障害の
ある人等に、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを実施しま
す。 

地域活動支援セン
ターⅢ型 

概ね５年以上の実績を有し、安定的な運営が行われている地域の障
害者団体等が、地域における障害のある人等のために通所による援
護事業を実施します。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

地域活動支援セン
ターⅠ型 

箇所/年 1 1 1 1 1 1 1 

人/月 53 49 52 52 51 51 50 

地域活動支援セン
ターⅡ型 

箇所/年 1 1 1 1 1 1 1 

人/月 224 215 205 195 185 175 165 

地域活動支援セン
ターⅢ型 

箇所/年 16 16 15 15 15 14 14 

人/月 263 253 234 226 218 203 195 

 

現状と課題 

○地域活動支援センターⅢ型の事業所のうち、令和元年度に１箇所が就労継続

支援Ｂ型の事業所へ移行しました。 

○地域活動支援センターⅢ型の事業所が、就労継続支援Ｂ型の事業所へ移行す

るにあたり、相談・支援の対応を行いました。今後も移行する場合は、相談

等の支援を行うことが必要となります。 

○地域活動支援センターⅢ型は、障害により自宅に引きこもっていた人や、長

期入院をしていた人、就労することが難しい人等の社会参加の場として重要

な役割を担っています。 

○地域活動支援センターⅢ型は、活動内容及び支援員の配置等の運営基盤の整

備が必要となります。 
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見込量確保のための方策 

○地域活動支援センターの事業運営の安定化を図るため、引き続き事業所の状

況把握や支援を行います。 

○地域活動支援センターⅢ型の事業所が、生活介護又は就労継続支援Ｂ型の事

業所への移行を検討する際には、移行後に安定した運営をできるよう、新た

な事業展開及び運営基盤の強化等についての助言を行います。 
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４ 地域生活支援事業（その他事業）の利用実績と課題、見込
量及びその確保のための方策 

サービス名 サービスの概要 

福祉ホーム 
低額な料金で居室その他日常生活に必要な便宜を供与し、地域生活
を支援します。 

訪問入浴サービス 
居宅で入浴が困難な寝たきりの身体に障害のある人に対し、訪問し
て入浴サービスの提供を行います。 

更生訓練費給付 
自立訓練、就労移行支援を利用している人、身体障害者更生援護施
設に入所し訓練を受けている人に更生訓練費を支給します。 

知的障害者職親委
託 

市長が認めた事業経営者（職親）に一定期間委託し、生活指導、技能
習得訓練等を行います。 

日中一時支援 
日中の活動の場の確保とともに、家族の就労支援、一時的な休息を
図ります。 

自動車運転免許取
得助成 

就労の機会拡大や社会参加のために自動車運転免許取得に要した経
費の一部を助成します。 

自動車改造費助成 
自立した生活をするために、自動車を改造する場合の経費の一部を
助成します。 

サービスの推移と見込 

サービス名 単位 

第４期 第５期／第１期実績 第６期／第２期見込量 

平成 
29 年度 

平成 
30 年度 

令和 
元年度 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

福祉ホーム 
箇所/年 1 1 1 1 1 1 1 

人/月 1 1 1 1 1 1 1 

訪問入浴サービス 
回/月 361 402 379 388 398 408 418 

人/月 47 50 50 52 53 55 57 

更生訓練費給付 人/月 32 31 28 26 25 23 21 

知的障害者職親委
託 

人/月 2 2 2 2 2 2 2 

日中一時支援 
人日/月 1,072 1,205 1,457 1,650 1,868 2,114 2,394 

人/月 198 200 227 238 249 262 274 

自動車運転免許取
得助成 

人/年 5 0 5 5 5 5 5 

自動車改造費助成 人/年 5 2 3 2 2 1 1 
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現状と課題 

○知的障害者職親委託は、職親として、当初委託した人から事業を引継ぐ人の

確保が難しい状況です。 

○知的障害者職親委託事業は、職親の後継者がいないため、事業の継続につい

て職親に働きかけますが、今後のあり方について検討することが必要となり

ます。 

○自動車運転免許取得助成及び自動車改造費助成は、障害のある人等の社会参

加のための重要な事業であり、事業を継続する必要があります。 

〇特別支援学校高等部（知的）卒業後の日中一時支援の利用について、日中活

動の場としての利用が増えており、事業所数、利用者数ともに増加していま

す。 

     

見込量確保のための方策 

○知的障害者職親委託は、事業の後継者等の問題もあり、今後のあり方等につ

いて職親と協議します。 

○自動車運転免許取得助成及び自動車改造費助成については、障害のある人等

の生活活動の拡大と移動の利便性を高め、就労機会及び社会参加の拡大のた

めに継続します。 

〇日中一時支援の利用ニーズを把握しながら、供給体制の整備を行います。 
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相談支援部会 

就労支援部会 

こども部会 

 

第 章    計画の推進に向けて 

 

 

１ 関係機関等との連携 

（１）障害者計画 

障害者計画は、福祉、保健・医療、雇用、都市整備、教育等の様々な分野を

対象とした計画であり、各分野との連携が必要です。そのため、庁内関係部局

はもとより、国、県の関係機関、障害者関係団体及び福祉サービス事業者等と

の情報を共有することで、連携強化に努めます。 

また、施策の推進に当たっては、障害への理解や障害者への配慮について、

市役所の各部局間の情報共有や意識の浸透に努めます。 

 

（２）障害福祉計画・障害児福祉計画 

障害福祉計画・障害児福祉計画は、サービスの種類ごとの見込みや、その確

保のための方策を示す計画であり、特に障害のある人の福祉、医療、教育、雇

用等に関係する機関との連携が必要です。 

また、施策の推進に当たっては、松戸市地域自立支援協議会と連携し、障害

のある人の支援体制構築を図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

松戸市地域自立支援 

協議会 

 

報告・ 

提案依頼 

調査依頼 

報告・ 

提案 

 

諮問 

専門部会 
松戸市長 

障害のある人への 

支援体制整備が 

図られる 

担当部局による 

予算化・事業化の 

検討及び実施 

調査・ 

検討 

本
会
議  地域の課題 
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２ 市民参加による効率的、効果的な推進 

（１）施策の重点化 

限られた財源や資源の有効活用を図りながら、障害者のニーズに的確に対応

した計画を推進します。そのため、重点施策を設定し、効果的な施策の展開を

図ります。 

 

（２）市民の参加と協力 

本計画は、「『市民参加型』障害者プランまつど」として、障害のある人、地

域・住民、行政それぞれの役割（具体的な行動）を掲げました。本計画を広く

市民に周知することで、市民の皆様の参加と協力のもと、施策の推進を図りま

す。 

 

 

３ 計画の進捗状況の点検と評価 

本計画で設定した達成目標や事業の進捗状況を点検、評価し、着実な計画の

推進に努めます。 

また、松戸市障害者計画推進協議会において、ＰＤＣＡサイクル【Plan（計

画）-Do（実行）-Check（評価）-Action（改善）】のプロセスを踏まえた計

画の進行管理に努めます。 
 

ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・事業のメニュー化 

・具体的な目標の設定 

・計画の見直し 

・事業の改善 

計画 

Action 
改善 

Plan 

Do Check 
実行 評価 

・事業実施の点検 

・進捗状況の評価 

・予算の確保 

・事業の具体化 
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